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はじめに 

 

 

 本町では、これまで「王寺町子ども・子育て支援事業計

画」を策定し、こどもを産み育てやすい環境を整え、結婚、

妊娠、出産、子育て、教育等それぞれのステージにおける

効果的な施策を進めてまいりました。 

 しかし、全国的な少子化傾向と同様に、本町の出生数も

平成３０年の２４７人から１５４人（令和５年）に、合計

特殊出生率は平成３０年の１．７１から１．１８（令和５年／町試算）へ共に大き

く落ち込み、少子化対策は喫緊の課題となっております。 

 国においては、「こども基本法」に基づき、少子化対策を含むこども施策を総合

的に推進するため、政府全体の基本的な方針を定める「こども大綱」が令和５年 

１２月に閣議決定され、市町村は、こども大綱を勘案して、こども施策についての

計画を策定するよう努めることとされました。 

今回、策定した「王寺町こども計画」は、「王寺町総合計画」を上位計画として、

こども・若者や子育て当事者の皆さまから伺ったご意見等をもとに、本町のこども

施策を総合的に推進するための方針となるものです。 

今後は、基本理念である「すべてのこども・若者が健やかに育ち、安心して子育

てができるまち」の実現を目指し、一人ひとりのこども・若者の皆さまが幸せに、

希望を持って健やかに成長できるように、また、保護者の皆さまが子育てに喜びを

感じ、安心して子育てができる地域社会の実現に努めてまいりますので、皆さまの

一層のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 最後になりましたが、本計画の策定にあたり、熱心にご審議いただきました「子

ども・子育て会議」の委員の皆さまをはじめ、アンケート調査や意見聴取会などを

通して貴重なご意見を賜りました皆さまや、ご協力いただきました関係者の皆さ

まに、心から御礼を申し上げます。 

 

令和７年３月 

 

王寺町長 平井 康之 
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第１章 計画の策定にあたって 
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国では、こどもまんなか社会の実現に向けて、令和５年４月に「こども家庭庁」が創設され、

こども施策を社会全体で総合的かつ強力に推進していくため、こどもを権利の主体として位

置付ける「こども基本法」（令和５年４月）が施行されました。 

また、こども施策を総合的に推進するため、こども基本法（第９条第１項）に基づき、「こども

大綱」（令和５年１２月）が定められています。 

「こども大綱」は、これまで別々に作成・推進されてきた「少子化社会対策大綱」「子供・若者

育成支援推進大綱」「子供の貧困対策に関する大綱」を一つに束ね、こども施策に関する基本

的な方針や重要事項等を一元的に定め、すべてのこども・若者が身体的・精神的・社会的に将

来にわたって幸せな状態（ウェルビーイング）で生活を送ることができる社会「こどもまんなか

社会」の実現をめざすとされています。 

加えて、少子化の傾向を反転させるため、これまでにない規模で、すべてのこども・子育て世

帯を対象にライフステージ全体を俯瞰して、切れ目ない子育て支援の充実を図るとともに、共

働き・共育てを推進していくための総合的な対策「こども未来戦略」が令和５年１２月に閣議決

定されています。 

王寺町においては、子ども・子育て支援法に基づき、５年を１期とする「王寺町子ども・子育

て支援事業計画」を策定し、総合的に子育て支援を推進してきましたが、令和２年度を始期と

する第２期計画が令和６年度末で終了するため、国のこうした状況を踏まえ、こども基本法に

基づき、「王寺町こども計画」を策定しました。 

なお、本計画は、「こども大綱」等を勘案し、王寺町の実情等を踏まえ、こども・若者、子育て

世帯に対する施策を総合的に推進するための計画で、計画の策定にあたっては、こどもや若者、

子育て当事者からアンケート調査を行うとともに、こどもや若者から直接ご意見を伺い、学識

経験者や保護者等で構成する「王寺町子ども・子育て会議」において検討してきたことをまと

めたものです。 

  

１.  計画策定の背景と趣旨 
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本計画は、こども基本法第１０条に基づく「市町村こども計画」であり、子ども・子育て支援法

に基づく市町村計画、次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画、こどもの貧困の

解消に向けた対策の推進に関する法律に基づく市町村計画、子ども・若者育成支援推進法に

基づく市町村計画を一体的に策定するものです。 

また、町の総合的指針である「王寺町総合計画」を上位計画として、こどもや若者の成長と、

子育て家庭を地域全体で支援し、こどもや若者が健やかに育つための部門別計画となるもの

で、町のこども・若者、子育て支援に係る基本施策と教育・保育及び地域子ども・子育て支援事

業の目標量や提供体制を定めています。 

なお、本計画の推進にあたっては、関連する既存計画との連携を十分に考慮し、新たな課題

や環境の変化にも対応できるよう柔軟に計画を進めるものとします。 

 

          

 

 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）は、２０３０年まで

に、持続可能でより良い世界を目指す国際目標であ

り、この１７の目標はいずれも、こども・若者、子育て

世帯に深く関連しています。こども・若者、子育て世

帯自体も、ＳＤＧｓ推進の担い手として、積極的に関

与することが期待されていることから、本町におい

てもＳＤＧｓを意識して取組を進めます。  
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２.  計画の法的根拠と位置づけ 

３.  持続可能な開発目標（SDGｓ）の視点を踏まえた計画の推進 

-
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本計画の期間は、令和７年度から令和１１年度までの５か年とします。 

また、国が示す「教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の整備並びに

子ども・子育て支援給付並びに地域子ども・子育て支援事業及び仕事・子育て両立支援事

業の円滑な実施を確保するための基本的な指針」により、教育・保育及び地域子ども・子育

て支援事業に係る量の見込み及び提供体制の確保の方策については、社会経済情勢や町

の状況の変化、子育て家庭のニーズ等に適切に対応するため、必要に応じて中間見直し等

を行います。 

なお、一体的に策定する「次世代育成支援行動計画」及び「こどもの貧困対策計画」、「子

ども・若者計画」も同期間の設定とし、必要に応じて見直し等を行うものとします。 

 

（年度） 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

  

 
 

     

 

 
    

 
    

 

 

 

 

本計画の対象は、こどもの誕生前からおおむね３０歳までの、こどもや若者及び子育て当事

者とします。 

 

 

 

 

本計画は、町内の中学生以下のこどもをもつ保護者と、こども・若者を対象としたニーズ調

査等の結果を踏まえ、「王寺町子ども・子育て会議」の審議を経て策定しました。 

 

 

６.  計画の策定体制 

次世代育成支援行動計画 

こどもの貧困対策計画 

王寺町こども計画 

５.  計画の対象 

４.  計画の期間 

次期計画 

の策定 

次期計画 

の策定 

子ども・子育て支援事業計画 

次世代育成支援行動計画 

こどもの貧困対策計画 

子ども・若者計画 

 子ども・若者計画 

第２期王寺町子ども・子育て支援事業計画 

評価・検証 評価・検証 
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第２章 王寺町のこども・若者や 

子育て家庭を取り巻く現状 
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（１）人口の推移と年齢３区分別人口 

①総人口と年齢３区分別人口 

総人口は、平成３１年の２４，１４９人から令和５年の２３，９４６人まで減少傾向で推移してい

ます。６５歳以上人口は増加傾向にある一方で、１５～６４歳人口では減少傾向で推移していま

す。また、０～１４歳人口は、増減を繰り返しています。 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 

 

②こどもの人口（０～１１歳人口） 

こどもの人口は、平成３１年の２，８５０人から令和５年の２，８６７人まで増減を繰り返してい

ます。小学生（６～１１歳）では、増加傾向で推移しています。一方で、就学前児童（０～５歳）では、

減少傾向で推移しています。 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 

3,467 3,505 3,498 3,510 3,509 

13,882 13,759 13,679 13,616 13,468 

6,800 6,865 6,930 6,993 6,969 

24,149 24,129 24,107 24,119 23,946 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H31 R2 R3 R4 R5

0～14歳 15～64歳 65歳以上
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1,330 1,430 1,464 1,525 1,571 

2,850 2,915 2,896 2,915 2,867 

0

1,000

2,000

3,000

H31 R2 R3 R4 R5

就学前児童 小学生

１． 統計にみる王寺町 

（人） 

 

   （人） 
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（２）世帯の推移 

①総世帯数 

総世帯数は、平成１２年の８，３８９世帯から令和２年の１０，０３１世帯まで増加傾向で推移し

ています。１世帯当たり人員は、平成１２年の２．８人から令和２年の２．４人まで減少傾向で推

移しています。 

 

 

資料：国勢調査 

 

②家族類型別世帯数  

家族類型別世帯数は、夫婦のみ世帯、ひとり親とこども世帯は増加傾向で推移しています。

三世代世帯は、減少傾向で推移しています。また、夫婦とこども世帯は、平成１２年から平成 

２２年まで減少傾向で推移し、平成２２年から令和２年にかけて増加傾向で推移しています。 

 

 

資料：国勢調査 

8,389 8,482 8,718 9,347 10,031 
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2,000

3,000

4,000

H12 H17 H22 H27 R2
夫婦のみ世帯 夫婦とこども世帯

ひとり親とこども世帯 三世代世帯

（世帯数） 

 

（世帯数） 
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（３）出生数の推移 

出生数は、平成３０年の２４７人からおおむね減少傾向で推移し、令和５年で１５４人となって

います。 

            

資料：奈良県 人口動態統計（各年版） 

                  王寺町住民課（令和５年）      

 

（４）合計特殊出生率 

合計特殊出生率は、平成３０年の１．７１からおおむね減少傾向で推移し、令和５年では１．１８

（町試算）となっています。 全国・奈良県と比較すると、王寺町は、令和４年まで全国・奈良県

を上回っていましたが、令和５年は全国・奈良県より下回っています。 

 

資料：厚生労働省 人口動態統計（各年版） 

奈良県 人口動態統計（各年版）    

 王寺町保健センター（令和５年）    

※合計特殊出生率は１５歳から４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、１人の女性がその年齢別出生率で一生

の間に生むとしたときのこどもの数に相当する。（既婚・独身の別は問わない） 

247
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0

100

200
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1.33 
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1.26 

1.20 

1

1.5

2

H30 H31 R2 R3 R4 R5

王寺町 奈良県 全国

（人） 
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（５）転入者数・転出者数の推移 

転入者数・転出者数は、令和４年から令和５年において、転出者数が転入者数を上回る転出

超過で推移しています。 転入者数は、令和２年から令和５年にかけて減少傾向で推移し、令和

５年に８３６人となっています。転出者数は令和４年に大きく増加し、令和５年に９３１人となっ

ています。 

       

 

資料：総務省 住民基本台帳人口移動報告 

       

（６）こどもの将来人口（０～１１歳） 

  こどもの将来人口は、減少傾向で推移し、令和１１年度には２，４１１人となる見込みです。 

 

 

資料：実績値 住民基本台帳（各年４月１日現在） 

                     推計値 王寺町子育て支援課            
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901 896 

879 
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883 878 

956 

931 

750

800

850

900
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1,000

H31 R2 R3 R4 R5

転入者数 転出者数

1,520 1,485 1,432 1,390 1,296 1,171 1,133 1,100 1,100 1,095 1,105 

1,330 1,430 1,464 1,525 1,571 
1,592 1,559 1,515 1,464 1,380 1,306 

2,850 2,915 2,896 2,915 2,867 
2,763 2,692 2,615 2,564 

2,475 2,411 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

就学前児童 小学生

実績値 推計値

（人） 

 

（人） 
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（７）女性の労働力率の状況（５歳年齢階級別） 

女性の労働力率は、２５歳から２９歳、そして４０歳から４９歳までは８割程度であり、３０歳か

ら３９歳、そして５０歳から５９歳までは７割程度となっています。奈良県と比較すると、王寺町

はおおむね同水準にありますが、全国と比較すると低い傾向にあります。 

 

 

資料：国勢調査（令和２年） 

 

また、令和２年と平成２７年を比較すると、令和２年が全体的に上回っています。 これらの

要因としては、女性が働きやすい環境が整えられてきたことが考えられます。 

 

 
資料：国勢調査（令和２年・平成２７年） 

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳

王寺町 16.9 68.7 85.6 71.7 72.0 79.9 80.9 74.6 68.2 52.9 30.0

奈良県 16.2 69.3 85.0 75.3 73.7 76.7 78.2 76.1 70.3 55.2 33.8

全国 16.9 74.5 87.0 79.6 78.2 80.8 82.0 80.2 75.3 62.2 41.4
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15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳

R2 16.9 68.7 85.6 71.7 72.0 79.9 80.9 74.6 68.2 52.9 30.0

H27 16.3 63.7 79.6 66.2 67.7 73.1 72.1 68.1 60.1 36.0 21.3

16.9

68.7

85.6

71.7 72.0

79.9 80.9

74.6

68.2

52.9

30.0
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（％） 

 

（％） 
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（８）乳幼児健康診査の実施状況 

乳幼児健康診査は、４か月児健診、１０か月児健診、１歳６か月児健診、３歳６か月児健診の４

回実施しています。いずれの健診も１００％に近い受診率となっています。 

今後も、乳幼児健康診査の受診勧奨を継続し、未受診者に対して受診しない理由や、こども

の健康状態等の確認を実施するとともに、配慮を必要とするこどものケースや未受診者のう

ち虐待リスクのあるケースについては、関係機関との情報共有や養育支援訪問事業により支

援の強化を図っていきます。 

 

４か月児 平成３１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

回数（回） １１ １１ １２ １２ １２ 

対象者（人） １９６ ２２７ ２１１ １９８ １６９ 

受診者（人） １９４ ２２４ ２１０ １９５ １６８ 

受診率（％） ９９．０ ９８．７ ９９．５ ９８．５ ９９．４ 

 

１０か月児 平成３１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

回数（回） １１ １１ １２ １２ １２ 

対象者（人） ２１９ ２４１ １９９ ２０８ １８７ 

受診者（人） ２１４ ２３７ １９８ ２０２ １８５ 

受診率（％） ９７．７ ９８．３ ９９．５ ９７．１ ９８．９ 

 

１歳６か月児 平成３１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

回数（回） １１ １１ １２ １２ １２ 

対象者（人） ２５３ ２４６ ２１７ ２０８ ２０２ 

受診者（人） ２４８ ２４５ ２１４ ２０４ ２００ 

受診率（％） ９８．０ ９９．６ ９８．６ ９８．１ ９９．０ 

 

３歳６か月児 平成３１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

回数（回） １１ １１ １２ １２ １２ 

対象者（人） ２３１ ２７８ ２６２ ２２７ ２０１ 

受診者（人） ２２６ ２７２ ２５８ ２２４ １９８ 

受診率（％） ９７．８ ９７．８ ９８．５ ９８．７ ９８．５ 

注）各年度４月１日～３月３１日 

資料：王寺町保健センター 

  



12 

 

（９）年齢階層別未婚率 

年齢階層別の未婚率については、ほぼすべての年齢において、全国・奈良県よりも低い傾向

にあります。 

 

資料：国勢調査（令和２年） 

 

（１０）各種障害者手帳所持者数（１８歳未満） 

療育手帳の所持者数は、平成３０年の４３人から令和２年の４２人までは横ばいで推移して

いましたが、令和４年にかけて増加傾向で推移しています。身体障害者手帳所持者数及び精神

障害者保健福祉手帳所持者数は、横ばいで推移しています。 

 

資料：王寺町第７期障がい福祉計画 
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（１１）児童虐待相談対応件数・人数 

児童虐待相談対応件数は、平成３１年度の３５件から減少傾向で推移していましたが、令和５

年度には３７件（７４人）となっています。 

 

 

資料：王寺町子育て支援課 

 

（１２）ひとり親家庭等医療費助成受給世帯数 

 ひとり親家庭等医療費助成受給世帯数は、令和２年度が２３４世帯と最も多く、その後、減少

傾向で推移し、令和５年度には２０５世帯となっています。 

 

資料：王寺町国保健康推進課（各年度末） 
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（１）調査の概要 

①調査目的 

「王寺町こども計画」の策定にあたり、子ども・子育て支援事業のニーズ量の推計や、子育て

の悩みや課題、こども・若者を取り巻く環境等の実態の把握を目的にアンケート調査を実施し

ました。  

 

②調査方法 

調査種別 調査対象 配布方法 調査期間・回答方法 

子育て世帯向け調査 
中学生以下のこどもを持つ 

保護者 

学校や幼稚園、保育所等

経由 ※一部郵送 

・期間 

令和６年２月６日 

     ～ 

令和６年２月２９日 

 

・回答方法 

ＷＥＢ回答 

若者向け調査 高校２年生及び１９～３０歳 

個別郵送（無作為抽出） 未婚・夫婦のみ世帯 

向け調査 
１９～４５歳 

こども向け調査 小学５年生・中学２年生 学校経由 ※一部郵送 

 

③回収結果 

調査種別 配布数 回答数 回答率 

子育て世帯向け調査 １，９９４ １，３３２ ６６．８％（前回調査７０．５％） 

若者向け調査 

未婚・夫婦のみ世帯向け調査 
１，３０４ ４３０ ３３．０％（新規ニーズ調査） 

こども向け調査 ４８９ ４１７ ８５．３％（新規ニーズ調査） 

合計 ３，７８７ ２，１７９ ５７．５％ 

 

④調査結果の見方 

・回答結果の割合「％」は有効サンプル数に対して、それぞれの回答数の割合を小数点以下第２位で四捨五入し

たものです。そのため、単数回答（複数の選択肢から１つの選択肢を選ぶ方式）であっても合計が１００％にな

らない場合があります。このことは、分析文、グラフ、表においても同様です。 

・複数回答（複数の選択肢から２つ以上の選択肢を選ぶ方式）の設問の場合、回答は選択肢ごとの有効回答数

に対して、それぞれの割合を示しています。そのため、合計が１００％を超える場合があります。 

・図表中において「不明・無回答」とあるものは、回答が示されていないものです。 

・図表中において、「ＳＡ」は「単数回答」、「ＭＡ」は「複数回答」を表しています。 

・図表中の「ｎ（ｎｕｍｂｅｒ ｏｆ ｃａｓｅ）」は、集計対象者総数（あるいは回答者限定設問の限定条件に該当する

人）を表しています。 

・それぞれの設問や選択肢については、長文を簡略化している場合があります。 

  

２.  ニーズ調査結果からみた現状（抜粋） 
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（２）教育・保育の利用状況と利用希望（子育て世帯向け調査） 

教育・保育の利用状況については、現在平日（月曜日から金曜日）に、幼稚園や保育所、認定

こども園などのこどもを預かる施設やサービスを「定期的に」利用していると答えた方は７４．

６％となっています。 

問１４ 現在平日（月曜日から金曜日）に、幼稚園や保育所、認定こども園などのこどもを預かる施設やサービスを「定期的に」利用されていま

すか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

「定期的に」利用している施設については、「認定こども園」と答えた方は３２．５％、「認可保

育所（定員２０名以上）」と答えた方は２８．１％、「幼稚園（通常の就園時間のみ）」と答えた方は

２４．８％となっています。 

問１４－１ どのような施設やサービスを利用していますか。年間を通じて平日（月曜日から金曜日）に定期的に利用されている施設やサービ

スについて選んでください。（あてはまるものすべて選択） 
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28.1
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幼稚園＋幼稚園の預かり保育

認可保育所（定員20名以上）

小規模保育所（定員19名以下）

認定こども園

家庭的保育所（定員5名以下）

事業所内保育所（企業が運営する保育所）

その他の認可外保育施設

居宅訪問型保育（べビーシッター等）

地域子育て支援拠点事業（すくすく広場など）

ファミリー・サポート・センター（地域住民が預かる等）

その他

不明・無回答
未就学(n=459)

(MA%)

74.6

24.6

0.8

未就学 (n=616)

利用している

利用していない

不明・無回答

(SA%)
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また、教育・保育の利用希望については、平日（月曜日から金曜日）に利用させたい・利用し

たいと考える施設として、 「幼稚園＋幼稚園の預かり保育」と答えた方は３５．２％、「認定こど

も園」と答えた方は３３．３％となっています。 

問１７ 保育施設の現在の利用の有無に関わらず、平日（月曜日から金曜日）に利用させたい・利用したいと考える施設やサービスを選んでく

ださい。なお、サービスの利用には一定の料金が発生します。（あてはまるものをすべて選択） 

 

 

（３）一時的に保育所を利用できる制度（子育て世帯向け調査） 

就労していなくても、月に１０時間程度、一時的に保育所を利用できる制度がある場合、利

用したいと答えた方は２０．１％となっています。 

 ※「不明・無回答」と答えた方（７５．３％）は、すでに保育所に入園していることが考えられ、こ

の件数を除いて割合を出すと８１．６％が「はい」と答えています。 

問１６ 就労していなくても、月に１０時間程度、一時的に保育所を利用できる制度がある場合、利用したいと思いますか。（１つ選択） 
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5.7

2.6

10.7

0 5 10 15 20 25 30 35 40

幼稚園（通常就園のみ）

幼稚園＋幼稚園の預かり保育

認可保育所（定員20名以上）

小規模保育所（定員19名以下）

認定こども園

家庭的保育所（定員5名以下）

事業所内保育所（企業が運営する保育所）

その他の認可外保育施設

居宅訪問型保育（ベビーシッター等）

地域子育て支援拠点事業（すくすく広場など）

ファミリー・サポート・センター（地域住民が預かる等）

その他

不明・無回答 未就学(n=616)

(MA%)

20.1

4.5

75.3

未就学（n=616)

はい

いいえ

不明・無回答

(SA%)



17 

 

（４）こどもが病気の際の対応（子育て世帯向け調査） 

こどもが病気やけがの際の対処方法については、「父親が休んだ」または「母親が休んだ」と

答えた方はそれぞれ２０．４％と５８．１％となっています。 

一方、「病児・病後児のための保育施設を利用した」と答えた方は１．０％となっています。 

問２４ お子様が病気やけがで学校等を休んだ場合、行った対処方法としてあてはまるものと、直近１年間での対応日数をお答えください。

（半日程度の対応の場合も１日とカウントしてください）（あてはまるものをすべて選択） 

 

（５）子育てについての不安や悩み（子育て世帯向け調査） 

子育てにおいて特に不安なことや悩んでいることについては、「子育てに出費がかさむ」と

答えた方は７１．８％となっています。また、「自分の自由な時間が持てない」と答えた方は４７．

２％、「子育てによる身体、精神の疲れが大きい」と答えた方は３１．０％となっています。 

問３６ 子育てをする上で、特に不安に思っていることや悩んでいることはどのようなことですか。（あてはまるものをすべて選択） 

20.4

58.1

16.0

14.7

1.0

0.0

6.6

3.7

20.7

0 10 20 30 40 50 60 70

父親が休んだ

母親が休んだ

（同居者を含む）親族・知人に

こどもをみてもらった

父親または母親のうち就労していない方がこどもをみた

病児・病後児のための保育施設を利用した

ベビーシッターを利用した

仕方なくこどもだけで

留守番をさせた

その他

不明・無回答 子育て世帯(n=1,283)

(MA%)

71.8

47.2

28.1

13.3

31.0

19.4

7.0

5.5

10.0

4.1

1.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

子育てに出費がかさむ

自分の自由な時間が持てない

仕事が十分にできない

住居が狭い

子育てによる身体、精神の疲れが大きい

夫婦で楽しむ時間がない

こどもが病気がちである

子育てが大変なことを身近な人が理解してくれない

特にない

その他

不明・無回答 子育て世帯(n=1,283)

(MA%)
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（６）子育ての不安や悩みからこどもにつらくあたった経験（子育て世帯向け調査） 

子育ての悩みからこどもにつらくあたってしまうことがある、またはこどもにつらくあたり

そうになった経験があると答えた方は合わせて５２．１％となっていますが、そのうち２６．３％

の方は人に相談するなどして解消していると答えています。 

問３７ 子育ての悩みや不安から、こどもにつらくあたってしまうようなことがありますか。（１つ選択） 

 

（７）生活意識（子育て世帯向け調査） 

生活意識については、「仕事と子育てで、心身ともに余裕がない」と答えた方のうち、「あて

はまる」または「ややあてはまる」と答えた方は合わせて、５２．４％となっています。 

また、「いろんなプレッシャーに押しつぶされそうな気持ちになる」や「どこまで頑張ればよい

のかわからない」と答えた方のうち、「あてはまる」または「ややあてはまる」と答えた方は合わ

せて、それぞれ４１．５％と４４．３％となっています。 

問４２ あなたの現在の生活意識について教えてください。（１つ選択） 

子育て世帯（ｎ＝１，２８３） 

24.2

18.9

41.0

6.8

21.8

16.9

11.7

6.5

13.2

50.0

40.8

37.7

22.4

26.8

35.5

29.8

26.5

31.1

16.6

26.1

11.4

35.7

21.5

23.1

27.4

33.7

25.1

6.9

9.7

4.3

30.3

20.3

17.9

27.2

29.7

26.4

1.5

3.8

4.6

3.7

8.3

5.1

3.0

2.5

3.3

0.9

0.8

1.0

1.1

1.2

1.3

1.0

1.0

0.9

0 20 40 60 80 100

現在、自分の生活は充実している

将来に希望を持っている

ありのままの自分を認めてくれる人がいる

今の生活はつらいことの方が多い

働いていても生活が楽にならない

仕事と子育てで、心身ともに余裕がない

いろんなプレッシャーに押しつぶされそうな気持ちになる

いつも周りの人の目が気になる

どこまで頑張ればよいのかわからない

あてはまる ややあてはまる あまりあてはまらない あてはまらない わからない 不明・無回答

(SA%)

20.2

5.6

26.3

46.0

1.9

0 10 20 30 40 50 60

ときどき、たたいたり、どなったりするなど、

つらくあたってしまうことがある

ときどき、 食事や身支度などの世話をするのが面倒に

感じ、無視したり、放ってしまうことがある

ときどき、つらくあたってしまいそうな気持ちになることがあ

るが、人に相談するなどして解消している

特にそんなことはない

不明・無回答
子育て世帯(n=1,283)

(SA%)
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（８）理想的なこどもの人数と異なる理由（子育て世帯向け調査） 

理想的なこどもの人数と実際のこどもの人数が異なる理由については、「子育てや教育にお

金がかかりすぎるから」と答えた方は１８．３％となっており、割合が最も高くなっています。 

問４７ 理想的なこどもの人数と、実際のこどもの人数が異なる方にうかがいます。その理由を教えてください。 

（あてはまるものをすべて選択） 

 

（９）外部との付き合いや孤立感（若者向け調査） 

「自分には人とのつきあいがないと感じることがある」または「自分は取り残されていると

感じることがある」と答えた方のうち、「時々ある」または「常にある」と答えた方は合わせて、

それぞれ４６．２％と４５．４％となっています。 

問６ 次の項目について、あなたはどれくらいの頻度で感じていますか。（１つ選択） 

若者（ｎ＝２３８） 

  

18.3

5.4

2.8

8.8

6.5

3.0

7.7

3.6

3.9

3.1

1.9

2.9

0 5 10 15 20 25

子育てや教育にお金がかかりすぎるから

自分の仕事に差し支えるから

家が狭いから

高年齢で産むのはいやだから

欲しいけれどもできないから

健康上の理由から

これ以上、育児の心理的・肉体的負担に耐えられないから

パートナーからの家事・育児への協力が得られないから

パートナーが望まないから

こどもがのびのび育つ社会環境ではないから

自分や夫婦の生活を大切にしたいから

その他

不明・無回答 子育て世帯(n=1,283)

(MA%)

18.9

19.3

18.1

22.3

34.9

35.3

41.2

41.2

37.4

39.5

34.9

32.4

8.8

5.9

5.9

4.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0 20 40 60 80 100

自分には人とのつきあいがない

と感じることがある

自分は取り残されている

と感じることがある

自分は他の人たちから孤立している

と感じることがある

孤独であると感じることがある

決してない ほとんどない 時々ある 常にある 不明・無回答

(SA%)

自分には人とのつきあいがない

と感じることがある

自分は取り残されている

と感じることがある

自分は他の人たちから孤立している

と感じることがある

孤独であると感じることがある
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（１０）結婚観 （若者向け調査） 

現在「未婚」と答えた方（８１．９％）を対象とした設問では、「結婚したいが難しいと考えてい

る」または「結婚したくない」と答えた方は合わせて５１．８％となっています。 

その理由として、「うまく関係を築ける自信がないから」と答えた方は５３．５％、「自分の自由

な時間がなくなるから」と答えた方は５２．５％となっています。 

 

 

 

 

「結婚したいが難しいと考えている」または「結婚したくない」を選んだ方にお伺いいたします。その理由は何ですか。（あてはまるものをすべ

て選択） 

  

問9で「未婚」を選んだ方にお伺いいたします。将来的に 

結婚をしたいと思いますか。（1 つ選択）    

81.9

15.5

0.0

1.7

0.8

0 20 40 60 80 100

未婚

配偶者あり

配偶者と死別

配偶者と離別（離婚）

不明・無回答
若者(n=238)

(SA%)

問 9 あなたの現在の婚姻状況をお答えください。なお、「配偶者」

には、婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻と同様の状態にある

方を含めます。（1 つ選択） 

48.2

32.3

19.5

0.0

0 20 40 60

結婚したいし、

するつもりである

結婚したいが難しい

と考えている

結婚したくない

不明・無回答
若者(n=195)

(SA%)

35.6

15.8

52.5

37.6

53.5

25.7

37.6

30.7

20.8

4.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70

経済的に不安だから

家事や仕事が忙しいから

自分の自由な時間がなくなるから

理想の相手に巡り合わないと思うから

うまく関係を築ける自信がないから

家事などの負担が増えるから

趣味や娯楽を楽しみたいから

必要性を感じないから

親戚付き合いが面倒だから

その他

不明・無回答
若者(n=101)

(MA%)
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（１１）未婚の方の結婚観と職業でのクロス集計（若者向け調査） 

「正規の社員・職員・従業員」や「学生・生徒（予備校生などを含む）」の方と比べて、「パート・

アルバイト」や「派遣社員」、「無職」の方は、「結婚したいが難しいと考えている」または「結婚し

たくない」と答えた方が多くなっています。 
横軸：問１５ あなたの現在の仕事をお答えください。複数に当てはまる場合は、主たるものをお答えください。（１つ選択） 

縦軸：「未婚」を選んだ方にお伺いいたします。将来的に結婚をしたいと思いますか。（１つ選択）    

 

若者（ｎ＝１９５） 

 

 

 

（１２）自分の将来への希望の有無と職業でのクロス集計（若者向け調査） 

「正規の社員・職員・従業員」や「パート・アルバイト」の方と比べて、「学生・生徒（予備校生な

どを含む）」の方は、「将来に希望がある」と答えた方が多くなっています。 
横軸：問１５ あなたの現在の仕事をお答えください。複数に当てはまる場合は、主たるものをお答えください。（１つ選択） 

縦軸：問２２ あなたは、自分の将来について明るい希望を持っていますか。 （１つ選択） 

 

若者（ｎ＝２３８） 
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（１３）社会生活や日常生活を円滑に送ることができていない経験と職業でのクロス集計（若者

向け調査） 

「正規の社員・職員・従業員」や「学生・生徒（予備校生などを含む）」の方と比べて、「パート・

アルバイト」の方は、「生活が困難だった経験がある」と答えた方が多くなっています。 
横軸：問１５ あなたの現在の仕事をお答えください。複数に当てはまる場合は、主たるものをお答えください。（１つ選択） 

縦軸：問２６ あなたは今までに、社会生活や日常生活を円滑に送ることができなかった経験がありましたか。 または、現在、社会生活や日常

生活を円滑に送れていない状況がありますか。 最もあてはまるものを選んでください。（１つ選択） 

 

若者（ｎ＝２３８） 

 

（１４）放課後や休日に過ごす場所やその利用希望（こども向け調査） 

「勉強を無料で見てくれる場所」または「自分や友人の家以外で、夕ご飯を無料か安く利用で

きる場所（こども食堂など）」と答えた方のうち、「あれば利用してみたい」と答えた方は、それ

ぞれ２９．７％と２８．１％となっています。 

問２１ あなたは次のような場所を利用したことがありますか。（１つ選択） 

こども（ｎ＝４１７） 

 

  

39.6

5.8

7.2

5.3

7.4

28.1

29.7

21.1

32.6

40.3

41.0

44.8

19.2

24.9

21.1

27.3

1.2

1.0

1.0

1.4

0 20 40 60 80 100

自分や友人の家以外で、放課後や休日を

過ごすことができる場所（学童保育所など）

自分や友人の家以外で、夕ご飯を無料か安く利用できる場所

（こども食堂など）

勉強を無料で見てくれる場所

家や学校以外で、なんでも相談できる場所

利用したことがある あれば利用してみたい 利用したいと思わない 利用したいかどうかわからない 不明・無回答

(SA%, n=417)
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（１５）ヤングケアラーへの支援（こども向け調査） 

家族や親戚のお世話をしたり、仕事を手伝ったりすることで、学校に行けなかったり、十分

に眠れなかったり、まわりの子より遊ぶ時間や勉強の時間などを減らさなければならなかった

経験についての設問では、「はい」と答えた方は８．４％となっています。 

問１７ あなたは、家族や親戚のお世話をしたり、仕事を手伝ったりすることで、学校に行けなかったり、十分に眠れなかったり、まわりの子よ

り遊ぶ時間や勉強の時間などを減らさなければならないことがありますか。 （１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.4

90.2

1.4

こども(n=417)

はい

いいえ

不明・無回答

(SA%)
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（１６）こどもを持つことに対する考え方（未婚・夫婦のみ世帯向け調査） 

「結婚したらこどもを持った方が良いと思う」と答えた方のうち、「賛成」または「どちらかと

いえば賛成」と答えた方は８７．５％となっています。 

問８ こどもを持つことに対する考え方について、最も近いものを教えてください。（１つ選択） 

未婚・夫婦のみ世帯（ｎ＝１９２） 

 

（１７）希望するこどもの人数（未婚・夫婦のみ世帯向け調査） 

「２人」と答えた方は５２．１％、「３人」と答え

た方は１６．７％、「こどもはいらない」と答え

た方は１８．２％となっています。 
問１０ 希望するこどもの人数について教えてください。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

「こどもはいらない」と答えた方のう

ち、そのように考える理由については、

「自分や夫婦の生活を大切にしたいか

ら」または「育児の心理的、肉体的負担

に耐えられないと思うから」と答えた方

はそれぞれ５４．３％となっています。 

また、「子育てや教育にお金がかかり

すぎるから」と答えた方は５１．４％とな

っています。 

問１０で「こどもはいらない」を選んだ方のみお答えくださ

い。そのようにお考えになる理由として、当てはまるものを

すべてお答えください。 

  

9.4

52.1

16.7

1.6

0.0

18.2

2.1

0 20 40 60

1人

2人

3人

4人

5人以上

こどもはいらない

不明・無回答 未婚・夫婦のみ世帯(n=192)

(SA%)

35.4

14.6

33.3

52.1

48.4

28.1

7.3

27.1

27.1

4.2

8.9

10.9

1.0

1.0

0.5

0 20 40 60 80 100

結婚したらこどもを持った方が良いと思う

少なくともこどもが小さいうちは、

母親は仕事を持たず家にいるのが望ましい

結婚していなくても、こどもを持ってかまわない

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 不明・無回答

(SA%)

51.4

8.6

28.6

8.6

54.3

11.4

54.3

8.6

5.7

2.9

5.7

22.9

0.0

0 20 40 60

子育てや教育にお金がかかりすぎ

るから

家が狭いから

自分の仕事（勤めや家業）に差し支

えるから

こどもがのびのび育つ環境ではな

いから

自分や夫婦の生活を大切にしたい

から

高年齢で産むのは嫌だから

育児の心理的、肉体的負担に耐え

られないと思うから

健康上の理由から

欲しいけれどもできないから

夫（妻）の家事・育児への協力が得

られないから

夫（妻）が望まないから

その他

不明・無回答 未婚・夫婦のみ世帯(n=35)

(MA%)

子育てや教育に 
お金がかかりすぎるから 

家が狭いから 

自分の仕事(勤めや家業)に 
差し支えるから 

こどもがのびのび育つ 
環境ではないから 

自分や夫婦の生活を 
大切にしたいから 

高年齢で産むのは嫌だから 

育児の心理的、肉体的負担に 
耐えられないと思うから 

健康上の理由から 

欲しいけれどもできないから 

夫(妻)の家事・育児への協力が
得られないから 
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（１８）こどもの貧困 

令和４年の国民生活基礎調査における貧困線は１２７万円となっており、「相対的貧困率」は

１５．４％、「こども（１７歳以下）の貧困率」は１１．５％となっています。 
※「貧困線」とは、等価可処分所得（収入から税金・社会保険料等を除いた、いわゆる手取り収入である世帯の可処分所得を

世帯人員の平方根で割って調整した所得）の中央値の半分の額です。 

※「相対的貧困率」とは、貧困線を下回る等価可処分所得しか得ていない者の割合をいいます。 
 

本調査結果に、令和４年国民生活基礎調査における相対的貧困層（貧困線の基準）の考え方 

を当てはめると、王寺町では、相対的貧困層は１２７人（１０．９％）となり、前回調査（６４人、７．

４％）を上回る結果となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

相対的貧困層 １２７ 人 １０．９％ 

それ以外 １，０３６ 人 ８９．１％ 

 

相対的貧困層の１２７人のうち「配偶者なし」世帯が３１．５％を占め、配偶者なし世帯全体の

４２．６％が相対的貧困層となっています。 

 

 

8.1%

5.2%

31.5%

91.9%

94.8%

68.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,163)

それ以外(n=1,036)

相対的貧困層(n=127)

配偶者なし 配偶者あり

10.9%

42.6%

8.1%

89.1%

57.4%

91.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,163）

配偶者なし（n=94）

配偶者あり（n=1,069）

相対的貧困 それ以外

総
数

1
0
0
万
円
未
満

1
0
0
万
円
台

2
0
0
万
円
台

3
0
0
万
円
台

4
0
0
万
円
台

5
0
0
万
円
台

6
0
0
万
円
台

7
0
0
万
円
台

8
0
0
万
円
台

9
0
0
万
円
台

無
回
答

総数
1,281 81 30 35 62 110 109 151 126 144 97 221 115

2人 55 9 10 12 10 4 4 1 1 1 2 1 0

3人 331 24 8 7 18 32 34 40 28 29 24 43 44

4人 609 30 8 10 24 55 49 73 75 74 51 122 38

5人 236 16 4 6 9 16 19 28 17 35 16 47 23

6人 33 1 - - 1 2 3 7 5 3 2 6 3

7人 7 1 - - - 1 - - - 1 2 1 1

8人 1 - - - - - - - - 1 - - -

無回答 9 - - - - - - 2 - - - 1 6

世帯人員数

1,
0
0
0
万
円
以
上

相対的貧困層 それ以外 
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（１９）子育て支援施策全般 

①未就学のこどもがいる子育て世帯 

総合的な評価との関連性が高く、かつ現状の満足度の低い施策に取り組むことで、全体的

な満足度を高めやすいと考えられます。王寺町のサービスやまちづくりについての設問から、

総合評価への貢献度が高く、満足度の低い「保育所のサービス」、「教育環境」、「配慮の必要な

こどもの育てやすさ」を改善すれば、総合評価の満足度が高まりやすいと考えられます。 

 

■総合評価への貢献度分析 
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1.5 
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2.8 
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2.4 

2.1 

1.6 

2.1 

0 20 40 60 80 100

保育サービス全般に満足していますか

保育所のサービスに満足していますか

子育てを楽しいと感じていますか

こどもがいても安心して働けると感じて

いますか

乳幼児健診の体制に満足していますか

小児医療体制（病院・診療所) に

満足していますか

小児医療体制（休日・夜間）に

満足していますか

こどもへの教育環境が充実している

と思いますか

青少年が健全に過ごせるまちだと

感じますか

障害など配慮の必要なこどもを

安心して育てられると感じますか

学校などの公共施設がこどもにとって

安心できる場だと思いますか

地域ぐるみでこどもを見守る

体制ができていると思いますか

子育てが地域の人たちに

支えられていると感じますか

公園など遊び場が充実している

と思いますか

犯罪被害にあう事の少ない

安全なまちだと思いますか

大変満足 満足 どちらでもない 不満 大変不満 不明・無回答

(SA%)総合評価

子育てを楽しいと感じている

乳幼児健診の体制に

満足している

小児医療体制（休日・夜間）

に満足している

青少年が健全に過ごせるまちだと感じる

学校などの公共施設がこどもに

とって安心できる場だと思う

子育てが地域の人たちに

支えられていると感じる

犯罪被害にあう事の少ない

安全なまちだと思う

こどもがいても安心して

働けると感じている

小児医療体制（病院・診療所) に

満足している

こどもへの教育環境が

充実していると思う

障害など配慮の必要なこどもを

安心して育てられると感じる

地域ぐるみでこどもを見守る体制

ができていると思う
公園など遊び場が充実

していると思う

保育所のサービスに

満足している
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平
均

未就学（n=616） 

 平均 

（％） 

 

総合評価に対する貢献度 

満
足
度 

※貢献度分析とは、上記

の政策分野全体（総合評

価）の満足度に対して、ど

の施策の満足度がどの程

度貢献しているか統計処

理して表しています。貢献

度が高く満足度が低い施

策に取り組むことで、総合

評価の満足度が高まりや

すいと考えられます。 
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②小学生・中学生のこどもがいる子育て世帯 

総合的な評価との関連性が高く、かつ現状の満足度の低い施策に取り組むことで、全体的

な満足度を高めやすいと考えられます。王寺町のサービスやまちづくりについての設問から、

総合評価への貢献度が高く、満足度の低い「保育所のサービス」、「小児医療体制（病院・診療

所）」、「配慮の必要なこどもの育てやすさ」を改善すれば、総合評価の満足度が高まりやすいと

考えられます。 
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保育サービス全般に満足していますか

保育所のサービスに満足していますか

子育てを楽しいと感じていますか

こどもがいても安心して働けると

感じていますか

乳幼児健診の体制に満足していますか

小児医療体制（病院・診療所) に

満足していますか

小児医療体制（休日・夜間）に

満足していますか

こどもへの教育環境が充実している

と思いますか

青少年が健全に過ごせるまちだと

感じますか

障害など配慮の必要なこどもを

安心して育てられると感じますか

学校などの公共施設がこどもにとって

安心できる場だと思いますか

地域ぐるみでこどもを見守る

体制ができていると思いますか

子育てが地域の人たちに

支えられていると感じますか

公園など遊び場が充実している

と思いますか

犯罪被害にあう事の少ない

安全なまちだと思いますか

大変満足 満足 どちらでもない 不満 大変不満 不明・無回答

(SA%)総合評価

子育てを楽しいと感じている

乳幼児健診の体制に

満足している

小児医療体制（休日・夜間）

に満足している

青少年が健全に過ごせるまちだと感じる

学校などの公共施設がこどもに

とって安心できる場だと思う

子育てが地域の人たちに

支えられていると感じる

犯罪被害にあう事の少ない

安全なまちだと思う

こどもがいても安心して

働けると感じている
小児医療体制（病院・診療所) に

満足している

こどもへの教育環境が

充実していると思う

障害など配慮の必要なこどもを

安心して育てられると感じる

地域ぐるみでこどもを見守る体制が

できていると思う

公園など遊び場が充実

していると思う

保育所のサービスに

満足している
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■総合評価への貢献度分析 

（％） 

 
※貢献度分析とは、上記

の政策分野全体（総合評

価）の満足度に対して、ど

の施策の満足度がどの程

度貢献しているか統計処

理して表しています。貢献

度が高く満足度が低い施

策に取り組むことで、総合

評価の満足度が高まりや

すいと考えられます。 

小学生・中学生（n=667） 

 

総合評価に対する貢献度 

満
足
度 
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こども 

・開催日時 令和６年７月１９日（金） １１時～１３時 

・場   所 王寺南義務教育学校（畠田学舎）ランチルーム 

・参 加 者 王寺北義務教育学校 生徒会役員６名、 

・参 加 者 王寺南義務教育学校 生徒会役員８名  

・参 加 者 （計１４名） 

・テ ー マ 「みんなが安心して過ごすことができる 

・テ ー マ 居場所づくり」について 

 

テーマ 主な意見の内容 

居場所 

とは 

自宅や学校、友人の家（親しい人がいる場所） 

仲の良い友人や安心できるおとながいる場所 

誰かが見守ってくれて、利用しやすい場所（悩みを聞いてくれる場所など）        

友人と気兼ねなく遊べる場所                                               

フリーＷｉ－Ｆｉがあるネットカフェのような個室で自分の好きなことが出来る場所    

空調の整った静かで落ち着ける場所（寝たり、休憩できる場所）                  

室内で運動ができる場所（無料利用できる、小中学生も利用できるジムなど）      

綺麗な公園（草やごみが多くて、利用しづらい公園もある） 

年齢に関係なく利用できる公園                                            

飲食ができる場所 

みんなが 

安心して 

過ごす 

ことが 

できる 

居場所 

づくり 

王寺町内は居場所が充実していると感じるが、気を遣わずに遊べる場所、飲食スペースが 

あれば、さらに良い居場所になると思う 

自宅に居場所がない子のために自習室や自由に使える空調が整っている場所をつくる 

室内でスポーツができる場所や自由にボール遊びなどが出来る場所をつくる 

年齢に関係なく利用できる、バリアフリーな場所をつくる 

王寺駅周辺に施設が偏っており過ごしにくいので、それ以外にも居場所が欲しい 

カラオケ、スーパー銭湯、フードコート、ゲームセンターなどの施設をつくる 

 

〇意見のまとめ 

・友達と気兼ねなく遊べる公園や小中学生でも体を動かせる室内の遊び場があれば良い。 

・自分の時間を過ごせる静かで、フリーＷｉ－Ｆｉがあり、快適かつ綺麗な場所があれば良い。 

・自分たちでもゴミ拾いや草取りを行ったり、ポイ捨てをしないことで、みんなが過ごしやす

い居場所づくりをしていこうと思う。 

 

３.  こども・若者からの意見聴取 
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若者 

・開催日時 令和６年７月１０（水） １３時～１５時 

・場   所 やわらぎ会館 小会議室１ 

・参 加 者 大和大学白鳳短期大学部学生２名、 

王寺工業高等学校生徒２名、 

        町内在住大学生２名（計６名） 

・テ ー マ ①「結婚・出産・子育て」について 

・テ ー マ ②「つながる居場所づくり」について 

テーマ 主な意見の内容 

① 

結婚・ 

出産・ 

子育て 

経済的に不安があり、結婚に前向きになれない人が多いと思うので、高校・大学への学費支援があれ

ば良い 

離婚などが増えてきており、結婚へのマイナスイメージが強いので、結婚の良さをＰＲする 

王伸やＹｏｕＴｕｂｅでの発信、広報をする                                         

共働きでこどもがいると、一人の時間や友人と過ごす時間が減るため、こどもを預けられる場所があ

ると良い（預ける費用は無料または低費用ならさらに良い）            

こどもの良さを知るために授業などでこどもと触れ合える機会があれば良い        

待機児童の削減やファミサポの充実が重要                              

男性育休の促進（共働き世帯の負担軽減）が重要                    

屋内の公園やプールなどの遊び場を増やしてほしい 

② 

つながる 

居場所 

づくり 

町のクラブチーム、スポーツチームの創設支援 

人と関われるイベントづくり（趣味の雑談会や、集まった人で挑戦できるギネス記録、 

協力が必要なモノづくりイベントなど）                         

多くの人が参加したいと思えるイベントの開催（豪華景品や有名人の参加があるなど） 

夏祭りの開催 

イベント全体の広報の強化                                   

小中学生や高校・大学生などの世代間交流を増やす 

 

〇意見のまとめ 

①経済面への不安から結婚、出産、子育てが難しいと考えている人が多いため、経済面への支

援をしたり、結婚、出産、子育てに対するプラス面を積極的に広報する。   

②たくさんの人が関われる、協力して何かを行うイベントの開催や、そういった場所に訪れる

のが苦手な人向けに共通の趣味や好きなことに限定した催し（オンライン含む）を開催する。 

 

☞ 王寺町こども計画の施策【教育・保育の提供の確保】【多様な保育の整備・拡充】【こどもや子

育て家庭との交流の促進】【男性の家事・子育てへの参画促進】【こども・若者の居場所づくり】

に反映しました。 
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こども 

ポイント１ こどもが安心して過ごすことができる居場所づくり 

 「夕ご飯を無料か安く利用できる場所（こども食堂など）」や「勉強を無料で見て

くれる場所があれば利用してみたい」と答えた方は、それぞれ２８．１％と２９．

７％となっています。 

 

ポイント２ 課題を抱えたこどもやその家庭への多面的な支援づくり 

 将来の進学希望は中学・高校までと答えた方は合わせて１６．１％で、その理由と

して、「早く働く必要があるから」または「家にお金がないと思うから」と答えた方

が一定数います。 

 「家族や親戚のお世話をしたり、仕事を手伝ったりすることで、学校に行けなか

ったり、十分に眠れなかったり、まわりの子より遊ぶ時間や勉強の時間などを減

らさなければならないことがある」と答えた方は８．４％となっています。 

 

若者（未婚・夫婦のみ世帯向け調査を含む） 

ポイント１ 若者の安定的な雇用環境づくり 

 正規社員に比べ、非正規社員などの方は、生活が困難だった経験や将来への希

望、結婚観においてネガティブな傾向となっています。 

 

ポイント２ 多様な価値観を尊重しつつ、結婚・子育てへのイメージアップ 

 将来の結婚観について、４８．２％の方が「結婚したいし、するつもりである」と答

えている一方で、「結婚したいが難しいと考えている」が３２．３％、「結婚したく

ない」が１９．５％で、その理由として３５．６％の方が「経済的に不安だから」と答

えています。 

 未婚・夫婦のみ世帯向け調査では、８７．５％の方が「結婚したらこどもを持った

方が良いと思う」と答えている一方で、１８．２％の方が「こどもはいらない」と答

えています。その理由として、「自分や夫婦の生活を大切にしたいから」や「育児

の心理的・肉体的負担に耐えられないと思うから」と答えた方はそれぞれ５４．

３％となっています。 

 

ポイント２ 地域社会とつながる場づくり 

 自分は、「人との付き合いがないと感じる」が４６．２％、「取り残されていると感

じる」が４５．４％、「他の人たちから孤立していると感じる」が４０．８％となって

います。 

４.  こども・若者と子育て家庭を取り巻く課題 
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子育て世帯（未婚・夫婦のみ世帯向け調査を含む） 

ポイント１ 幼児教育・保育ニーズへの対応 

 平日（月曜日から金曜日）に利用させたい・利用したいと考える施設として、「幼

稚園＋幼稚園の預かり保育」と答えた方は３５．２％と最も多く、次いで「認定こ

ども園」と答えた方は３３．３％となっており、幼児教育・保育に対するニーズは

高くなっています。 

 

ポイント２ 就労していなくても一時的に保育所を利用できる制度には一定のニーズが存在 

 新たに見込み量や確保の方策を設定する「こども誰でも通園制度」について、利

用したいと答えた方は２０．１％であり、一定の利用希望が存在しています。 

 

ポイント３ 子育てにおける経済的負担感の軽減 

 「子育てに出費がかさむ」と答えた方は７１．８％であり、理想的なこども数と現

実的なこども数が異なる理由についても、「子育てや教育にお金がかかりすぎる

から」と答えた方は１８．３％となっています。 

 

ポイント４ 子育てにおける心理的負担感の軽減 

 「子育ての悩みや不安からこどもにつらくあたったことがある」または「あたりそ

うな気持ちになったことがある」と答えた方は合わせて５２．１％となっています

が、そのうち２６．３％の方は人に相談するなどして解消しています。 

 未婚・夫婦のみ世帯向け調査では、「こどもはいらない」と答えた方（１８．２％）の

うち５４．３％の方が、その理由として「育児の心理的、肉体的負担に耐えられな

いと思うから」と答えています。 

 

ポイント５ 仕事と子育てを両立しやすい環境づくり 

 「仕事と子育てで、心身ともに余裕がない」と答えた方は５２．４％となっていま

す。 

 仕事と子育てを両立させる上で大変だと感じることについて、「自分やこどもが

病気・ケガをした時に面倒をみる人がいない」が６０．６％、「こどもと接する時間

が少ない」が４８．２％となっています。 

 

まとめ 

こども・若者が、自分らしく自らの希望に応じてその意欲と能力を活かすことができるよう、

また、こどもを産みたい、育てたいと考える個人の希望が叶えられるよう支援することが必要

です。さらに、子育て当事者が安心して子育てができるよう、ライフステージに応じて切れ目な

く十分に支援することが必要です。  
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第３章 計画の理念と施策の体系 
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本計画は、こども・若者と子育て世帯を対象とした計画であるため、こども・若者については、

幸せに、希望を持ち、健やかに成長することができるよう、子育て世帯については、子育てに

喜びを感じ、安心して子育てができ、『子育ては王寺で』と思っていただけるよう、まちづくり

を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

本計画の策定及び計画の推進にあたり、以下の３つを基本的な視点として定めます。 

 

（１）今を生きるこども・若者の視点 

 

  

育つ環境や一人ひとりの特性にかかわらず、すべてのこども・若者が尊厳を持ち、幸せな 

状態で育つことができるよう取り組みます。 

 

 

（２）こどもを育てる親や家庭の視点 

  

  

親や家庭が感じている心理的・経済的な負担感を緩和し、安心して日々を送ることができ 

るよう、切れ目のない子育て支援に取り組みます。 

 

 

（３）こども・若者を支える地域の視点 

  

  

不安や悩みを抱えたり、困ったりしても、周囲のおとなや地域にサポートされ、問題を解決 

したり、乗り越えることができるよう取り組みます。 

 

 

 

１.  基本理念 

２.  基本的な視点 

すべてのこども・若者が健やかに育ち、安心して子育てができるまち 

すべてのこども・若者が幸せな状態で育つ支援 

親や家庭へのライフステージを通じた切れ目のない子育て支援 

未来を担うこども・若者を地域全体で育む支援 
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本計画では、こども計画を円滑に推進するため、基本理念『すべてのこども・若者が健やかに

育ち、安心して子育てができるまち』に基づき、次の６つを基本目標とします。 

 

（１）すべてのこどもの健やかな成長を支える教育・保育等の体制整備 

王寺町で生まれ育つすべてのこどもが必要とし、希望する教育・保育等を受けることができ

る環境づくりを目指します。 

 

（２）妊娠期からの切れ目のない支援と保健・医療提供体制の充実 

妊娠期から子育て家庭が必要としている相談支援や経済的支援、保健・医療を切れ目なく提

供できる体制づくりを目指します。 

 

（３）すべてのこども・若者の権利を守る安全・安心な環境づくり 

王寺町で育つすべてのこども・若者が、個人として尊重され、心身ともに安全・安心に過ごす

ことができる環境づくりを目指します。 

 

（４）地域と社会によるこども・子育て世帯への支援 

王寺町の未来を担うこども・子育て世帯を地域で見守り、社会全体でこども・子育て世帯を

支える環境づくりを目指します。 

 

（５）困難な状況にあるこども・子育て世帯への支援 

経済的困難等により、こどもの将来が左右されることがないよう、こども・子育て世帯への

支援体制の構築を目指します。 

 

（６）若者が将来に希望を持てるまちづくり 

若者が、就職や結婚などのライフイベントに係る選択を行うことができ、その決定が尊重さ

れる環境づくりを目指します。 

  

３.  基本目標 

すべての 

こども・若者が 

健やかに育ち、 

安心して子育てが 

できるまち 

(1)すべてのこどもの健やかな成長を

支える教育・保育等の体制整備 

(3)すべてのこども・若者の権利を     

守る安全・安心な環境づくり 

 

(4)地域と社会によるこども・子育て

世帯への支援 

(5)困難な状況にあるこども・子育て

世帯への支援 

(6)若者が将来に希望を持てる 

まちづくり 
(2)妊娠期からの切れ目のない支援

と保健・医療提供体制の充実 
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本計画の施策の体系は以下のとおりです。 

 

 

  

 

（１）教育・保育の提供体制の確保 

（２）幼児教育・保育の質の向上 

（３）義務教育学校での質の高い教育の推進 

 

  

 

（１）情報提供・相談支援体制の推進 

（２）経済的負担の軽減 

（３）こども・子育て支援事業の充実 

 
 

  

（１）安全で安心できるまちづくりの推進 

（２）健やかに育つ権利の確保及び 

まちづくりに参画する意識の醸成 

 
 

  

（１）子育てを支えるネットワークづくり 

（２）男性の家事・子育てへの参画促進 

 
 

  

（１）相談支援体制の強化 

（２）こどもに届く生活・学習支援 

（３）生活に困っている家庭への経済的支援 

 
 

 

（１）新婚家庭への経済的支援 

（２）就労支援の推進 

 

 

（４）多様な保育の整備・拡充 

（５）経済的支援の推進 

（４）保健・医療提供体制の確保 

（５）配慮が必要なこどもへの支援 

（３）子育てと仕事の両立支援の推進 

（４）ヤングケアラーへの支援 

（５）児童虐待防止対策の充実 

（3）こどもや子育て家庭との交流の促進 

（３）子育てと仕事の両立支援の推進 

（３）相談支援体制の充実 

（４）こども・若者の居場所づくり 

４.  施策の体系 

【基本理念】すべてのこども・若者が健やかに育ち、安心して子育てができるまち 

基本目標１：すべてのこどもの健やかな成長を支える教育・保育等の体制整備 

基本目標２：妊娠期からの切れ目のない支援と保健・医療提供体制の充実 

基本目標３：すべてのこども・若者の権利を守る安全・安心な環境づくり 

基本目標４：地域と社会によるこども・子育て世帯への支援 

基本目標５：困難な状況にあるこども・子育て世帯への支援 

基本目標６：若者が将来に希望を持てるまちづくり 
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第４章 事業量の見込みと確保の方策 
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本計画において各事業の量の見込みと確保の方策（提供体制の確保の内容及び実施時期）

を定めるにあたり、王寺町の地理的条件、人口、交通事情等を勘案し、計画における各事業の

提供区域は単一区域と設定します。 

 

 

 

 

（１）特定教育・保育事業 

 

①就学前児童の認定区分 

子ども・子育て支援法では、教育・保育の利用を希望する就学前児童について、保護者の就

労状況等により、以下の３つの認定区分があります。 

 

認定区分 認定の内容 

１号 満３歳以上の小学校就学前のこどもであって、２号認定こども以外のもの 

２号 

満３歳以上の小学校就学前のこどもであって、保護者の労働又は疾病その他の

内閣府令で定める事由により、家庭において必要な保育を受けることが困難で

あるもの 

３号 

満３歳未満の小学校就学前のこどもであって、保護者の労働又は疾病その他の

内閣府令で定める事由により、家庭において必要な保育を受けることが困難で

あるもの 

 

 

 

 

 

 

 

  

１． 区域の設定 

２． 量の見込みと確保の方策 
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②特定教育事業の量の見込みと確保の方策 

４月１日時点 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

人口（３～５歳） ７５７人 ７９５人 ７５４人 ７１４人 ６３７人 

利用割合 

（利用人数の人口割合） 
３４．２％ ２９．８％ ２９．０％ ２９．６％ ３６．４％ 

利用状況 

１号 ２１９人 ２１３人 ２０４人 １９６人 ２２０人 

２号 ４０人 ２４人 １５人 １５人 １２人 

合計 ２５９人 ２３７人 ２１９人 ２１１人 ２３２人 

定員数 ６１０人 ６１０人 ４００人 ４００人 ４００人 

確保の内容 ２５９人 ２３７人 ２１９人 ２１１人 ２３２人 

不足量 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

 

４月１日時点 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

人口（３～５歳）        ａ ６０４人 ５６１人 ５２２人 ５１７人 ５２７人 

利用割合 

（利用人数の人口割合）     ｂ 
３１．８％ ３１．８％ ３１．８％ ３１．８％ ３１．８％ 

見込み量 

ｃ （ａ×ｂ） 

１号 １７５人 １６２人 １５１人 １４９人 １５３人 

２号 １７人 １６人 １５人 １５人 １５人 

合計 １９２人 １７８人 １６６人 １６４人 １６８人 

定員数 ４１５人 ４１５人 ４１５人 ４１５人 ４１５人 

確保の内容         ｄ １９２人 １７８人 １６６人 １６４人 １６８人 

  不足量         ｃ－ｄ ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

 

【算出方法】現状の実績をもとに利用人数（見込み量）を算出 

 〇見込み量ｃは「人口ａ」に「利用割合ｂ」を掛けて算出 

・「利用割合ｂ」は過去５年間（Ｒ２年度～Ｒ６年度）の平均利用割合に「人口ａ」を掛けて算出  

 

【確保の方策】 

 現在、町立幼稚園２園（王寺北幼稚園、王寺南幼稚園）等で実施しています。幼稚園の園児数は

減少傾向にあるため、今後も現状の２園において対応します。 
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③特定保育事業の量の見込みと確保の方策 

４月１日時点 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

人口 

３－５歳 ７５７人 ７９５人 ７５４人 ７１４人 ６３７人 

０歳 ２２７人 １８８人 ２０８人 １９０人 １５４人 

１歳 ２２８人 ２２４人 ２２４人 １９６人 １８３人 

２歳 ２７３人 ２２５人 ２２５人 １９６人 １９７人 

合計（０－５歳） １，４８５人 １，４３２人 １，３９０人 １，２９６人 １，１７１人 

利用割合 

（利用人数の 

人口割合） 

２号 ３－５歳 ４８．２％ ４９．２％ ４７．３％ ４８．０％ ５０．７％ 

３号 

０歳 ３１．３％ ３３．５％ ３２．２％ ３２．６％ ３６．４％ 

１歳 ４４．３％ ４１．５％ ４２．０％ ４８．０％ ４６．４％ 

２歳 ４３．６％ ５１．１％ ５３．１％ ５５．６％ ５４．８％ 

合計（０－５歳） ４４．２％ ４６．２％ ４５．３％ ４６．９％ ４８．８％ 

利用状況 

２号 ３－５歳 ３６５人 ３９１人 ３５７人 ３４３人 ３２３人 

３号 

０歳 ７１人 ６３人 ６７人 ６２人 ５６人 

１歳 １０１人 ９３人 ８４人 ９４人 ８５人 

２歳 １１９人 １１５人 １２１人 １０９人 １０８人 

合計（０－５歳） ６１８人 ６５６人 ６６２人 ６２９人 ５７２人 

定員数 

２号 ３－５歳 ２７０人 ２７０人 ２７０人 ２７０人 ２７０人 

３号 

０歳 ７５人 ７８人 ７８人 ７８人 ７８人 

１歳 ８５人 ９３人 ９３人 ９３人 ９３人 

２歳 ９５人 １０３人 １０３人 １０３人 １０３人 

合計（０－５歳） ５２５人 ５４４人 ５４４人 ５４４人 ５４４人 

確保の内容 

２号 ３－５歳 ３６５人 ３９１人 ３５７人 ３４３人 ３２３人 

３号 

０歳 ７１人 ６３人 ６７人 ６２人 ５６人 

１歳 １０１人 ９３人 ８４人 ９４人 ８５人 

２歳 １１９人 １１５人 １２１人 １０９人 １０８人 

合計（０－５歳） ６１８人 ６５６人 ６６２人 ６２９人 ５７２人 

不足量 

２号 ３－５歳 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

３号 

０歳 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

１歳 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

２歳 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

合計（０－５歳） ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 
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４月１日時点 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

人口 

ａ 

３－５歳 ６０４人 ５６１人 ５２２人 ５１７人 ５２７人 

０歳 １９４人 １９４人 １９４人 １９４人 １９４人 

１歳 １５３人 １９２人 １９２人 １９２人 １９２人 

２歳 １８２人 １５３人 １９２人 １９２人 １９２人 

合計（０－５歳） １，１３３人 １，１００人 １，１００人 １，０９５人 １，１０５人 

利用割合 

（利用人数の 

人口割合） 

ｂ 

２号 ３－５歳 ５１．８％ ５２．９％ ５４．０％ ５５．１％ ５６．２％ 

３号 

０歳 ３７．５％ ３８．６％ ３９．７％ ４０．８％ ４１．９％ 

１歳 ４７．５％ ４８．６％ ４９．７％ ５０．８％ ５１．９％ 

２歳 ５５．９％ ５７．０％ ５８．１％ ５９．２％ ６０．３％ 

合計（０－５歳） ４９．４％ ５０．５％ ５１．５％ ５２．６％ ５３．７％ 

見込み量 

ｃ（ａ×ｂ） 

２号 ３－５歳 ３１３人 ２９７人 ２８２人 ２８５人 ２９６人 

３号 

０歳 ７３人 ７５人 ７７人 ７９人 ８１人 

１歳 ７２人 ９４人 ９６人 ９８人 １００人 

２歳 １０２人 ８９人 １１２人 １１４人 １１６人 

合計（０－５歳） ５６０人 ５５５人 ５６７人 ５７６人 ５９３人 

定員数 

２号 ３－５歳 ３１５人 ３１５人 ３１５人 ３１５人 ３１５人 

３号 

０歳 ８４人 ８４人 ８４人 ８４人 ８４人 

１歳 １０３人 １０３人 １０３人 １０３人 １０３人 

２歳 １１７人 １１７人 １１７人 １１７人 １１７人 

合計（０－５歳） ６１９人 ６１９人 ６１９人 ６１９人 ６１９人 

確保の内容 

ｄ 

２号 ３－５歳 ３１３人 ２９７人 ２８２人 ２８５人 ２９６人 

３号 

０歳 ７３人 ７５人 ７７人 ７９人 ８１人 

１歳 ７２人 ９４人 ９６人 ９８人 １００人 

２歳 １０２人 ８９人 １１２人 １１４人 １１６人 

合計（０－５歳） ５６０人 ５５５人 ５６７人 ５７６人 ５９３人 

不足量 

ｃ－ｄ 

２号 ３－５歳 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

３号 

０歳 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

１歳 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

２歳 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

合計（０－５歳） ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 
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【算出方法】現状の実績をもとに利用人数（見込み量）を算出 

 〇見込み量ｃは「人口ａ」に「利用割合ｂ」を掛けて算出 

 

【確保の方策】 

現在、町内の私立保育所１園２施設、認定こども園１園及び小規模保育所１園で実施していま

す。 

令和６年度より、保育士の不足によって待機児童を発生させないため、新たな保育士の処遇

改善を実施し、令和７年４月には民間による認定こども園の開園を予定しています。 
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（２）地域子ども・子育て支援事業 

子ども・子育て支援法において、以下の事業が「地域子ども・子育て支援事業」として位

置付けられています。 

 

①地域子ども・子育て支援事業の概要 

事業 事業の内容 

１． 時間外保育事業 

 （延長保育） 

保育認定を受けたこどもについて、通常の利用日及び利用時間帯以外の日 

及び時間において、保育所等で引き続き保育を実施する事業 

２．放課後児童健全育成事業 

（放課後児童クラブ） 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、

授業の終了後等に小学校の余裕教室等を利用して適切な遊び及び生活の場

を与えて、その健全な育成を図る事業 

３．子育て短期支援事業 

（ショートステイ） 

母子家庭等が安心して子育てしながら働くことができる環境を整備する 

ため、一定の事由により児童の養育が一時的に困難となった場合に、児童を

児童養護施設等で預かる短期入所生活援助事業 

※ほかに「夜間養護等事業（トワイライトステイ事業）」がある 

４．地域子育て支援拠点事業 家庭や地域における子育て機能の低下や、子育て中の親の孤独感や負担感

の増大等に対応するため、地域の子育て中の親子の交流促進や育児相談等

を行う事業 

５．一時預かり事業 家庭において一時的に保育を受けることが困難になった乳幼児について、 

幼稚園や保育所等で一時的に預かり、必要な保護を行う事業 

６．病児保育事業 病気の児童について、病院・保育所等に付設された専用スペース等に 

おいて、看護師等が一時的に保育等を行う事業 

７．子育て援助活動支援事業 

（ファミリー・サポート・ 

センター事業） 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者や主婦等を会員とし、

児童の預かり等の援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを

希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整等を行う事業 

８．利用者支援事業 こどもや保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等

の利用について情報提供を行うとともに、それらの利用に当たっての相談に

応じ、必要な助言を行い、関係機関等との連絡、調整等を実施する事業 

９．妊婦健康診査事業 妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、 

健康状態の把握や保健指導等を実施するとともに、妊娠期間中の適時に 

必要に応じた医学的検査を実施する事業 

１０．乳児家庭全戸訪問事業 生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する 

情報提供や養育環境等の把握や助言を行う事業 

１１．養育支援訪問事業 乳児家庭全戸訪問事業などにより把握した、保護者の養育を支援することが

特に必要と判断される家庭に対して、保健師・助産師・保育士等が居宅を 

訪問し、養育に関する指導や助言を適切に行い、家庭の適切な養育の実施を

図る事業 

１２．子育て世帯訪問支援事業 

【新規事業】 

家事・子育て等に対して不安・負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケア

ラー等がいる家庭の居宅を、訪問支援員が訪問し、不安や悩みを傾聴すると

ともに家事・子育て等の支援を実施することにより、家庭や養育環境を整え、

虐待リスク等の高まりを未然に防ぐ事業 
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事業 事業の内容 

１３．児童育成支援拠点事業  

【新規事業】 

虐待を防止し、児童の最善の利益の保障と健全な育成を図るため、養育

環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、 

居場所となる場を開設し、生活習慣の形成や学習のサポート等を行うと

ともに個々の児童の状況に応じた支援を包括的に提供する事業 

１４．親子関係形成支援事業  

【新規事業】 

子育てに悩みや不安を抱えた保護者が、親子の関係性や児童との関わ

り方等の知識や方法を身につけるため、保護者同士が相互に悩みや不

安を相談・共有し、情報の交換ができる場を設ける事業 

１５．妊婦等包括相談支援事業 

【新規事業】 

妊娠期から子育て期までの切れ目のない伴走型支援の充実を図るため

に、主に妊婦・その配偶者等に対して、面談等により情報提供や相談等

を行う事業 

１６．乳児等通園支援事業 

（こども誰でも通園制度） 

【新規事業】 

満３歳未満の保育所等を利用していないこどもを対象に、月一定時間ま

での利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用で

きる新たな通園給付事業 

１７．産後ケア事業 

【新規事業】 

産後も安心して子育てができる支援体制の確保を図るために、産後に

心身の不調や育児不安等を抱える母親とそのこどもを対象に、母親の

心身のケアや育児サポートをする事業 

以下、量の見込みを伴わない事業  

１８．子どもを守る  

地域ネットワーク機能強化事業  

要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強

化を図るため、調整機関職員やネットワーク構成員（関係機関等）の専門

性強化と、地域ネットワーク構成員の連携強化を図る事業  

１９．実費徴収に係る補足給付を  

行う事業  

幼稚園や保育所等に通う低所得世帯を対象に、給食に関する費用や日

用品・文房具等の購入に要する費用等の一部を補助 

２０．多様な事業者の 

参入促進・能力活用事業 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究

その他多様な事業者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置 

又は運営を促進するための事業  

 

 

 

  



44 

 

②各事業の見込み量と確保の方策 

 

１．時間外保育事業【延長保育】（０～５歳） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

人口（０～５歳） １，４８５人 １，４３２人 １，３９０人 １，２９６人 １，１７１人 

延利用人数の人口割合 １１．６％ １２．４％ １３．１％ １２．１％ １３．４％ 

利用状況 

（延利用人数（年間）） 
１７３人 １７８人 １８２人 １５７人 １５７人 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

人口（０～５歳）     ａ １，１３３人 １，１００人 １，１００人 １，０９５人 １，１０５人 

延利用人数の人口割合   ｂ １３．９％ １４．４％ １４．９％ １５．４％ １５．９％ 

見込み量 

（延利用人数（年間））ｃ（ａ×ｂ） 
１５７人 １５８人 １６４人 １６９人 １７６人 

確保の内容      ｄ １５７人 １５８人 １６４人 １６９人 １７６人 

不足量     ｃ－ｄ ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

 

【算出方法】 現状の実績をもとに利用人数（見込み量）を算出 

 

〇見込み量は「人口ａ」に「延利用人数の人口割合ｂ」を掛けて算出 

・「延利用人数の人口割合ｂ」は増加傾向にあるが、長時間労働の是正や働き方改革の推進に

より延長保育の利用者減少も考えられる。しかし今後も、第２子目に係る保育料全額減免の実

施や女性の社会進出の増加により、利用者が増えていくことが考えられることから、「延利用

人数の人口割合ｂ」を０．５％ずつ伸ばす 

・令和２年度から令和６年度までの人口割合の伸び率（平均値〔０．５％〕）を使用 

 

【確保の方策】 

現在、黎明保育園と片岡の里こども園において「延長保育事業」として実施しています。 

今後５年間の見込み量は増加するものの、過去５年間の実績の最大値内であることから、 

今後も現状の２園の事業において対応します。 
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２．放課後児童健全育成事業【放課後児童クラブ】（小学１年生～小学６年生） 

 

 

  

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

人口 

１年生 ２６８人 ２４０人 ２７４人 ２５２人 ２６７人 

２年生 ２６７人 ２７０人 ２４０人 ２７７人 ２５４人 

３年生 ２６３人 ２６６人 ２７１人 ２４３人 ２８１人 

４年生 ２１９人 ２５６人 ２６７人 ２７２人 ２４６人 

５年生 ２１３人 ２１７人 ２５５人 ２６９人 ２７５人 

６年生 ２００人 ２１５人 ２１８人 ２５８人 ２６９人 

合 計 １，４３０人 １，４６４人 １，５２５人 １，５７１人 １，５９２人 

利用割合 

（利用人数の 

人口割合） 

１年生 ５６．３％ ５６．７％ ４８．９％ ５１．２％ ５０．２％ 

２年生 ５８．１％ ５４．８％ ６６．３％ ５１．３％ ５３．５％ 

３年生 ３８．８％ ３５．３％ ３９．９％ ５３．１％ ４３．４％ 

４年生 ４０．２％ ３３．２％ ２７．３％ ２７．６％ ４１．５％ 

５年生 ３０．５％ ２５．３％ ２２．０％ １７．１％ ２５．５％ 

６年生 ２１．０％ １４．９％ １０．６％ ７．４％ １２．６％ 

合 計 ４２．２％ ３７．６％ ３６．３％ ３４．４％ ３７．６％ 

利用状況（年間） 

１年生 １５１人 １３６人 １３４人 １２９人 １３４人 

２年生 １５５人 １４８人 １５９人 １４２人 １３６人 

３年生 １０２人 ９４人 １０８人 １２９人 １２２人 

４年生 ８８人 ８５人 ７３人 ７５人 １０２人 

５年生 ６５人 ５５人 ５６人 ４６人 ７０人 

６年生 ４２人 ３２人 ２３人 １９人 ３４人 

合 計 ６０３人 ５５０人 ５５３人 ５４０人 ５９８人 

【※内訳】 

利用状況（年間） 

町営学童保育 ３３２人 ３４５人 ３２７人 ２９０人 ３４２人 

 部屋数 ６部屋 ６部屋 ７部屋 ７部屋 ７部屋 

民間学童保育 ２７１人 ２０５人 ２２６人 ２５０人 ２５６人 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

人口 

ａ 

１年生 ２２７人 ２２２人 １８９人 １９４人 １７８人 

２年生 ２６９人 ２２９人 ２２４人 １９０人 １９６人 

３年生 ２５６人 ２７２人 ２３１人 ２２６人 １９２人 

４年生 ２８３人 ２５８人 ２７４人 ２３３人 ２２８人 

５年生 ２４８人 ２８５人 ２６０人 ２７６人 ２３５人 

６年生 ２７６人 ２４９人 ２８６人 ２６１人 ２７７人 

合 計 １，５５９人 １，５１５人 １，４６４人 １，３８０人 １，３０６人 

利用割合 

（利用人数の 

人口割合） 

ｂ 

１年生 ５２．７％ ５２．７％ ５２．７％ ５２．７％ ５２．７％ 

２年生 ５６．８％ ５６．８％ ５６．８％ ５６．８％ ５６．８％ 

３年生 ４２．１％ ４２．１％ ４２．１％ ４２．１％ ４２．１％ 

４年生 ３４．０％ ３４．０％ ３４．０％ ３４．０％ ３４．０％ 

５年生 ２４．１％ ２４．１％ ２４．１％ ２４．１％ ２４．１％ 

６年生 １３．３％ １３．３％ １３．３％ １３．３％ １３．３％ 

合 計 ３６．８％ ３６．４％ ３５．４％ ３５．２％ ３５．１％ 

見込み量（年間） 

ｃ（ａ×ｂ） 

１年生 １２０人 １１７人 １００人 １０２人 ９４人 

２年生 １５３人 １３０人 １２７人 １０８人 １１１人 

３年生 １０８人 １１５人 ９７人 ９５人 ８１人 

４年生 ９６人 ８８人 ９３人 ７９人 ７８人 

５年生 ６０人 ６９人 ６３人 ６７人 ５７人 

６年生 ３７人 ３３人 ３８人 ３５人 ３７人 

合 計 ５７４人 ５５２人 ５１８人 ４８６人 ４５８人 

【※内訳】 

見込み量（年間） 

町営学童保育 ３３０人 ３１７人 ２９８人 ２７９人 ２６３人 

 部屋数 ７部屋 ７部屋 ７部屋 ７部屋 ７部屋 

民間学童保育 ２４４人 ２３５人 ２２０人 ２０７人 １９５人 

確保の内容      ｄ ５７４人 ５５２人 ５１８人 ４８６人 ４５８人 

不足量       ｃ－ｄ ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 
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【算出方法】 現状の実績をもとに利用人数（見込み量）を算出 

〇見込み量は「人口ａ」に「利用割合ｂ」を掛けて算出 

・令和７年度から令和１１年度の「利用割合ｂ」は、新型コロナウイルスの影響による利用者の 

減少はないことから、各学年の令和２年度から令和６年度までの利用割合の平均値を使用 

 

【確保の方策】 

現在、町内の２義務教育学校、社会福祉法人和光会の「元気クラブ」と「片岡の里こども園附

属学童保育所」において、全学年（１年生～６年生）を対象に実施しています。 

今後、緩やかに利用人数の減少が見込まれますが、「元気クラブ」や「片岡の里こども園附属 

学童保育所」とも連携し、安定的な運営を確保します。 

 

３．子育て短期支援事業【ショートステイ】（０～５歳） 

 

 

【算出方法】 利用実績がないため、前計画（第２期計画）の見込み量と同数 

 

〇ニーズ調査の項目「短期入所生活援助事業（ショートステイ）の利用希望」で「利用したい」を

選択した割合〔１１．９％〕であるが、実績がないことから、前計画と同数を見込む 

 

【確保の方策】 

斑鳩町の児童養護施設「いかるが園」と里親への委託により提供体制を確保していますが、 

今後、年間１０人日の利用が想定されるため、児童養護施設「いかるが園」と里親への委託を継

続することで、必要量を確保します。 

  

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用状況 

（延利用者数（年間）） 
０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 

施設数 １施設 １施設 １施設 １施設 １施設 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

見込み量 

（延利用者数（年間））    ａ 
１０人日 １０人日 １０人日 １０人日 １０人日 

施設数 １施設 １施設 １施設 １施設 １施設 

確保の内容       ｂ １０人日 １０人日 １０人日 １０人日 １０人日 

不足量       ａ－ｂ ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 
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４．地域子育て支援拠点事業（０～２歳） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

人口（０～２歳） ７２８人 ６３７人 ６３６人 ５８２人 ５３４人 

利用人数の人口割合 

（１回あたり） 
１．８％ ２．４％ ２．２％ ３．４％ ３．２％ 

実施回数（年間） ５４１回 ４５０回 ４５４回 ６０２回 ７１６回 

利用人数（１回あたり） １３人 １５人 １４人 ２０人 １７人 

利用状況 

（延利用回数（年間）） 
６，８８９人回 ６，８８５人回 ６，４１２人回 １１，８６１人回 １１，９１６人回 

か所数 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

人口（０～２歳）    ａ ５２９人 ５３９人 ５７８人 ５７８人 ５７８人 

利用人数の人口割合    

（１回あたり）      ｂ 
３．４％ ３．４％ ３．４％ ３．４％ ３．４％ 

実施回数（年間）    ｃ ６０２回 ６０２回 ６０２回 ６０２回 ６０２回 

利用人数（１回あたり） 

ｄ（ａ×ｂ） 
１８人 １８人 ２０人 ２０人 ２０人 

見込み量 

（延利用回数（年間）） 

ｅ（ｃ×ｄ） 

１０，８３６人回 １０，８３６人回 １２，０４０人回 １２，０４０人回 １２，０４０人回 

か所数 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 

確保の内容       ｆ １０，８３６人回 １０，８３６人回 １２，０４０人回 １２，０４０人回 １２，０４０人回 

不足量        ｅ－ｆ ０人回 ０人回 ０人回 ０人回 ０人回 

 

【算出方法】 現状の実績をもとに利用人数（見込み量）を算出 

※町内３拠点の面積では１回あたり６０組の親子の利用が可能（１組の親子の利用スペースとし

ては３．８㎡が必要） 

 

〇見込み量は「利用人数ｄ」に「実施回数ｃ」を掛けて算出 

・「実施回数ｃ」及び「利用人数の人口割合ｂ」は、令和２年度から令和４年度までは新型コロナウ

イルスの影響で、利用制限を実施したことにより利用者が大幅に減少したことから、令和５年

度の数値〔６０２回、３．４％〕を使用 

・「利用人数ｄ」は、各年の「人口ａ」に「利用人数の人口割合ｂ」を掛けて算出 

 

【確保の方策】 

保健センター内の「すくすく広場」、いずみスクエア内の「わくわく広場」、文化福祉センター内

の「どんぐり」の町内３か所で実施体制を確保しています。今後も引き続き利用促進を図り、地

域やサークル活動を通じた交流機会の場を提供することで、安心して子育てができる環境づく

りを推進するとともに、こどもの発達に応じた環境改善に努めます。 
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５－１．一時預かり事業【町立幼稚園における在園児を対象とした預かり保育事業】（３～５歳） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

園児数 

（実績） 

１号 ２１７人 ２０８人 １８５人 １７２人 １３８人 

２号 ４０人 ２４人 １５人 １５人 １２人 

合計 ２５７人 ２３２人 ２００人 １８７人 １５０人 

利用人数 

（１日あたり） 

１号 
利用割合 ５人 ７人 ８人 ８人 ６人  

人数 ２．３％ ３．４％ ４．３％ ４．７％ ４．５％  

２号 
利用割合 ７人 ５人 ４人 ４人 ３人  

人数 １７．５％ ２０．８％ ２６．７％ ２６．７％ ２６．７％  

合計 １２人 １２人 １２人 １２人 ９人  

実施日数（年間） ５４１日 ５７５日 ３８３日 ３８５日 ３９３日  

利用状況 

（延利用日数 

（年間）） 

１号 ２，５３６人 ４，１１０人 ２，９９６人 ３，２６９人 ２，３５８人  

２号 ４，０５４人 ２，７１４人 １，３７１人 １，５９２人 １，１７９人  

合計 ６，５９０人 ６，８２４人 ４，３６７人 ４，８６１人 ３，５３７人  

※１号：保育の必要性がない児童  ※２号：保育の必要性がある児童 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

園児数 

（見込み） 

１号    ａ １７５人 １６２人 １５１人 １５０人 １５３人 

２号    ｂ １７人 １６人 １５人 １５人 １５人 

合計 １９２人 １７８人 １６６人 １６５人 １６８人 

利用人数 

（１日あたり） 

１号 
利用割合 ｃ ４．５％ ４．５％ ４．５％ ４．５％ ４．５％ 

人数 ｄ（ａ×ｃ） ８人 ７人 ７人 ７人 ７人 

２号 
利用割合 ｅ ２６．７％ ２６．７％ ２６．７％ ２６．７％ ２６．７％ 

人数 ｆ（ｂ×ｅ） ５人 ４人 ４人 ４人 ４人 

合計 １３人 １１人 １１人 １１人 １１人 

実施日数（年間）      ｇ ４０４日 ４０８日 ４１２日 ４１６日 ４２０日 

見込み量 

（延利用日数 

（年間）） 

１号ｈ （ｄ×ｇ） ３，２３２人 ２，８５６人 ２，８８４人 ２，９１２人 ２，９４０人 

２号ｉ （ｆ×ｇ） ２，０２０人 １，６３２人 １，６４８人 １，６６４人 １，６８４人 

合計 ｊ（ｈ＋ｉ） ５，２５２人 ４，４８８人 ４，５３２人 ４，５７６人 ４，６２４人 

確保の内容       ｋ ５，２５２人 ４，４８８人 ４，５３２人 ４，５７６人 ４，６２０人 

不足量        ｊ－ｋ ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 
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【算出方法】 現状の実績をもとに利用人数（見込み量）を算出                 

 

〇見込み量は、「実施日数ｇ」に「利用人数ｄ・ｆ」を掛けて算出 

・「利用人数ｄ・ｆ」は、「利用人数の利用割合ｃ・ｅ」を各年の「園児数ａ・ｂ」に掛けて算出  

・「利用人数の利用割合ｃ・ｅ」は、令和４年度から町立幼稚園を２園に再編したことから、令和４

年度と令和５年度の平均値〔１号：４．５％、２号２６．７％〕を使用 

 

【確保の方策】 

一時預かり事業のうち、町立幼稚園の在園児を対象とするものについては、町立２園（王寺

北幼稚園・王寺南幼稚園）で事業を行っており、夏休み等の長期休業中も含め、１７時まで実施

しています。今後、保護者の利便性を考慮し、預かり時間の延長等を検討します。 
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５－２．一時預かり事業【保育所等の一時預かり事業】（０～５歳） 

 

 

【算出方法】 現状の実績をもとに利用人数（見込み量）を算出 

 

〇見込み量は「実施日数ｃ」に「利用人数ｄ」を掛けて算出 

・「実施日数ｃ」は３６５日〔毎日〕 

・「利用人数ｄ」は、各年の「人口ａ」に、「利用人数の人口割合ｂ〔０．６３％※〕」を掛けて算出  

※「利用人数の人口割合ｂ」は、令和２年度から令和４年度までは、新型コロナウイルスの影響

により利用者数が大幅に減少しているため、令和５年度の数値〔０．６３％〕を使用 

 

【確保の方策】 

一時預かり事業のうち、幼稚園の在園児を対象とするもの以外については、現在、黎明保育

園分園において実施しています。今後も現状の事業において必要量を確保します。 

  

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

人口（０～５歳） １，４８５人 １，４３２人 １，３９０人 １，２９６人 １，１７１人 

利用人数の人口割合 

（１日あたり） 
０．３３％ ０．４１％ ０．４６％ ０．６３％ ０．５５％  

実施日数（年間） ２７４日 ３６５日 ３６５日 ３６５日 ３６５日  

利用人数（１日あたり） ５人（４．９人） ６人（５．８人） ６人（６．４人） ８人（８．１人） ６人（６．４人）  

利用状況 

（延利用日数（年間）） 
１，３３９人日 ２，１１３人日 ２，３４６人日 ２，９７１人日 ２，３３３人日 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

人口（０～５歳）    ａ １，１３３人 １，１００人 １，１００人 １，０９５人 １，１０５人 

利用人数の人口割合 

（１日あたり）     ｂ 
０．６３％ ０．６３％ ０．６３％ ０．６３％ ０．６３％ 

実施日数（年間）     ｃ ３６５日 ３６５日 ３６５日 ３６５日 ３６５日 

利用人数（１日あたり） 

ｄ（ａ×ｂ） 
７人（７．１人） ７人（６．９人） ７人（６．９人） ７人（６．９人） ７人（７．０人） 

見込み量 

（延利用日数（年間）） 

ｅ（ｃ×ｄ） 

２，５９２人日 ２，５１９人日 ２，５１９人日 ２，５１９日 ２，５５５人日 

確保の内容      ｆ ２，５９２人日 ２，５１９人日 ２，５１９人日 ２，５１９日 ２，５５５人日 

不足量      ｅ－ｆ ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 
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６．病児保育事業（０～５歳） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

人口（０～５歳） １，４８５人 １，４３２人 １，３９０人 １，２９６人 １，１７１人 

病

児 

対

応

型 

西和地域

病児保育 

利用割合 １．７％ ３．６％ ５．３％ ２．５％ ４．１％ 

利用状況（年間） ２５人日 ５１人日 ７３人日 ３３人日 ４８人日 

土庫病院 

病児保育 

利用割合 ０．３％ ０．３％ ０．９％ ０．５％ ０．５％ 

利用状況（年間） ５人日 ４人日 １３人日 ６人日 ６人日 

体調不良児 

対応型 

（片岡の里 

こども園） 

利用割合 １２．９％ ２２．９％ ２１．５％ ３７．３％ ３９．１％ 

利用状況（年間） １９１人日 ３２８人日 ２９９人日 ４８４人日 ４５８人日 

利用状況（年間） ２２１人日 ３８３人日 ３８５人日 ５２３人日 ５１２人日 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

人口（０～５歳）        ａ １，１３３人 １，１００人 １，１００人 １，０９５人 １，１０５人 

病

児 

対

応

型 

西和地域

病児保育 

利用割合  ｂ ３．３％ ３．３％ ３．３％ ３．３％ ３．３％ 

見込み量（年間） 

ｂ’（ａ×ｂ） 
３７人日 ３６人日 ３６人日 ３６人日 ３６人日 

土庫病院 

病児保育 

利用割合  ｃ ０．５％ ０．５％ ０．５％ ０．５％ ０．５％ 

見込み量（年間） 

ｃ’（ａ×ｃ） 
６人日 ６人日 ６人日 ５人日 ６人日 

体調不良児 

対応型 

（片岡の里 

こども園） 

利用割合  ｄ ３８．２％ ３８．２％ ３８．２％ ３８．２％ ３８．２％ 

見込み量（年間） 

ｄ’（ａ×ｄ） 
４３３人日 ４２０人日 ４２０人日 ４１８人日 ４２２人日 

見込み量（年間）ｅ（ｂ’＋ｃ’＋ｄ’） ４７６人日 ４６２人日 ４６２人日 ４５９人日 ４６４人日 

確保の内容         ｆ ４７６人日 ４６２人日 ４６２人日 ４５９人日 ４６４人日 

不足量         ｅ－ｆ ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 
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【算出方法】 現状の実績をもとに利用人数（見込み量）を算出 

〇病児対応型  

・西和地域病児保育：「人口ａ」に「利用割合ｂ※」を掛けて算出 

※「利用割合ｂ〔３．３％〕」は、令和２年度から令和５年度までの平均値を使用 

・土庫病院病児保育：「人口ａ」に「利用割合ｃ※」を掛けて算出 

※「利用割合ｃ〔０．５％〕」は、令和２年度から令和５年度までの平均値を使用 

〇体調不良児対応型（片岡の里こども園）：「人口ａ」に「利用割合ｄ※」を掛けて算出 

※「利用割合ｄ〔３８．２％〕」は、新型コロナウイルスの影響による利用者の減少を勘案し、令和

５年度と令和６年度の平均値を使用 

 

【確保の方策】 

病児対応型病児保育事業については、西和５町による連携協約により運営している西和地

域病児保育施設「いちごルーム」と大和高田市の土庫病院（委託）、生駒市の阪奈中央病院で実

施しています。病後児対応型病児保育事業については、田原本町の阪手保育園（委託）で、また

体調不良児対応型病児保育事業については、片岡の里こども園で実施しています。 

今後、仕事と育児の両立、利便性を向上させるため、新たな病児保育施設の委託先の拡大

を図ります。 
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７．子育て援助活動支援事業【ファミリー・サポート・センター事業】（０歳～１１歳） 

 

 

  

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用状況 

（年間） 

未就学児 ３２人日 ２８人日 ５９人日 ４０人日 ６人日 

人口（０～５歳） １，４８５人 １，４３２人 １，３９０人 １，２９６人 １，１７１人 

利用割合 ２．２％ ２．０％ ４．２％ ３．１％ ０．５％ 

低学年 ０人日 ５人日 ２６人日 ２人日 ０人日 

人口（６～８歳） ７９８人 ７７６人 ７８５人 ７７２人 ８０２人 

利用割合 ０％ ０．６％ ３．３％ ０．３％ ０％ 

高学年 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 

人口（９～１１歳） ６３２人 ６８８人 ７４０人 ７９９人 ７９０人 

利用割合 ０％ ０％ ０％ ０％ ０％ 

利用状況（合計） 

（未就学児＋低学年＋高学年） 
３２人日 ３３人日 ８５人日 ４２人日 ６人日 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

見込み量 

（年間） 

未就学児  ａ×ｂ ３３人日 ３２人日 ３２人日 ３２人日 ３２人日 

人口（０～５歳）ａ １，１３３人 １，１００人 １，１００人 １，０９５人 １，１０５人 

利用割合   ｂ ２．９％ ２．９％ ２．９％ ２．９％ ２．９％ 

低学年  ｃ×ｄ ８人日 ８人日 ７人日 ７人日 ６人日 

人口（６～８歳）ｃ ７５２人 ７２３人 ６４４人 ６１０人 ５６６人 

利用割合   ｄ １．１％ １．１％ １．１％ １．１％ １．１％ 

高学年  ｅ×ｆ ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 

人口（９～１１歳）ｅ ８０７人 ７９２人 ８２０人 ７７０人 ７４０人 

利用割合   ｆ ０％ ０％ ０％ ０％ ０％ 

見込み量（合計）    ｇ 

（未就学児＋低学年＋高学年） 
４１人日 ４０人日 ３９人日 ３９人日 ３８人日 

確保の内容      ｈ ４１人日 ４０人日 ３９人日 ３９人日 ３８人日 

不足量      ｇ－ｈ ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 
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【算出方法】現状の実績をもとに利用人数（見込み量）を算出 

〇見込み量はそれぞれ「人口ａ・ｃ・ｅ」に「利用割合ｂ・ｄ・ｆ」を掛けて算出 

・「利用割合ｂ・ｄ・ｆ」は、令和２年度から令和５年度までの平均値〔２．９％、１．１％、０％〕を使用 

 

【確保の方策】 

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）については、令和２年度より

事業を開始し、令和５年４月からは、きょうだいの同時利用を可能としています。 

今後、継続的な運営に向けて、提供会員数を増やすなど、より利用しやすいサービスとなる

よう努めます。 

 

 

８．利用者支援事業 

【保健センター型】 

Ｒ６～【こども家庭センター型】 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用状況 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

 

【こども家庭センター型】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

見込み量    ａ １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

確保の内容        ｂ １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

不足量        ａ－ｂ ０か所 ０か所 ０か所 ０か所 ０か所 

 

【算出方法】 

〇本事業では、実施箇所数を見込むもので、見込み量は、現状の１か所を見込む 

 

【確保の方策】 

こども家庭センターにおいて「利用者支援事業」を実施しています。今後も妊娠・出産期から

育児期まで切れ目のない支援を継続し、保健師等の専門職への相談をきっかけとして産後ケ

アをはじめとした、保護者が必要としている支援につなぐことができる体制を継続します。 
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９．妊婦健康診査事業 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

人口（０歳） １８８人 ２０８人 １９０人 １５４人 １９４人 

妊婦期間が２か年にわたる 

妊婦の割合 
７７．７％ ６３．５％ ５２．６％ ５８．４％ ５３．６％  

妊婦期間が２か年にわたる 

妊婦の人数 
１４６人 １３２人 １００人 ９０人 １０４人  

利用状況（年間） ３３４人 ３４０人 ２９０人 ２４４人 ２９８人 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

人口（０歳）      ａ １９４人 １９４人 １９４人 １９４人 １９４人 

妊婦期間が２か年にわたる 

妊婦の割合      ｂ 
６３．１％ ６３．１％ ６３．１％ ６３．１％ ６３．１％ 

妊婦期間が２か年にわたる 

妊婦の人数  ｃ（ａ×ｂ） 
１２２人 １２２人 １２２人 １２２人 １２２人 

見込み量（年間）ｄ（ａ＋ｃ） ３１６人 ３１６人 ３１６人 ３１６人 ３１６人 

確保の内容      ｅ ３１６人 ３１６人 ３１６人 ３１６人 ３１６人 

不足量      ｄ－ｅ ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

 

【算出方法】 現状の実績をもとに算出 ≪全対象者に実施≫  

〇見込み量は「人口ａ」に「妊婦期間が２か年にわたる妊婦の人数ｃ」を足して算出 

・「妊婦期間が２か年にわたる妊婦の割合ｂ」は、令和２年度から令和５年度までの平均値〔６３．

１％〕を使用 

・妊婦健康診査は新生児が生まれる前年に受診するため、「人口ａ」は、該当年の次の年度を使用 

（※令和７年度は令和８年度の０歳人口を使用） 

・「妊婦期間が２か年にわたる妊婦の人数ｃ」は、国の算出基準により、妊婦期間が２か年にまた

がる両方の年にカウント 

・「妊婦期間が２か年にわたる妊婦の割合ｂ」は、その年度中に妊婦健診を受診する人のうち、

その前後の年にも妊婦健診を受診する人の割合 

 

【確保の方策】 

現在、母子保健事業として実施しています。引き続き、妊婦の健康の保持及び増進を図るた

め、定期受診の確認を行い、健康状態の把握や保健指導等を実施するとともに、安心して出

産・子育てができるよう必要に応じて医療機関との連携を図ります。 
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１０．乳児家庭全戸訪問事業（０歳） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用状況（年間） ２２７人 １８８人 ２０８人 １８９人 １４３人 

訪問率 １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

見込み量（年間）     ａ １９４人 １９４人 １９４人 １９４人 １９４人 

訪問率 １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ 

確保の内容      ｂ １９４人 １９４人 １９４人 １９４人 １９４人 

不足量      ａ－ｂ ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

 

【算出方法】全対象者を見込む。（見込み量は、当該年の０歳児の推計人口を見込む） 

【確保の方策】 

赤ちゃん誕生おめでとう訪問事業として、生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を民生

児童委員・主任児童委員が訪問し、子育てに関する情報提供や養育環境等の把握を行い、地域

での孤立防止や虐待の早期発見・未然防止等を図ります。 

 

１１．養育支援訪問事業 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用状況（年間） １２人 １２人 １２人 １２人 １２人 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

見込み量（年間）     ａ １２人 １２人 １２人 １２人 １２人 

確保の内容       ｂ １２人 １２人 １２人 １２人 １２人 

不足量       ａ－ｂ ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

 

【算出方法】 現状の実績をもとに見込み量を算出 

〇見込み量は、令和２年度から令和６年度までの実績値〔１２人〕を使用 

・養育支援訪問事業に含まれていた育児・家事援助については、「子育て世帯訪問支援事業」 

に移行 

 

【確保の方策】 

現在、母子保健事業として実施しています。引き続き、現在の実施体制を維持すると

ともに、養育支援が必要であると思われる家庭に対し、居宅訪問や養育に関する指導・助言等

を適切に行います。 
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１２．子育て世帯訪問支援事業 
 

 

【算出方法】 養育支援訪問事業の育児・家事援助実績をもとに見込み量を算出 

〇見込み量は、令和２年度から令和５年度までの最大値〔令和３年度：２３７人※〕を使用 

※Ｒ２：１６７人、Ｒ３：２３７人、Ｒ４：６６人、Ｒ５：１２０人 

 

【確保の方策】 

出産前後に周りの支援を受けることが困難である母親に対し、安心して出産・子育てができ

るよう家事や育児の手助けをするヘルパーを派遣しています。今後、ヤングケアラー等がいる

家庭にもヘルパーを派遣できるよう民間業者を新規開拓することで必要量を確保します。 

 

 

１３．児童育成支援拠点事業 

 

【算出方法】 現在こども家庭センターで対応している世帯の中で利用が望ましいと考えられる

児童数を算出 

 

【確保の方策】 

養育環境等に課題を抱える家庭や学校に居場所のない児童等に対して、居場所となる場を

開設できるよう民間業者への委託や広域での実施等も視野に入れて検討します。 

  

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

見込み量（年間）    ａ ２３７人日 ２３７人日 ２３７人日 ２３７人日 ２３７人日 

確保の内容     ｂ ２３７人日 ２３７人日 ２３７人日 ２３７人日 ２３７人日 

不足量     ａ－ｂ ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

見込み量（年間）    ａ １人 １人 １人 １人 １人 

確保の内容     ｂ １人 １人 １人 １人 １人 

不足量     ａ－ｂ ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 
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１４．親子関係形成支援事業 

 

【算出方法】 現在こども家庭センターで対応している世帯の中で利用が望ましいと考えられる

保護者数を算出 

 

【確保の方策】 

保護者同士が相互に悩みや不安を相談、共有、情報の交換ができる場を設けることができ

るよう民間業者への委託や広域での実施等も視野に入れて検討します。 

 

 

１５．妊婦等包括相談支援事業 

 

【算出方法】 妊婦数（１９９人）に面談回数（３回）を掛けて算出 

〇妊婦数の見込み量は０歳児人口に妊婦率（１０２．４２％※）を掛けて算出 

・妊婦率＝妊娠届出数÷翌年の０歳児数 

※令和２年度から令和６年度までの平均値 

（Ｒ２：８９．９％、Ｒ３：１２３．４％、Ｒ４：１０５．８％、Ｒ５：９１．１％、Ｒ６：１０１．９％） 

 

【確保の方策】 

すでに伴走型相談支援として実施している事業のため、引き続きすべての妊婦・その配偶者

等に対して面談等により情報提供や相談等（伴走型相談支援）の支援を行います。 

 

 

 

 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

見込み量（年間）    ａ １人 １人 １人 １人 １人 

確保の内容     ｂ １人 １人 １人 １人 １人 

不足量     ａ－ｂ ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

見込み量（年間）    ａ ５９７人 ５９７人 ５９７人 ５９７人 ５９７人 

確保の内容     ｂ ５９７人 ５９７人 ５９７人 ５９７人 ５９７人 

不足量     ａ－ｂ ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 
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１６．乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

 

【算出方法】 ０歳６か月から満３歳未満の未就園児数から定員一人（１月当たり）の受入れ可能

時間数を算出 

〇定員一人（１月当たり）の受入れ可能時間数は未就園児数に１０時間（国で定める試行的事業

の利用上限時間）を掛け、１利用可能枠あたりの受入れ可能時間数（１７６時間）で割って算出 

・０歳６か月の未就園児数は０歳児人口の半分と推定 

 

【確保の方策】 

令和８年度からの本格実施に向けて、国が作成する手引き等を踏まえ、本町の提供体制を確

保し、保育所等に通っていないこどもが家族以外の人と関わる機会や、家庭とは異なる様々な

経験が得られるよう取り組みます。 

 

 

１７．産後ケア事業 

 

【算出方法】 産後ケア事業の利用実績をもとに算出 

〇見込み量は推定妊婦数に利用率を掛けて算出 

・「利用率」は、令和５年度の数値〔５６．７％〕を使用 

 

【確保の方策】 

引き続き退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポートを行い、産後も安心して子

育てができる支援体制の確保を行い、母子とその家族が健やかな育児ができるよう支援しま

す。 

 

  

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

見込み量（年間）    ａ ― １１人日 １１人日 １０人日 １０人日 

確保の内容     ｂ ― １１人日 １１人日 １０人日 １０人日 

不足量     ａ－ｂ ― ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

見込み量（年間）    ａ １１３人 １１３人 １１３人 １１３人 １１３人 

確保の内容     ｂ １１３人 １１３人 １１３人 １１３人 １１３人 

不足量     ａ－ｂ ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 
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③量の見込みの設定を伴わない事業の方向性 

 

１８．子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

 

【確保の方向性】 

王寺町児童虐待等防止ネットワーク会議や要保護児童担当実務者会議の機能強化のため、

担当職員（調整員）の専門性の強化や、ネットワーク構成員（関係機関）の連携体制の強化を図

り、児童虐待の早期発見と未然防止に努めます。 

 

 

１９．実費徴収に係る補足給付を行う事業 

 

【確保の方向性】 

低所得世帯を対象に、給食に関する費用や日用品・文房具等の購入に要する費用等の一部

の補助を行います。 

 

 

２０．多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

 

【確保の方向性】 

国が示す基準等をもとに、必要に応じて対象事業者等への適切な支援を実施します。 

 

  



61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 施策の展開 
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（１） 教育・保育の提供体制の確保 

幼児期の教育・保育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであることから、幼

稚園、保育所、認定こども園の施設類型を問わず、安全・安心な環境の中で、幼児教育・保育の

質の向上を図ることを通じて、障がいのあるこどもや医療的ケア児など特別な配慮を必要と

するこどもを含め、一人ひとりのこどもの健やかな成長を支えます。 

また、令和６年度にこども未来戦略を踏まえた保育所等の職員配置基準の改善が行われ、

「こども誰でも通園制度」が令和８年度には本格実施されることになっています。今後ますます

保育人材の確保が重要であるため、保育人材の確保・定着に向けて積極的に取り組みます。 

さらに、発達の著しい幼児期の健康と安全を重視し、日照、採光等に配慮した良好な環境を

確保するとともに、障がいのある幼児にも配慮しつつ、十分な防災性、防犯性など安全性を備

えた施設環境の整備に努めます。 

 

【施策の方向性】 

●町立幼稚園での預かり保育事業の充実 

保護者の子育てを支援するため、夏休み等の長期休業中や午後５時までの、預かり保育を

引き続き実施します。また、保護者の利便性を考慮し、預かり時間の延長等を検討します。 

 

●保育の受け皿整備及び保育人材の確保定着 

町内の私立保育所等と園児の受入れ等について連携を行い、待機児童が発生しないよう、

令和７年４月に民間による新たな認定こども園の開園を予定していますが、保育ニーズに応じ

てさらなる施設の整備を検討します。 

また、大阪府に隣接し、アクセスも良い本町では、保育人材の確保・定着が重要課題であるこ

とから、町内の私立保育所等に勤務する常勤保育士に対し月３万円の処遇改善を実施してい

ます。今後も県内の実施状況や本町の財政状況を見極めながら、積極的に取り組みます。 

 

【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

保育事業 
保育所等での教育・保育の充実および保育環境整備のため

の助成を実施 
子育て支援課 

町立幼稚園の預かり保育 長期休業中及び教育時間終了後から午後５時まで実施 子育て支援課 

王寺町保育士等の処遇改

善事業 

保育人材の確保・定着を促進するため保育士等の処遇改善

に要する経費の一部を補助 
子育て支援課 

民間による認定こども園

の開園 
保育ニーズに応じて民間による認定こども園を開園 子育て支援課 

こども誰でも通園制度 
保護者の就労にかかわらず０歳から満３歳未満の未就園児

を保育施設等で預かる事業 
子育て支援課 

１.  すべてのこどもの健やかな成長を支える教育・保育等の体制整備 
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（２） 幼児教育・保育の質の向上 

子育て世帯向け調査では、平日（月曜日から金曜日）に利用させたい・利用したいと考える施

設として「幼稚園＋幼稚園の預かり保育」と答えた方は３５．２％と最も多く、次いで「認定こど

も園」と答えた方は３３．３％となっており、幼児教育・保育に対するニーズは今後も高まると考

えられます。 

このため、町立幼稚園では、王寺町の幼児教育「学びの芽ばえ」に基づき、教育目標「心身と

もに健やかで豊かな感性をもち、主体的に活動できるこども」を育成します。 

また、すべてのこどもが、質の高い学びへ接続できるよう、幼稚園・保育所及び認定こども

園と義務教育学校の関係者が連携し、こどもの発達にとって重要な遊びを通した質の高い幼

児教育・保育を実施しながら、幼児教育・保育と義務教育の円滑な接続を図ります。 

 

【施策の方向性】 

●義務教育学校との円滑な接続の推進 

「小１プロブレム」等の課題を踏まえ、幼稚園・保育所及び認定こども園と義務教育学校との

交流活動を推進し、こどもの学びの連続性を確保するとともに幼児と児童、教員相互の交流を

深めます。    

また、教職員の研修会等を実施することで、町内の幼稚園・保育所及び認定こども園から義

務教育学校への円滑な接続を推進します。 

 

●遊びを通した質の高い教育・保育の推進 

学びの基礎となる幼児の興味の広がりや気付き、規範意識、表現力、基礎的な体力、基本的

な生活習慣について、一人ひとりの成長や発達に応じた教育・保育ができるよう、自然体験、

文化芸術体験など多様な体験・外遊びを含む様々な遊びを推進します。 

また、町立幼稚園での自然保育では、多様な自然環境等を積極的に活用した様々な体験活

動を通して、こどもの「学ぶ力」や「生きる力」の土台である非認知能力（自己肯定感や意欲、他

者への寛容さなど）の育成や健やかな心身の育みにつなげます。 

 

●読書習慣と表現力の育成 

こどもの読書活動は、言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、想像力を豊かなものにし、

「生きる力」を身に付けていく上で不可欠なものであることから、家庭、地域、園等における取

組を推進します。 

幼児期から親子で本に親しむ機会を増やすため、４か月児健診時に絵本の読み聞かせと絵

本を贈呈する「ブックスタート」事業を実施し、その後も１歳６か月を迎える幼児に絵本を贈呈

する「セカンドブック」事業を継続することで、家庭での読み聞かせを促進します。また、町立幼

稚園や町内保育所等では、英語によるコミュニケーション能力を養うために、ネイティブスピー

カーの外国人講師等による英語体験保育を引き続き実施します。 
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【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

四園連絡会の開催 
町内の幼稚園と保育所等が連続性・一貫性をもって義務教

育学校と接続できるよう情報共有や連携を図る 

子育て支援課 

学校教育課 

幼児教育推進事業 
幼稚園生活を通して人格形成の基礎を育成 

（各幼稚園における特色ある園づくりの推進） 
学校教育課 

幼稚園英語体験保育事業 
幼児期における英語によるコミュニケーション能力の涵養

（外国人講師を各園に派遣し英語体験保育を実施） 
学校教育課 

図書に親しむ事業 

乳幼児期からの読書習慣の醸成。ブックスタート、セカンド

ブック、おはなし会（絵本の読み聞かせ、紙芝居等）、絵本作

家による講演会、絵本の広場（保健センターが実施している

子育て広場での絵本の読み聞かせ等） 

文化交流課 

発達相談 
臨床心理士による保健センターでの相談、幼稚園・保育所

等への巡回相談や教育相談を実施 

保健センター 

子育て支援課 

町立幼稚園での自然保育

事業 

多様な自然環境等を積極的に活用した様々な体験活動を

通して、子どもたちの豊かな人間性や、心身の調和のとれ

た発達の基礎を培うことを目指す 

学校教育課 

子育て支援課 

 

（３） 義務教育学校での質の高い教育の推進 

様々な課題を抱えたこどもやその家庭への多面的な支援づくりに取り組んでいくために、誰

もが質の高い教育を受けることができる環境が求められます。加えて教育環境の充実は、保

育・教育施策の総合評価の満足度にもつながりやすいことがわかっています。 

これまでも国際化に対応した英語教育やデジタル化に対応したＩＣＴ教育の環境整備を行っ

てきましたが、一層の充実を図るとともに、児童生徒一人ひとりの状況に応じた個別最適な学

びの実現や地域と関わる学習の充実等によって、より広域的・探究的な学習に取り組みます。 

引き続き、「教育のまち王寺」の基盤となる２校の義務教育学校における充実した学びを提

供します。 

 

【施策の方向性】 

●個別最適な学び 

  義務教育学校９年間を通じて、こどもたちに生活面とともに基礎学力を身に付けさせるた

め、継続的に基礎学力・活用力から生活面まで学力向上のための現状把握と成果検証ができ

る、ＩＲＴに基づいた総合学力調査について、段階的に対象学年を拡充して実施します。また、

総合学力調査の結果を反映したデジタルドリル等の活用を促進し、ＡＩによる一人ひとりの学

習状況に応じた個別最適な学びにつなげます。さらに、リーディングスキルテストの継続とと

もに、教員の指導力向上のために、県教育委員会が実施している「読解力向上プロジェクト」に

参画します。 
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●確かな学力を育む 

英語教育については、グローバル社会において国際人として求められる資質・能力を育むた

め、ネイティブスピーカーである外国人講師を派遣し、発達段階に応じた実践的な英語教育を

引き続き実施します。また、９年生での全員英検３級取得をめざして、義務教育９年間の系統的

なカリキュラムに基づき、１年生から英語教育を進めるとともに、５・６年生からは、専科制を導

入し、より専門性を高めた指導を行います。 

ＩＣＴ教育については、電子黒板の機能を有する超短焦点型プロジェクターや一人一台のタ

ブレット型パソコン、デジタル教科書等を活用し、より効果的な授業を進めます。また、ＩＣＴ支

援員の配置など継続的な人的サポートにより、教員のＩＣＴを活用した指導力の向上を図りま

す。 

変化が激しく、見通しを持ちにくいこれからの時代を生きるこどもたちには、自ら課題を発

見し、課題の解決について考え、他者と協同して課題を解決しようとする力が必要です。そこ

で、こどもたちが自ら課題を設定し、その解決のために友達と協同して取り組み、他者と考え

を交流し合う、探究学習に取り組みます。 

不登校児童生徒への支援については、児童生徒の教育機会を確保するため、校内に不登校

の児童生徒が安心して過ごせるスペースの設置や自宅においてＩＣＴを活用し学習する機会を

確保するとともに、引き続き、本人や保護者が相談できるカウンセラー等の充実を図ります。

また、学校・自宅以外で学習する機会の確保として、奈良県フレキシスクール「不登校支援なら

ネット」等の県教育委員会の取組の情報提供を図るなど、教育機会の確保に努めます。 

 

●王寺を誇る心を育む 

ふるさと王寺の理解と愛着を育む教育として、副読本「わたしたちのまち王寺」の活用や観

光ボランティアガイドによる町内の歴史探訪などにより、王寺の地理や歴史、自然などを学び、

地域の一員としての関わり方を考え、将来にわたり、ふるさと王寺を愛し誇れる人間の育成を

進めます。このため、「子ども一日町長」「子ども議会」の開催、町長や町職員による出前授業の

実施等により、町行政の仕組みについて理解を深めるとともにまちづくりへの関心を高めるこ

とで、地域を誇りに思う気持ちの醸成を図ります。 

 

●豊かな人間性を育む 

豊かな感性や幅広い知識を身につけるため、司書教諭や学校司書を中心に町立図書館と連

携して学校にない図書の貸出やお薦め本の情報提供など、学校図書館の活性化や充実を図り

ます。また、障がいのある児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するため、

個別の教育支援計画を活用し、幼稚園・保育所等から義務教育学校まで切れ目のない支援を

推進するとともに、障がいの種別ごとに少人数の特別支援学級を設置するほか、通常の学級

で授業を受けながら、障がいの程度が比較的軽度である児童生徒に対し、早い段階から一人

ひとりの障がいに合わせ、特別な支援を実施する通級指導教室を運営します。 



66 

 

●たくましく健やかな体を育む 

義務教育学校の強みを生かし、専科教員である保健体育科教員による専門性の高い指導を

継続し、自らの健康や体力に関心を持ち、運動を通じて自らの健康維持と体力向上に努めるこ

どもの育成をめざします。また、５年生から様々な部活動体験に参加し、共に活動することを

通して、体力の向上や豊かな情操を育み、責任感や連帯感を培います。 

さらに、教員の負担軽減を図りつつ部活動の指導を充実させるため、国・県の動向を踏まえ、

「総合型地域倶楽部王寺やわらぎトラスト」等と連携を図りながら、児童生徒にとってよりよい

部活動の環境を構築します。 

 

●地域とのふれあいを推進 

学校・地域パートナーシップ事業において、学校・家庭・地域が連携・協働し、学校をベースと

した地域教育力の向上を図っていますが、さらに地域とのつながりを深めるため、保護者や地

域住民とお互いの課題や情報を共有して「地域と共にある学校づくり」を目指し、義務教育学

校にふさわしい地域とのあり方を検討します。 

 

【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

学校いきいきプラン事業 
義務教育学校に教員資格を持つ講師を配置し、児童生徒の

学校生活、学習、集団適応等をサポート 
学校教育課 

義務教育学校外国語活動 

事業 

外国人講師を派遣し、英語に慣れ親しむことで、英語による

コミュニケーション能力の素地を養う 
学校教育課 

メディアセンターの充実 
児童・生徒の読書率の向上を図るため魅力あるメディアセ

ンターの充実を図る 
学校教育課 

総合型地域倶楽部王寺や

わらぎトラスト 
こどもから高齢者まで気軽に取り組めるスポーツ教室 生涯学習課 

学校・地域パートナーシッ

プ事業 

家庭・地域の人々が教育活動に参画し、学校と地域が協働

することにより、学校をベースとしたこどもたちと地域の

人々をつなぐ教育活動 

生涯学習課 

子ども議会／子ども一日

町長／町長の出前授業 

町行政の仕組みについて理解を深め、まちづくりへの関心

を高めるため実施 

学校教育課 

秘書人事課 

特別支援教育の充実 
学習面や行動面で十分な支援を行えるよう、町独自で特別

支援教育支援員を配置 
学校教育課 
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（４） 多様な保育の整備・拡充 

国において、親の就労要件に関係なく時間単位等で保育施設を利用できる「こども誰でも通

園制度」の創設が進められています。 

また、仕事と子育てを両立しやすい環境づくりに取り組んでいくため、地域の子育て家庭が

希望する保育を受けることができる環境づくりが求められます。このため、保育所等に通って

いないこどもが利用できる保育施設の整備や、病気やけが等で利用できる保育枠の体制整備

に取り組みます。 

 

【施策の方向性】 

●保育所等に通っていないこどもへの支援 

「こども誰でも通園制度」については、国が進める試行的事業の実施状況や制度内容を踏ま

えて、円滑に開始できるよう取り組みます。 

また、町立幼稚園では、保護者の育児不安や負担の軽減、こどもの成長の支援、幼児教育へ

の円滑な接続につなげるため、満３歳児保育の実施を検討します。 

こどもの受け入れにあたっては、集団生活に適応できるよう十分に配慮するとともに、保育

所等の既存施設や従来からの子育て支援の取組状況なども踏まえて、施設整備等の必要性な

ど、適切な受け入れ方法について検討します。 

   

●病児保育の充実 

こどもが病気や病気の回復期で保育所などに通うことができず、保護者の仕事の都合等で

家庭での保育が困難な場合に預けることができる施設の委託先を増やし、保護者の利便性の

向上に努めます。 

 

●包括的な保育環境の整備 

こどもが安心して過ごせる環境を整えるため、学童保育を利用する児童数に応じた施設、備

品の整備等を行い、放課後児童支援員等が研修を受講する等により質の向上を図ります。     

また、町が運営する学童保育所については、放課後児童支援員や補助員の人材確保に努め

るとともに、学童保育の質の向上や安定的な運営を図ることを目的として民間事業者への委

託を検討します。 

加えて、子育ての援助を受けたい人が、地域の人の援助を受けられるファミリー・サポート・

センター事業や一時預かり事業の利用を促進します。 
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【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

町立幼稚園での預かり保

育（再掲） 
長期休業中及び教育時間終了後から午後５時まで実施 子育て支援課 

病児保育事業 

こどもが病気や病気の回復期で保育所などに通うことがで

きず、保護者の仕事の都合等で家庭での保育が困難な場合

に預けることができる事業 

子育て支援課 

こども誰でも通園制度 

（再掲） 

保護者の就労にかかわらず０歳から満３歳未満の未就園児

を保育施設等で預かる事業 
子育て支援課 

ファミリー・サポート・ 

センター事業 

保育施設への送迎やこどもの一時預かりなど「育児の援助

を希望する保護者」と「育児の援助に協力できる人」との相

互援助活動 

子育て支援課 

放課後児童クラブ 

（学童保育） 

保護者が就労等により昼間家庭にいない児童を対象に実

施し、児童の保護と健全育成を図る 
子育て支援課 

一時預かり事業 
家庭で一時的に保育を受けることが困難になった乳幼児を

保育所等で一時的に預かり、保護する事業 
子育て支援課 

 

（５） 経済的支援の推進 

   子育て世帯向け調査では、「子育てに出費がかさむ」と答えた方は７１．８％で、理想的なこ

ども数と現実的なこども数が異なる理由についても、「子育てや教育にお金がかかりすぎるか

ら」と答えた方は１８．３％となっています。 

子育て家庭への経済的支援は、国や県の制度によるもののほか、本町においても他市町村

に先駆けて在園第２子目に係る保育料の全額減免を実施してきましたが、保育の受け皿が確

保できることから、第２子目に係る保育料については在園要件を撤廃します。引き続き、保護

者の経済的な負担の軽減については、今後の財政状況を見極めながら推進します。 

 

【施策の方向性】 

●第２子目に係る保育料の全額減免 

保護者の経済的負担を軽減するため、幼児教育・保育の無償化において、制度の対象となら

ない０歳児から２歳児までの第２子目以降に係る保育料について、令和７年度より在園要件を

撤廃し、完全無償化とします。 

 

●子育て家庭への経済的支援の充実 

引き続き、きょうだいが町立学童保育や寺子屋塾（雪丸サポートスクール）を同時利用され

る場合の第２子目以降、生活保護世帯、準要保護世帯の保育料・参加費を減免します。 
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●包括的な経済的支援施策の推進 

こどもが幼稚園・保育所等に通う低所得世帯への「実費徴収に係る補足給付事業」を継続す

るとともに、町立幼稚園の預かり保育料の低価格での実施や通園バスの無償利用についても

引き続き実施します。 

また、経済的理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対し、学校生活に必要な費用の

援助を行います。 

 

【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

児童手当 
高校３年生（１８歳到達後の最初の年度末）までの児童の養

育者に支給 
子育て支援課 

第２子目以降の保育料の

全額減免 

令和７年度より、０歳児から２歳児までの第２子目以降に係

る保育料の在園要件を撤廃 
子育て支援課 

実費徴収に係る補足給付

事業 

幼稚園や保育所等に通う低所得世帯を対象に、給食に関す

る費用や日用品・文房具等の購入に要する費用等の一部を

補助 

子育て支援課 

幼児２人同乗用自転車購

入補助 

親子の交通安全の確保と経済的負担の軽減を図るため、購

入費用の一部を補助 
子育て支援課 

就学援助 
経済的理由により就学困難な児童生徒の保護者に対し、学

校生活に必要な費用の一部を援助 
学校教育課 

放課後児童クラブ（学童 

保育）の保育料減免 

同一世帯で利用する２人目以降及び生活保護世帯、準要保

護世帯の保育料を減免 
子育て支援課 

寺子屋塾（雪丸サポート 

スクール）の参加費減免 

同一世帯で利用する２人目以降及び生活保護世帯、準要保

護世帯の参加費を減免 
生涯学習課 
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（１） 情報提供・相談支援体制の推進 

子育て世帯向け調査では、「子育ての悩みや不安からこどもにつらくあたったことがある」 

または「あたりそうな気持ちになったことがある」と答えた方は合わせて５２．１％となっていま

すが、そのうち２６．３％の方は他の人に相談するなどして解消しています。 

子育てに関する心理的負担感の軽減に取り組んでいくため、こども家庭センターが中核とな

り、地域の関係機関と連携し、妊娠期から出産・子育て期まで切れ目のない支援を行います。 

また、リアルタイムで情報を発信し、共有できるＳＮＳの特性を生かし、子育て世代等のニー

ズに即した適時適切な情報発信の更なる充実を図るとともに、安心して子育てできる環境づ

くりのため、地域やサークル活動を通じた交流の機会を設け、互いに支え合える相談支援体制

の充実を図ります。 

 

【施策の方向性】 

●子育て家庭への情報提供の充実 

こどもや子育て当事者に必要な情報や支援が届くよう、奈良スーパーアプリの機能を活用し

たプッシュ型での情報発信、子育て支援制度を利用するための電子申請など、利便性の向上を

図り、母子保健情報のデジタル化と利活用を進めます。 

また、町立幼稚園では、子育てに必要な情報提供や子育てについて学ぶ「子育て講演会」を

引き続き実施します。 

 

●相談支援体制の充実 

妊娠期から出産、子育て期を通じた切れ目のない継続的な支援を提供できる体制の充実を

図ります。また、より身近な場所で住民からの子育てに関する相談に応じ、必要な助言を行う

ことができる「地域子育て相談機関」の整備に努めます。 

 

●妊娠・出産に関する正しい知識の普及 

男女ともに性や妊娠に関する正しい知識を身に付け、栄養管理を含めた健康管理を行うよ

う促すプレコンセプションケアの取組を推進します。また、妊娠・出産、不妊、産後ケア等につい

て、正しい知識の普及と相談支援を行います。 

さらに、妊婦とその家族については、妊娠中の健康管理や出産準備など、多岐にわたるテー

マについて学べる教室として「パパママクラス」を定期的に開催します。 

 

 

 

 

２.  妊娠期からの切れ目のない支援と保健・医療提供体制の充実 
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【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

ファミリー・サポート・セン

ター事業（再掲） 

保育施設への送迎やこどもの一時預かりなど「育児の援助

を希望する保護者」と「育児の援助に協力できる人」との相

互援助活動 

子育て支援課 

赤ちゃん誕生おめでとう

訪問事業 

民生児童委員・主任児童委員が訪問し、子育て支援に関す

る情報提供や養育環境等を把握 

福祉介護課 

保健センター 

子育て支援課 

子育て講演会 
町立幼稚園に通うこどもの保護者を対象に、子育てについ

ての知識や情報等を提供 
学校教育課 

チャットボット 

町の公式ＬＩＮＥアカウントや公式サイト等で行政に対する質

問をすると、自動で返答するＡＩ（人工知能）を活用したシス

テム 

ＤＸ推進室 

心の相談 

子育て等の不安が強い、またはマタニティーブルーや産後

うつの疑いがある妊婦・産婦・子育て中の保護者を対象に

実施 

保健センター 

パパママクラス 
妊婦・夫とその家族を対象に、栄養・歯科・妊娠経過の話や

沐浴・妊婦体験等を実施 
保健センター 

妊産婦・新生児訪問 
助産師または保健師が自宅を訪問し、妊娠・出産・育児等に

ついての相談に対応 
保健センター 

子育て教室 
ふれあいのつどい（０歳児）、ミッキークラス（１・２歳児）、こ

ぐまちゃんクラス（療育教室） 
保健センター 

歯みがき教室 
義務教育学校、幼稚園、保育所等で、歯みがき指導や虫歯

予防についての啓発を実施 
保健センター 

離乳食教室 
乳児の保護者を対象に、離乳食についての話や調理実習、

試食等を実施 
保健センター 

Ｇｅｔ元気２１食クラブ 
栄養バランスのとれた料理作りを普及。食の乱れを正し、健

康に良い献立作りを普及 
保健センター 

養育支援訪問事業 
養育支援が必要であると思われる家庭に対し、居宅訪問や

養育に関する指導・助言等を実施 
保健センター 

こども家庭センターによ

る相談支援 

全ての妊産婦、子育て世帯、こどもに対して一体的に相談

支援を実施 
 

母子健康手帳の交付 妊娠届により、手帳を交付 保健センター 

父子健康手帳の交付 妊娠届により、希望者に手帳を交付 保健センター 

 

 

 

 

 

 

 

こども家庭センター 
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（２） 経済的負担の軽減 

国において、次代を担う全てのこどもの育ちを支える基礎的な経済支援として、児童手当が

拡充されました。 

本町では、若い世代がライフプランとして妊娠・出産・子育てを考えることができるよう、子

育て当事者の日々の生活を安定させる観点から、様々な支援を組み合わせて経済的支援の効

果を高めるとともに、必要な世帯へ支援の利用を促します。 

また、不妊治療に係る医療費支援を行うことで不妊に悩む夫婦等の経済的負担の軽減を図

ることにより、積極的な治療に取り組むことができるよう支援します。 

 

【施策の方向性】 

●ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援 

こどもの健やかな成長を実現するとともに、保護者の経済的な負担を軽減するため、引き続

き任意接種費用の一部助成を実施するとともに、多胎の場合の妊婦健康診査については、通

常の妊婦健診補助券に加え、追加で補助券の交付を引き続き実施することにより、経済的か

つ精神的な負担軽減を図ります。 

また、新たに「１か月児」に対する健康診査費用を助成し、出産後から就学前までの切れ目の

ない健康診査の実施体制を整備します。さらに、妊娠届や出生届を提出した妊婦等に対し、出

産育児関連用品の購入費助成金（計１０万円）を引き続き支給するとともに、幼児２人同乗用自

転車の購入費用の一部助成も引き続き実施します。 

 

●不妊・不育に悩む方への支援の充実 

不育に悩む夫婦の経済的かつ精神的な負担の軽減を図るため、治療費に係る助成を引き続

き実施します。また、不妊治療に係る費用についても、助成します。 

 

【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

児童手当（再掲） 
高校３年生（１８歳到達後の最初の年度末）までの児童の養

育者に支給 
子育て支援課 

児童扶養手当 ひとり親家庭や父母に重度の障がいのある家庭等に支給 子育て支援課 

特別児童扶養手当 
心身に一定以上の障がいのある２０歳未満の児童の養育者

に支給 
子育て支援課 

こども医療費助成 高校生までのこどもを対象に医療費を助成 国保健康推進課 

ひとり親家庭等医療費 

助成 
ひとり親家庭の児童及び保護者の医療費を助成 国保健康推進課 

不妊治療費用助成 
不妊に悩む夫婦の経済的かつ精神的な負担の軽減を図る

ため、不妊治療費用の一部を助成（一般不妊治療を除く） 
保健センター 
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事業・活動名 内容 所管 

不育治療費用助成 
不育に悩む夫婦の経済的かつ精神的な負担の軽減を図る

ため、不育治療費用の一部を助成 
保健センター 

初回産科受診料補助事業 住民税非課税世帯に対し、妊娠判定に係る費用を一部助成 保健センター 

妊婦等包括相談支援事業 
妊婦やその配偶者に対して必要な情報提供や相談に応じ必

要な支援につなげる伴走型相談支援 
保健センター 

妊婦健康診査費用助成 妊娠期間中１４回分を補助 保健センター 

多胎妊婦健康診査費用 

助成 
通常の妊婦健康診査補助に加え、追加で補助 保健センター 

産婦健康診査費用助成 
産婦の健康状態の確認と経済的な負担の軽減のため、産婦

健康診査費用の一部を助成 
保健センター 

新生児聴覚検査費用助成 新生児に行う聴覚検査費用を一部助成 保健センター 

未熟児養育医療費助成 
身体の発育が未熟なまま生まれ、指定養育医療機関に治療

入院した乳児を対象に、入院医療費を助成 
国保健康推進課 

妊婦のための支援給付 

交付金 
伴走型相談支援と一体的に経済的支援を実施 保健センター 

子どもインフルエンザ予防

接種費用の一部助成 

小学校卒業までと中学３年生及び高校３年生を対象に予防

接種費用の一部を助成 
保健センター 

任意接種費用助成 

（おたふくかぜ） 

こどもたちの健やかな成長を実現するとともに、保護者の

経済的な負担を軽減するため、任意接種費用の一部を助成 
保健センター 

心身障害者医療費助成 
身体障害者手帳１級・２級、療育手帳Ａ１・Ａ２所持者の医療

費を助成 
国保健康推進課 

精神障害者医療費助成 
精神障害者保健福祉手帳１級・２級所持者、自立支援医療

（精神通院）受給者の医療費を助成 
国保健康推進課 

障害児福祉手当 
２０歳未満の在宅重度障がい児で常時介護を要する人に支

給 
福祉介護課 

幼児２人同乗用自転車購

入補助（再掲） 

親子の交通安全の確保と経済的負担の軽減を図るため、購

入費用の一部を補助 
子育て支援課 

母子父子寡婦福祉資金 母子家庭、父子家庭や寡婦の方に対する県の貸付制度 子育て支援課 

自立支援教育訓練給付金 

高等職業訓練促進給付金 

（修了支援給付金） 

ひとり親家庭の経済的自立を目的とした高等職業訓練や資

格取得の経費を補助（県の事業） 
子育て支援課 
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（３） こども・子育て支援事業の充実 

子育て世帯向け調査では、「仕事と子育てで、心身ともに余裕がない」と答えた方は５２．４％

となっています。また、未婚・夫婦のみ世帯向け調査では、「こどもはいらない」と答えた方

（１８．２％）のうち５４．３％の方が、その理由として「育児の心理的、肉体的負担に耐えられな

いと思うから」と答えています。 

このため、子育てに関する心理的負担感の軽減につながる支援や産後ケア事業の提供体制

の確保などを進めることで、安心して妊娠・出産、子育てができる環境づくりに取り組みます。 

 

【施策の方向性】 

●妊娠・出産期からの切れ目のない支援の充実 

妊娠・出産から育児まで、切れ目のない支援を引き続き行います。また、保健師等の専門職

への相談をきっかけとして、産後ケア事業をはじめとした、保護者が必要としている支援につ

なぐことができる体制を継続します。 

さらに、家事育児の手助けが必要な家庭に対して産前産後ヘルパー事業や、ファミリー・サ

ポート・センター事業を引き続き実施します。 

 

●子育て家庭の相互交流の促進 

町内に３か所ある子育て広場を利用したことがない子育て世帯が一定数いることから、気

軽に広場を利用できるよう、広場でのイベントや講座等を企画し、広場の利用を促進する情報

発信の充実に取り組みます。また、遮熱等の環境改善や授乳室コーナー・こども用トイレを増設

し、親子が過ごしやすい魅力ある施設に整備します。 

さらに、「ふれあいのつどい」や「ミッキークラス」といった子育て教室を通して、子育て家庭

同士が気軽に育児に関する情報交換等の交流ができる場の提供を促進します。 

 

【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

産前産後ヘルパー事業 

（再掲） 

家事、育児が困難な方に対して、負担を軽減し、安心して出

産・子育てができるよう支援 
子育て支援課 

産後ケア事業 
産後１年以内の母子に対して助産院や自宅等で心身のケア

や育児をサポート 
保健センター 

子育てサポート事業 
子育てサポーターが、ふれあいのつどい（０歳児）、ミッキー

クラス（１・２歳児）の支援 
保健センター 

ファミリー・サポート・ 

センター事業（再掲） 

保育施設への送迎やこどもの一時預かりなど「育児の援助

を希望する保護者」と「育児の援助に協力できる人」との相

互援助活動 

子育て支援課 

子育て教室（再掲） 
ふれあいのつどい（０歳児）、ミッキークラス（１・２歳児） 

こぐまちゃんクラス（療育教室） 
保健センター 

子育て広場（地域子育て

支援拠点事業） 

子育て中の親子が気軽に交流できる場の提供や育児相談

など子育て家庭を地域で支える取組を実施 
保健センター 
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（４） 保健・医療提供体制の確保 

こどもの成長や発達に関して、子育て当事者である親や身近な養育者が正しい知識を持ち、

理解を深めるための普及啓発を促進します。 

また、子育て世帯向け調査における総合評価への「貢献度」が高く、かつ「満足度」の低い「小

児医療体制（病院・診療所）」については、休日・夜間を含め、こどもがいつでも安心して医療サ

ービスを受けることができるよう、県に協力を求めるとともに、新西和医療センターの機能充

実及び小児二次救急医療体制の充実について、妊娠中から分娩・産後までのケアをワンストッ

プで一体的に提供できるよう引き続き県に要望します。 

  

【施策の方向性】 

●健康的な生活習慣の確立及び食育の推進 

家庭における健康的な生活習慣の確立を目指し、学校や地域のイベントを通じてバランスの

取れた食事や健康的なレシピを紹介し、適切な運動の重要性を周知することで、日常的な健康

意識の向上に努めます。また、こどもの健康を確保するために、妊婦への栄養相談や教室にお

いて食事についての指導を行い、妊娠期からの食育を推進します。 

 

●母子の健康維持の推進 

母子の健康維持と健康管理のため、乳幼児健康診査の受診勧奨を継続し、未受診児の把握

の徹底に努めます。また、健診の場を活かしてこどもの発達確認や障がいの早期発見、育児不

安の解消等に努め、保護者に寄り添いながらきめ細かな支援を行います。さらに、乳幼児予防

接種についても定期・任意の接種を推奨し、健康施策を強化します。 

 

●医療機関との連携と周知 

県内の救急告示病院や、三室休日応急診療所、橿原市休日夜間応急診療所といった休日夜

間応急診療所の周知に努めるとともに、こどもが地域でいつでも安心して医療サービスを受

けられるよう、三室休日応急診療所や橿原市休日夜間応急診療所における医師の確保と体制

の維持についても、引き続き県に協力を求めます。 

また、令和５年１２月に、西和７町の行政および議会が「分娩を含む周産期医療体制の一体的

整備」など、新西和医療センターの機能充実に関する要望書を奈良県知事宛に提出しました。

妊娠中から分娩・産後までのケアをワンストップで行える体制の整備や、小児二次救急医療体

制の充実について、引き続き県に要望します。 

 

●救急時の家庭での処置の周知 

こどもの事故防止や不慮の事故・突発的な病気等に対する家庭での処置については、小児

救急ガイドブック等を活用し、こども救急電話相談サービス（＃８０００）などの情報提供ととも

に家庭内の救急時対応についての知識の普及に努めます。 
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【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

乳幼児予防接種 

（定期接種） 

ロタ、小児用肺炎球菌感染症、Ｂ型肝炎、５種混合、ＢＣＧ、

麻しん風しん混合（ＭＲ）、水痘、日本脳炎、２種混合、子宮頸

がん予防ワクチン 

保健センター 

乳幼児健康診査 
４か月児健診、１０か月児健診、１歳６か月児健診、３歳６か

月児健診、５歳児健診、２歳児歯科健診 
保健センター 

病児保育事業（再掲） 

こどもが病気や病気の回復期で保育所などに通うことがで

きず、保護者の仕事の都合等で家庭での保育が困難な場合

に預けることができる事業 

子育て支援課 

すくすく相談 乳幼児の発育、育児、栄養についての相談に対応 保健センター 

離乳食教室（再掲） 
乳児の保護者を対象に、離乳食についての話や調理実習、

試食等を実施 
保健センター 

幼稚園・学校給食 
奈良県産の食材を使用した給食を提供するなど、地産地消

による食育を実施 
学校教育課 

 

（５） 配慮が必要なこどもへの支援 

子育て世帯向け調査における総合評価への「貢献度」が高く、かつ「満足度」の低い「障がい

など配慮の必要なこどもを安心して育てられると感じる」については、障がいなど配慮の必要

なこどもの置かれた環境やライフステージに応じて、本町の子育て支援との連続の中で、その

発達や将来の自立、社会参加を支援します。 

また、障がいや発達の特性を早期に発見・把握し、適切な支援・サービスにつなげていくため

に、保健、福祉、保育、教育などの関係者が早期に連携を図ります。 

さらに、新生児聴覚検査など聴覚障がいの早期発見・早期療育に資する取組を進めます。 

 

【施策の方向性】 

●障がいの早期発見・早期対応の推進 

疾病や障がい、発育・発達に課題を抱えるこどもや、育てにくさや育児への不安を感じる保

護者を早期に把握・支援する体制を強化するため、新たに「５歳児」に対する健康診査を実施す

ることにより、乳幼児健康診査の充実を図ります。 

また、妊娠期からの切れ目ない支援や臨床心理士による保育所等への巡回相談を通じて、

障がいを早期に発見し、専門の医療・療育機関につなげます。 

 

●障がいのあるこどもやその家庭への支援の充実 

発達に遅れのあるこどもや育児不安を抱える保護者に対して、育児不安を軽減するための

療育教室を引き続き実施します。また、障がいのあるこどもの生活を支えるため、在宅の障が

いのあるこどもの保護者が、相談及び家庭での生活支援や療育の指導等が受けられるよう、

支援の拠点となる児童発達支援センターの広域での設置に向けて取り組みます。 
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●一人ひとりに応じた教育・保育の推進と施設整備 

障がいのあるこどもと障がいのないこどもが可能な限り、ともに安全・安心に過ごすための

環境整備と、一人ひとりの教育的ニーズに応じた学びの場の整備を両輪として、インクルーシ

ブ教育の実現に向けた取組を進めるとともに、保育所等におけるインクルーシブ保育を推進し

ます。また、公共施設等におけるバリアフリー化やユニバーサルデザイン化を推進します。 

 

【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

障害児支援サービス事業 
障がいのあるこどもが生活上必要となる介護給付費、補装

具費等の給付 
福祉介護課 

地域生活支援事業 移動支援、日中一時支援、日常生活用具給付等 福祉介護課 

発達相談（再掲） 
臨床心理士による保健センターでの相談、幼稚園・保育所

等への巡回相談や教育相談を実施 

保健センター 

子育て支援課 

こぐまちゃんクラス 

（療育教室） 

発達・発育が気になる就園前のこどもを対象に、毎月１回教

室を実施 
保健センター 

受入体制の充実 

障がいのあるこどもやその保護者の意向に沿うよう、入園・

入学するこどもに応じた教職員や保育士等の加配、支援員

の配置促進を行い、受入体制を充実 

学校教育課 

子育て支援課 

学校施設等の整備促進 

一人ひとりのニーズに可能な限り対応できるよう施設等の

整備・改修を進め、障がいのあるこどもが過ごし学ぶことが

できる環境づくりを促進 

学校教育課 

子育て支援課 

特別支援教育の充実 
学習面や行動面で十分な支援を行えるよう、町独自に加配

基準を設け、特別支援教育支援員を配置 
学校教育課 

新生児聴覚検査費用助成

（再掲） 
新生児に行う聴覚検査費用の一部を助成 保健センター 

乳幼児健康診査（再掲） 
４か月児健診、１０か月児健診、１歳６か月児健診、３歳６か

月児健診、５歳児健診、２歳児歯科健診 
保健センター 

未熟児養育医療費助成 

（再掲） 

身体の発育が未熟なまま生まれ、指定養育医療機関に治療

入院した乳児を対象に、入院医療費を助成 
国保健康推進課 

心身障害者医療費助成 

（再掲） 

身体障害者手帳１級・２級、療育手帳Ａ１・Ａ２所持者の医療

費を助成 
国保健康推進課 

精神障害者医療費助成 

（再掲） 

精神障害者保健福祉手帳１級・２級所持者、自立支援医療

（精神通院）受給者の医療費を助成 

国保健康推進課

福祉介護課 

障害児福祉手当（再掲） 
２０歳未満の在宅重度障がい児で常時介護を要する人に支

給 
福祉介護課 

特別児童扶養手当（再掲） 
心身に一定以上の障がいのある２０歳未満の児童の養育者

に支給 
子育て支援課 

児童扶養手当（再掲） ひとり親家庭や父母に重度の障がいのある家庭等に支給 子育て支援課 
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（１） 安全で安心できるまちづくりの推進 

こどもを交通事故から守るための取組として、ボランティア団体を中心とした、家庭・地域で

の交通ルール・マナーの習得、こどもの見守り活動や防犯パトロール活動等を推進します。 

また、こども・若者が、犯罪、事故、災害等から自らと他者の安全を守ることができるよう、

発達の程度に応じて、体系的な安全教育を推進します。 

さらに、こども・若者が安心して過ごすことができる居場所づくりに取り組むとともに、子育

て家庭を含めて安心して外出できる環境づくりのために、公共施設等のバリアフリー化やユニ

バーサルデザイン化に取り組みます。 

 

【施策の方向性】 

●地域でこどもを守る取組の推進 

地域ぐるみ児童生徒健全育成推進協議会を構成する社会教育関係等の団体と連携し、「地

域ぐるみ学校見守り隊」の充実や「あいさつ＋１運動」の推進など、児童生徒の安全確保のため

の取組を強化します。また、学校・家庭・地域社会の三者が一体となって、青色防犯パトロール

車による見守りを強化するため、下校時のパトロール実施回数を増加させるとともに、企業や

自主防犯団体等と連携のもと、犯罪による被害や交通事故を未然に防ぐまちづくりを促進し

ます。 

 

●交通安全教育の推進及び安全な交通環境の整備 

義務教育学校においては、学校の入口や通学路沿いに設置された見守りスポットの近くを

通過した時に、保護者がアプリで位置情報履歴を確認できる見守りサービスを引き続き実施

するとともに、交通安全教育の一層の充実を図ります。 

また、通学路の安全対策として、通学路や交通事故多発地点における危険個所の把握と合

同点検の実施を継続し、ガードレールやカーブミラーなどの交通安全設備の整備・改良を図り

ます。 

 

●安心して子育てできる居住・外出環境等の整備 

住み慣れた地域で、親世帯と同居または近居し、安心して子育てができる環境を作るため必

要な住宅取得やリフォーム費用の一部を引き続き助成します。 

また、子育て世帯が安心して外出できるよう、多くの人が利用する公共施設等において、お

むつ交換場所や授乳場所を設置するとともに、バリアフリー化を進め、こども・若者や子育て家

庭にもやさしい環境づくりを推進します。 

 

 

３.  すべてのこども・若者の権利を守る安全・安心な環境づくり 
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【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

交通安全に関する事項 こどもと高齢者の交通事故防止 防災統括室 

あいさつ＋１（プラスわん）

運動 

地域の方があいさつの後に一言添えることで、地域のコミ

ュニケーションの醸成とともにこどもを見守る意識を高め、

不審者に対する抑止力や事故防止につなげる運動 

生涯学習課 

通学路の安全点検 

登下校中における児童・生徒等の安全確保のため、関係機

関との連携による安全点検及び安全対策 （キッズゾーン

の創設等）の実施 

学校教育課 

建設課 

子育て支援課 

Ｇｅｔ元気２１緑のおじさん 
住民が登校時の児童と一緒に歩きながら健康づくりを行う

活動 
保健センター 

わんわんパトロール運動 
犬と共に散歩をしながら、地域でのこどもたちの見守り活

動を推進 
住民課 

見守りねっと事業 
王寺町と協定を締結した宅配業者などの事業者が、業務範

囲の中でこども等の異変を発見した場合に、町に連絡 

福祉介護課 

こども家庭センター 

三世代ファミリー定住 

支援 

親・子・孫三世代の町内での定住に対して補助を行い、若い

世代の移住・定住を促進 

まちづくり 

推進課 

地域安全推進委員活動 
地域安全推進委員による防犯に関する啓発活動の支援を

行い、安全安心なまちづくりを促進 
防災統括室 

青色防犯パトロール 各種機関等の協力で町内を巡回パトロール 
防災統括室 

生涯学習課 

地域ぐるみ学校見守り隊 
ボランティアグループが登下校中のこどもたちを地域全体

で見守ることで、より安全で安心な環境づくりを推進 
生涯学習課 

見守り端末による登下校

の見守り 

官民共同でこどもたちに見守り端末を配布のうえ、学校の

入口や通学路沿いに設置された見守りスポットの近くを通

過したときに、位置情報が記録され、データを確認できるサ

ービスを実施 

生涯学習課 
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（２） 健やかに育つ権利の確保及びまちづくりに参画する意識の醸成 

こども基本法の理念には、こども・若者が、自らのことについて意見を形成し、その意見を表

明することや社会に参画すること、また、おとなは、こども・若者の最善の利益を実現する観点

から、こども・若者の意見を年齢や発達の程度に応じて尊重すると規定されています。 

    このようなこども基本法の趣旨や内容について理解を深めるための情報提供や啓発を行

うとともに、子どもの権利条約の趣旨や内容についても普及啓発に取り組むことにより、自ら

が権利の主体であることを広く周知します。 

 

【施策の方向性】 

●こどもの権利に関する理解促進 

こども・若者を権利の主体として認識し、その多様な人格・個性を十分に尊重し、尊厳を重ん

じ、その有する権利を保障し、こども・若者の今とこれからの最善の利益を図るため、こども基

本法の理念等を周知・啓発します。 

また、国の動向を踏まえ、こども基本条例の研究を行います。 

 

●こども・若者の政策決定過程への参画促進 

こども・若者の意見の政策への反映を進めます。その際、テーマに関する事前の情報提供や

意見の反映状況に関するフィードバックを重視します。 

また、こども・若者が自由に意見を表明しやすい環境整備と気運の醸成に取り組みます。 

 

●地域行事への参加促進 

こども・若者が、地域の担い手として活躍することが期待されていることから、自分たちが

暮らすまちに関心を持ち、地域の自然や歴史から学び、様々な行事に積極的に参加できる機

会を提供します。このため、地域の祭りや町の行事（美化清掃活動、防災訓練等）等へ、こども

たちの参加を促します。 

 

【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

子ども議会／子ども一日 

町長／町長の出前授業 

（再掲） 

町行政の仕組みについて理解を深め、まちづくりへの関心

を高めるため実施 

学校教育課 

秘書人事課 

ＣＣＣ活動 
水と緑のまちづくり町民運動として、町内の公園等の清掃

や除草等を自発的に行う団体による活動 
住民課 

クリーンキャンペーン 自治会や事業者との協働による清掃美化活動 住民課 

王寺ミルキーウェイ 
「ふるさとづくりのイベント」として、世代を超えた交流、思

い出づくりの場、地域の活性化を目的に開催 
政策推進課 
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（３） 相談支援体制の充実 

こども・若者等が相談しやすい環境づくりを行うことを通して、虐待の未然防止や早期対応

を図るなど、こどもの成長や発達を心の面からサポートします。 

すべてのこどもが自分の大切さとともに他の人の大切さを認めることができるよう働きか

けるなど、いじめの未然防止教育を推進します。さらに、スクールカウンセラー、スクールソー

シャルワーカーなどの専門家にいつでも相談できる環境の整備、ＩＣＴ等を活用した学習支援

など、不登校のこどもへの支援体制を整備します。 

 

【施策の方向性】 

●こども・若者とその家族への相談支援 

家庭や学校などで抱えてしまった悩みや不安について、こども・若者本人やその家族からの

相談に応じます。また、悩みを抱えるこども・若者やその家庭が、必要な支援につながるよう、

相談窓口やカウンセリング機関等の周知を行います。 

 

●不登校児童生徒への支援及びいじめ防止の取組 

不登校児童生徒への支援では、児童生徒の教育機会を確保するため、校内に不登校の児童

生徒が安心して過ごせるスペースの設置や、自宅においてＩＣＴを活用し学習する機会を確保

するとともに、引き続き、本人や保護者が相談できるカウンセラー等の充実を図ります。 

また、学校・自宅以外での学習する機会の確保として、奈良県フレキシスクール「不登校支援

ならネット」等の県教育委員会の取組の情報提供を図るなど、教育機会の確保に努めます。 

いじめ防止の取組では、教職員や保護者、地域の関係団体が連携して、「王寺町いじめ防止基

本方針」に基づき、いじめの未然防止、早期発見および早期対応や再発防止に取り組みます。 

 

●自殺対策計画の推進 

自分や友だちの心の危機の状態に気づき、信頼できるおとなに助けの声が上げられるよう

に、ＳＯＳの出し方に関する教育を含む自殺予防教育を推進します。また、教職員や保護者など

の周りのおとなが児童生徒のＳＯＳに気づき、個人に応じた対応を取れるよう支援します。 

 

【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

教育カウンセリング事業 
不登校、いじめ、育児不安、虐待等の諸問題の解決（教育相

談、心の教室、ふれあいフレンド） 
学校教育課 

発達相談（再掲） 
臨床心理士による保健センターでの相談、幼稚園・保育所

等への巡回相談や教育相談を実施 

保健センター 

子育て支援課 

自殺対策計画の推進 
ゲートキーパー養成講座の開催、自殺予防のパンフレット等

の配布、相談窓口等の普及啓発を実施 
保健センター 

こども家庭センターによ

る相談支援（再掲） 

全ての妊産婦、子育て世帯、こどもに対して一体的に相談

支援を実施 
こども家庭センター 

学校いきいきプラン事業 

（再掲） 

義務教育学校に教員資格を持つ講師を配置し、児童・生徒

の学校生活、学習、集団適応等をサポート 
学校教育課 



82 

 

（４） こども・若者の居場所づくり 

こども向け調査では、こども食堂（夕ご飯等を無料か安く利用できる場所）または勉強を無

料で見てくれる場所があれば利用してみたいと答えた方はそれぞれ２８．１％と２９．７％とな

っています。また、若者向け調査では、自分は「人との付き合いがないと感じる」が４６．２％、

「取り残されていると感じる」が４５．４％、「他の人たちから孤立していると感じる」が４０．８％

と答えています。 

このため、こどもの居場所を新たにつくっていくことに加え、すでに多くのこども・若者の居

場所となっている子ども会、こども食堂や学習支援の場など、地域にある多様な居場所の他に、

公民館、図書館などの社会教育施設などについても、地域みんなでこどもを育んでいく場とな

り、こども・若者にとってよりよい居場所となるよう取り組みます。 

また、学童保育や雪丸サポートスクール、公園整備等によるこどもの居場所づくりとともに、

こども・若者が地域とつながる場の創出のために地域行事やイベントへの参加を促します。 

 

【施策の方向性】 

●地域における居場所づくり 

サロン活動やこども食堂等、自宅に閉じこもりがちな人の外出のきっかけづくり、気軽に集

える居場所づくりに向けての取組に対し、引き続き支援を行うとともに、それぞれの活動のつ

ながりづくりを推進します。 

 

●こども・若者同士の交流の推進 

地域の行事やイベントへの参加を促し、こども・若者自身が地域の一員であるという意識を

育み、社会参画の機会を創出します。 

 

●放課後のこどもの居場所づくり 

こどもが安心して過ごすことができる環境を整えるため、町が運営する学童保育について

は、放課後児童支援員や補助員の人材確保に努めるとともに、学童保育の質の向上や安定的

な運営を図ることを目的に民間事業者への委託を検討します。また、総合型地域倶楽部王寺や

わらぎトラストでは、こどもから高齢者まで気軽に参加できる魅力的な教室やイベントを開催

し、スポーツに取り組む機会づくりを推進します。 

 

●安心して遊ぶことができる公園の整備 

こどもの成長・発達を促し、障がいのある人もない人もすべての人が心地よく、安全に利用

できるインクルーシブ公園の整備を進めます。 
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【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

放課後児童クラブ 

（学童保育）（再掲） 

保護者が就労等により昼間家庭にいない児童を対象に実

施し、児童の保護と健全育成を図る 
子育て支援課 

公民館生涯学習事業 
出会い、ふれあい、学びあいの場としての生涯学習環境の

提供（こども体験教室、こども絵画教室、科学教室等） 
文化交流課 

菩提キャンプ場（冒険の森

ｉｎおうじ）の充実 
更なるアクティビティの充実等新たな施設の整備を検討 生涯学習課 

総合型地域倶楽部王寺や

わらぎトラスト（再掲） 

こどもから高齢者まで気軽に取り組むことができるスポー

ツ教室 
生涯学習課 

自然体験活動 
未来を担うこどもたちが、たくましく生き抜く力を育成する

ため、海や山村での自然体験活動を実施 
生涯学習課 

こども食堂 
地域のボランティアがこどもたちに対し、安価で栄養のあ

る食事や温かな団らんを提供し、食育と世代間交流を推進 
社会福祉協議会 

サロン活動 
同世代や世代間の交流の場として、また居場所づくりとし

て開催する活動 
社会福祉協議会 

寺子屋塾 

（雪丸サポートスクール） 

地域の経験豊富な人材を活用し、放課後や夏休み等に児童

生徒一人ひとりの学力及び学習意欲の向上を図る 
生涯学習課 
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（１） 子育てを支えるネットワークづくり 

  子育て世帯向け調査では、子育てが地域の人たちに支えられていると感じている方は、未

就学児童の保護者の５０．８％、小学生・中学生の保護者の５２．４％となっており、約半数の

方が地域の人たちに支えられていると実感しています。 

  このため、子育て世帯を支えるボランティアやサークル、地域等と、町が連携を図り、ネット

ワークを構築して、地域全体で子育て世帯を支える環境づくりを推進します。 

また、子育てに関する研修会等の開催により、地域や子育て家庭の教育力や育児力の向上

を目指します。 

 

【施策の方向性】 

●子育て家庭の地域交流の促進 

「王寺ミルキーウェイ」や鉄道イベント、駅周辺での食をテーマとしたイベント等を定期的に開

催し、こども・子育て家庭が孤立しないよう、地域の仲間づくりや世代間交流を促進します。ま

た、安心して子育てできる環境づくりのため、地域やサークル活動を通じた交流の機会や、子

育て広場等を利用したことがない子育て家庭に対し、気軽に広場等を利用できるよう、広場で

のイベントや講座等を企画し、広場の利用を促進する情報発信の充実に取り組みます。 

 

●地域や住民による子育て支援 

様々な取組を通じてこども・子育て世帯を地域全体で支える気運を醸成します。 

また、こどもの保護者による主体的なサークル活動等への支援や、こどもの送迎や預かりを

行うファミリー・サポート・センター事業を推進します。 

 

●地域の教育力の向上 

安心して暮らすことのできる環境づくりのため、学校、家庭、地域住民や学生ボランティアと

の連携を強化することにより、学校・家庭・地域が一体となってこども・子育て世帯を支える体

制の充実を図ります。 

 

●家庭の育児力の育成 

こどもの健全な成長につなげるため、子育てに関する研修会の開催や子育て中の悩みを解

消する機会を設ける等、各家庭にあった子育てを支援します。また、妊婦やその家族を対象に

妊娠中の過ごし方を含め、栄養と歯科の健康についての話や沐浴・妊婦体験等を行う「パパマ

マクラス」を引き続き実施します。 

 

 

４.  地域と社会によるこども・子育て世帯への支援 
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【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

すくすく相談（再掲） 乳幼児の発育、育児、栄養についての相談に対応 保健センター 

子育て広場（地域子育て

支援拠点事業）（再掲） 

子育て中の親子が気軽に交流できる場の提供や育児相談

など、子育て家庭を地域で支える取組を実施 
保健センター 

ふれあいネット こどもを持つ母親の友だちづくりを支援 保健センター 

子育て教室（再掲） 
ふれあいのつどい（０歳児）、ミッキークラス（１・２歳児） 

こぐまちゃんクラス（療育教室） 
保健センター 

子育てサポート事業 

（再掲） 

子育てサポーターによるふれあいのつどい（０歳児）、ミッキ

ークラス（１・２歳児）の支援 
保健センター 

パパママクラス（再掲） 
妊婦・夫とその家族を対象に、栄養・歯科・妊娠経過の話や

沐浴・妊婦体験等を実施 
保健センター 

離乳食教室（再掲） 
乳児の保護者を対象に、離乳食についての話や調理実習、

試食等を実施 
保健センター 

家庭教育学級 

こどもたちの健全な成長につなげるため、子育てに関する

研修会を開催するとともに、子育て中の悩みを解消する機

会を設ける等、各家庭の子育てを支援 

生涯学習課 

見守りねっと事業（再掲） 
王寺町と協定を締結した宅配業者などの事業者が、業務範

囲の中でこども等の異変を発見した場合に、町に連絡 

福祉介護課

こども家庭センター 

ボランティア支援事業 ボランティア養成講座を実施 社会福祉協議会 

ファミリー・サポート・セン

ター事業（再掲） 

保育施設への送迎やこどもの一時預かりなど「育児の援助

を希望する保護者」と「育児の援助に協力できる人」との相

互援助活動 

子育て支援課 

赤ちゃん誕生おめでとう

訪問事業（再掲） 

民生児童委員・主任児童委員が訪問し、子育て支援に関す

る情報提供や養育環境等を把握 

保健センター 

子育て支援課 

福祉介護課 

サロン活動（再掲） 
同世代や世代間の交流の場として、また居場所づくりとし

て開催する活動 
社会福祉協議会 

学校・地域パートナーシッ

プ事業（再掲） 

家庭・地域の人々が教育活動に参画し、学校と地域が協働

することにより、学校をベースとしたこどもたちと地域の

人々をつなぐ教育活動 

生涯学習課 

王寺ミルキーウェイ（再掲） 
「ふるさとづくりのイベント」として、世代を超えた交流、思

い出づくりの場、地域の活性化を目的に開催 
政策推進課 
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（２） 男性の家事・子育てへの参画促進 

  子育て世帯向け調査では、一日あたりの平均的な家事時間は、母親が３時間以上で、父親は

１時間以内にとどまっています。 

このため、仕事と子育てを両立しやすい環境づくりや男性が家事や育児等に積極的に参画

しやすい環境づくりが必要です。 

 

【施策の方向性】 

●共働き・共育て・共家事の推進 

家庭内における育児負担が女性に集中している現状を変えるため、フレックスタイムやテレ

ワークの活用を促進し、夫婦が互いに協力して家事や育児を分担できる環境づくりを推進しま

す。また、「パパママクラス」や父子健康手帳の交付を通じて、父親の育児参加を推進し、父親向

けイベントを開催することで、男性の育児への理解や意識を高めます。 

 

●男性の育児休業が当たり前になる社会の実現 

子育てと仕事の両立支援は、家族はもちろんのこと、職場や社会の理解が不可欠であること

から、育児休業制度をはじめとする各種制度の周知や、事業者に対しての積極的な啓発が必

要です。性別に関わらず、希望に応じた育児休業の取得が当たり前になる社会の実現に向け、

官民一体となって取り組みます。 

このため、王寺町役場では「王寺町における次世代育成支援及び女性職員の活躍推進のた

めの特定事業主行動計画」において、男性の育児休業取得率の目標を８５％以上としています。 

 

●男女共同参画の啓発 

「パパママクラス」を引き続き実施し、固定的性別分担意識を払拭する啓発に努めます。 

 また、男女共同参画計画に掲げた施策を継続して計画的に推進していくため、男女共同参画

に関する条例の制定に向けた研究を行います。 

 

【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

父子健康手帳の交付 

（再掲） 
妊娠届により、希望者に手帳を交付 保健センター 

パパママクラス（再掲） 
妊婦・夫とその家族を対象に、栄養・歯科・妊娠経過の話や

沐浴・妊婦体験等を実施 
保健センター 

父親向けイベントの開催 
父親の育児参加を促進するため、父親とこどもが遊びを通

してふれあえるイベントを開催 
保健センター 
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（３） 子育てと仕事の両立支援の推進 

子育て世帯向け調査では、仕事と子育てを両立させる上で大変だと感じることについて、

「自分やこどもが病気・ケガをした時に面倒をみる人がいない（６０．６％）」や「こどもと接する

時間が少ない（４８．２％）」と答えています。 

このため、男性の家事、育児への主体的な参画の促進を図ることにより、家事・育児の負担

が女性に偏る状況を改善し、男女ともに子育てと仕事を両立できる環境づくりに取り組みます。 

  

【施策の方向性】 

●仕事と生活の調和についての意識啓発 

働き方や家庭における役割分担を見直すことにより、男女ともに仕事と子育てを両立でき

るよう、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）についての意識啓発を推進します。 

このため、家庭内での家事（料理、掃除、子育て）の効率的なやり方等、子育て中における「質

の高いライフスタイル」の実現を目指すための講座を開催します。 

 

●保育サービスの充実 

学童保育については、こどもが安心して過ごすことができる環境を整えるため、学童保育を

利用する児童数に応じた施設、備品の整備等を行うとともに、放課後児童支援員等が研修を

受講すること等により質の向上を図ります。また、障がいのあるこどもを含め、個々のこども

の状況に応じた環境に配慮するとともに、職員配置や施設設備の改善等についても工夫しま

す。 

さらに、町が運営する学童保育については、放課後児童支援員や補助員の人材確保に努め

るとともに、学童保育の質の向上や安定的な運営を図ることを目的として、民間事業者への委

託を検討します。 

町立幼稚園の預かり保育については、保護者の子育てを支援するため、夏休み等の長期休

業中も含め、預かり保育を引き続き実施するとともに、保護者の利便性を考慮し、預かり時間

の延長等を検討します。 

病児保育については、こどもが病気や病気の回復期で保育所などに通うことができず、保護

者の仕事の都合等で、家庭での保育が困難な場合に預けることができる病児保育施設の委託

先を増やし、保護者の利便性の向上に努めます。 
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●女性や子育て世帯の就業・起業支援 

ハローワークと連携した「合同面接会」や「合同企業説明会」の開催、奈良県と連携した「子育

て女性就職相談窓口」の開設や「働く女性応援講座」の開催、さらに女性の起業支援プログラム

による事業の誘致に取り組みます。また、「王寺町女性活躍支援センター」を中心にテレワーク

を主体とした柔軟な働き方ができる環境づくりに取り組むとともに、テレワーク施設「Ｏ－ｔｅｒ

ｒａｃｅ」を拠点にデジタルスキルの習得促進を目的とした「女性デジタル人材育成事業」を実施

し、女性の就業・起業支援を推進します。 

 

【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

町立幼稚園の預かり保育 

（再掲） 
長期休業中及び教育時間終了後から午後５時まで実施 子育て支援課 

放課後児童クラブ 

（学童保育）（再掲） 

保護者が就労等により昼間家庭にいない児童を対象に実

施し、児童の保護と健全育成を図る 
子育て支援課 

王寺町女性活躍支援セン

ター 
ＩＣＴを活用したテレワークでの働き方の場を創出 地域交流課 

病児保育事業（再掲） 

こどもが病気や病気の回復期で保育所などに通うことがで

きず、保護者の仕事の都合等で家庭での保育が困難な場

合に預けることができる事業 

子育て支援課 

テレワーク施設 

「Ｏ－ｔｅｒｒａｃｅ」 
テレワークやビジネスマッチング等ができる施設 地域交流課 

女性デジタル人材育成事業 女性のデジタルスキルの習得促進を目指した講座等を実施 地域交流課 

「まっち☆ジョブ王寺～ハ

ローワーク～」との連携 
奈良労働局と連携し、就職説明会や就職支援事業等を開催 地域交流課 
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（１） 相談支援体制の強化 

困難な状況にあるこども・子育て世帯は、経済的または精神的なストレスを抱えており、適切

な支援が不足すると、こどもの健全な発育や家族の安定が損なわれる可能性があります。 

子育て世帯向け調査では、「子育ての悩みや不安からこどもにつらくあたったことがある」ま

たは「あたりそうな気持ちになったことがある」と答えた方は合わせて５２．１％となっています

が、そのうち２６．３％の方は他の人に相談するなどして解消しています。 

生活に悩みや不安を抱えるこども・子育て世帯が、相談できる環境整備が求められているこ

とから、相談支援体制の充実と課題を解決するための包括的な支援が必要です。このため、こ

ども家庭センターを中心に相談支援体制を充実させるとともに、専門機関との連携を強化す

ることで、こども・子育て世帯が抱える課題の解決に取り組みます。 

 

【施策の方向性】 

●相談支援体制の充実 

こども家庭センターの機能を充実させ、すべての妊産婦、子育て世帯、こどもに対して切れ

目のない支援を提供し、保護者だけでなくこども自身の悩みにも対応します。また、複雑化・複

合化した課題を抱える相談には、必要な支援につなげることを目指し、関係機関との情報共有

や役割分担を行う重層的支援体制の整備に取り組みます。さらに、臨床心理士による幼稚園・

保育所等への巡回相談を継続することにより、こどもの発達や育児に関する保護者からの相

談が気軽にできる環境を維持することや、専門的なアドバイスを継続的に実施することで、親

子が安心して相談できる体制を確保します。 

 

●包括的な支援と専門機関の設置 

障がいのあるこどもとその家族等に対する支援の拠点となる児童発達支援センターの、広

域での設置に向けて取り組みます。 

また、社会福祉士や精神保健福祉士の専門職を学校に配置し、児童生徒の多様なニーズに

応じた支援を行うスクールソーシャルワーカー活用事業を継続して実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５.  困難な状況にあるこども・子育て世帯への支援 
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【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

発達相談（再掲） 
臨床心理士による保健センターでの相談、幼稚園・保育所

等への巡回相談や教育相談を実施 

保健センター 

子育て支援課 

教育カウンセリング事業 

（再掲） 

不登校、いじめ、育児不安、虐待等の諸問題の解決（教育相

談、心の教室、ふれあいフレンド） 
学校教育課 

スクールソーシャル 

ワーカー活用事業 

社会福祉士や精神保健福祉士の専門職を配置し、児童生徒

の置かれた様々な環境に応じた支援を実施 
学校教育課 

こども家庭センターによ

る相談支援（再掲） 

全ての妊産婦、子育て世帯、こどもに対して一体的に相談

支援を実施 
こども家庭センター 

 

（２） こどもに届く生活・学習支援 

こども向け調査では、将来の進学希望は中学・高校までと答えた方は合わせて１６．１％で、

その理由として、「早く働く必要があるから」または「家にお金がないと思うから」と答えた方が

一定数います。 

このため、生活保護受給世帯等のこどもへ直接届く支援として、学習支援や生活支援、情報

提供など、支援が必要な人に必要な支援を届けます。 

 

【施策の方向性】 

●食事の提供及び地域との交流 

こども食堂は、こどもに食事を提供するだけでなく、地域の人との交流による居場所づくり

として、孤立を防ぐ重要な役割を担っていることから、引き続き、気軽に集える地域の居場所

づくりとして支援します。 

 

●在宅サービスの推進 

子育て短期支援事業（ショートステイ、トワイライトステイ）は斑鳩町内の施設への委託を継続

します。 

  また、家庭での養育が困難な場合は、こどもが「家庭における養育環境と同様の養育環境」

において継続的に養育されるよう、里親支援センターなどを通じた社会的養護の受け皿とし

ての里親制度の周知に取り組みます。 

さらに、子育て世帯訪問支援事業では、家事や育児の手助けをする産前産後ヘルパー事業

を継続し、加えて、ヤングケアラー等がいる家庭を支援する新たな事業を検討し、家事や育児

の手助けをするとともに、必要な支援につなげます。 

 

●学習支援の充実 

「王寺町寺子屋塾」では、地域の多様な人材を活用し、指導方法の工夫や改善を行いながら、

学校や地域、関係機関が協働して児童生徒一人ひとりの学力及び学習意欲の更なる向上を図

ます。 
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●情報提供・利用勧奨 

こどもや子育て当事者に必要な情報や支援が届くよう、ＬＩＮＥ、インスタグラムの町公式アカ

ウントやＳＮＳを活用した情報発信を行います。また、こども・子育て関連サービスに関する情

報を得やすくするため、「奈良スーパーアプリ」を周知します。 

 

【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

スクールソーシャルワーカ

ー活用事業（再掲） 

社会福祉士や精神保健福祉士の専門職を配置し、児童生徒

の置かれた様々な環境に応じた支援を実施 
学校教育課 

学校いきいきプラン事業 

（再掲） 

義務教育学校に教員資格を持つ講師を配置し、児童生徒の

学校生活、学習、集団適応等をサポート 
学校教育課 

寺子屋塾（雪丸サポート 

スクール）（再掲） 

地域の経験豊富な人材を活用し、放課後や夏休み等に児

童・生徒一人ひとりの学力及び学習意欲の向上を図る 
生涯学習課 

こども食堂（再掲） 
地域のボランティアがこどもたちに対し、安価で栄養のあ

る食事や温かな団らんを提供し、食育と世代間交流を推進 
社会福祉協議会 

子育て短期支援事業 

（ショートステイ 

・トワイライトステイ） 

児童の養育が一時的に困難となった場合に、児童養護施設

等で児童を預かる事業 
子育て支援課 

産前産後ヘルパー事業 

（再掲） 

家事、育児が困難な方に対して、負担を軽減し、安心して出

産・子育てができるよう支援 
子育て支援課 

 

  

こ ど も 食 堂 
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（３） 生活に困っている家庭への経済的支援 

日々の生活を安定させ、将来に希望をもって生活していくためには、経済的な基盤が大切な

要素の一つです。 

親の年収に関わらず、すべてのこども・子育て世帯が安定した生活基盤のもとで、生活する

ことができる環境づくりが求められています。 

このため、生活の安定、教育の支援に資するための支援を進めるとともに、ひとり親家庭が

抱える様々な課題に対応するため、児童扶養手当等による経済的支援のほか、生活支援、就労

支援等に取り組みます。 

 

【施策の方向性】 

●こどもの生活・学習支援事業 

就学援助制度を通じて、経済的理由によって就学困難と認められる児童生徒の保護者に対

して、学用品や給食費等の一部を引き続き援助するとともに、すべてのこどもが平等に教育を

受ける機会を与えられるよう、制度の周知を図ります。 

また、町独自で実施している０歳児から２歳児までの第２子目以降に係る保育料の減免につ

いて在園要件を撤廃し、完全無償化とします。 

さらに、経済的課題を抱えるひとり親家庭等のこどもの進学に向けたチャレンジを後押しす

るため、大学受験費用等の補助を検討します。 

 

●社会福祉協議会による支援 

生活福祉資金貸付制度を通じて、収入が少ない世帯等に対し、就職に必要な知識・技術等の

習得や高校・大学等への就学のための資金等の貸付けを行い、また、今日食べるものに事欠く

人への緊急食料支援（フードレスキュー）事業などを実施します。 

 

●ひとり親家庭への就労・生活支援 

ひとり親家庭に対する支援を充実させるため、県事業である母子父子寡婦福祉資金貸付金

の事業内容を周知するとともに、経済的な自立を支援するための自立支援教育訓練給付金や、

就職の際に有利となる資格の取得を目指して養成機関で修業する期間の生活費を支援する高

等職業訓練促進給付金についても、事業内容を周知します。 
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【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

児童扶養手当（再掲） ひとり親家庭や父母に重度の障がいのある家庭等に支給 子育て支援課 

ひとり親家庭等医療費 

助成（再掲） 
ひとり親家庭の児童及び保護者の医療費を助成 国保健康推進課 

実費徴収に係る補足給付

事業（再掲） 

幼稚園、保育所等に通う低所得世帯を対象に、給食に関す

る費用や日用品・文房具等の購入に要する費用等の一部を

補助 

子育て支援課 

就学援助（再掲） 
経済的理由により就学困難な児童生徒の保護者に対し、学

校生活に必要な費用の一部を援助 
学校教育課 

放課後児童クラブ（学童保

育）の保育料減免（再掲） 

同一世帯で利用する２人目以降及び生活保護世帯、準要保

護世帯の保育料を減免 
子育て支援課 

寺子屋塾（雪丸サポートス

クール）の参加費減免 

（再掲） 

同一世帯で利用する２人目以降及び生活保護世帯、準要保

護世帯の参加費を減免 
生涯学習課 

生活福祉資金貸付制度 
経済的な自立や在宅福祉の向上のために目的に応じた資

金を貸付 
社会福祉協議会 

フードレスキュー 
奈良県社会福祉協議会と連携し緊急の支援が必要な人に

食料支援を実施 
社会福祉協議会 

母子父子寡婦福祉資金 

（再掲） 
母子家庭、父子家庭や寡婦の方に対する県の貸付制度 子育て支援課 

自立支援教育訓練給付金 

高等職業訓練促進給付金 

（修了支援給付金）（再掲） 

ひとり親家庭の経済的自立を目的とした高等職業訓練や資

格取得の経費を補助（県の事業） 
子育て支援課 

ひとり親家庭等日常生活

支援事業（再掲） 

日常生活に支障が生じている場合に、家庭生活支援員を派

遣し、生活援助のサービスを提供 
子育て支援課 

第２子目以降の保育料の 

全額減免（再掲） 

令和７年度より、０歳児から２歳児までの第２子目以降に係

る保育料の在園要件を撤廃 
子育て支援課 

 

（４） ヤングケアラーへの支援 

「ヤングケアラー」とは、本来おとなが担うと想定されている家事や家族の世話などを過度

（日常的）に行っているこどものことを指し、こうしたこどもは、勉強する時間が十分に取れな

い、友達と遊ぶ時間が取れないなど、本来であればこどもとして過ごすことができた時間と引

き換えに、家事や家族の世話などを行っています。 

このため、ヤングケアラーの支援を進めていくためには、周囲のおとな等が理解を深め、家

庭においてこどもが担っている家事や家族の世話の負担に気づき、必要な支援につなげてい

くことが重要です。また、家族の世話などにかかる負担を軽減または解消するため、家庭に対

する適切なアセスメントやサポートプランにより、世帯全体を支援する視点をもった対策を推

進します。 
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【施策の方向性】 

●早期発見・把握 

福祉、介護、教育等の関係者が情報共有・連携して、早期発見・把握し、こどもの意向に寄り

添いながら、必要な支援につなげます。 

   このため、学校等を通じて、ヤングケアラー自身に気づきを与えるようなアンケート調査を

定期的に実施します。支援にあたっては、こども家庭センターや学校はもとより福祉、介護等の

支援機関等と適切に情報共有するなど支援につなげていく体制を構築します。 

  

●相談支援体制の充実 

こどもの気持ちに寄り添いながら、保護者等の状況や心情も十分踏まえて、相談及び助言そ

の他の援助を行うよう努めます。 

また、スクールソーシャルワーカーを活用し、学校内での支援を強化します。 

ヤングケアラー等の支援にあたっては、家庭を訪問し、保護者やこども・若者の複雑な心情

等に十分配慮して丁寧に対応し、家庭が抱える悩み等を傾聴するとともに、訪問支援員が家事

等の支援を実施する子育て世帯訪問支援事業を推進します。 

 

●社会的認知度の向上 

役場職員や障がい・介護の相談支援従事者等に対してヤングケアラーの特性や関係機関の

連携を深めるための研修会を実施します。 

   また、ヤングケアラーに対する理解や気づきにつながる効果的・積極的な広報・啓発の実施

を検討します。 

 

【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

スクールソーシャルワーカ

ー活用事業（再掲） 

社会福祉士や精神保健福祉士の専門職を配置し、児童生徒

の置かれた様々な環境に応じた支援を実施 
学校教育課 

教育カウンセリング事業 

（再掲） 

不登校、いじめ、育児不安、虐待等の諸問題の解決（教育相

談、心の教室、ふれあいフレンド） 
学校教育課 

こども家庭センターによ

る相談支援（再掲） 

全ての妊産婦、子育て世帯、こどもに対して一体的に相談

支援を実施 
こども家庭センター 

子育て世帯訪問支援事業 
出産前後に周りの支援を受けることが困難な母親等に対し

て、家事や育児の手助けをするヘルパーを派遣 

子育て支援課 

こども家庭センター 
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（５） 児童虐待防止対策の充実 

虐待を受けたこどもは、虐待を受けている期間だけでなく、その後長期に渡り精神的なトラ

ウマや社会的な孤立、将来の学習や就業において困難に直面する可能性が高まります。たとえ

虐待に至らなくても、保護者の心理的な負担の大きさは家庭環境の悪化を招き、こどもの心

身の健全な発達に影響を与えかねません。 

このため、悩みを抱える保護者等を早期に発見し、相談支援につなげ、児童虐待の予防や早

期発見にも資するよう、地域の幼稚園、保育所、学校等や要保護児童対策地域協議会などの地

域ネットワークと一体となって継続的に支え、児童虐待予防の取組を強化します。 

 

【施策の方向性】 

●児童虐待の早期発見の推進 

教育・保育現場等での一人ひとりのこどもの見守りと、乳幼児健診未受診者への受診勧奨

等の取組を推進し、児童虐待の早期発見・予防に努めます。 

 

●児童虐待発生時の迅速な対応 

児童虐待が発生した際の迅速な対応を実現するため、支援が必要な家庭等の情報を関係課

で共有できる「児童家庭相談システム」を活用しながら、すべての妊産婦や子育て世帯、こども

に対して一体的に相談支援を行います。 

 

●こどもを守る地域のネットワーク機能の強化 

医療機関、教育機関、地域の関係機関と連携を深め、虐待が疑われるこどもや家庭の状況に

応じて個別検討会議を実施するとともに、担当職員の専門研修受講を促進するなど児童虐待

等防止ネットワークを強化し、児童虐待の予防や早期発見、迅速な対応を目指します。 

 

●児童虐待防止の普及啓発 

地域住民や関係機関に向けて、児童虐待防止のための啓発活動を強化します。 

このため、地域の児童相談所に直接つながる「児童相談所全国共通ダイヤル（１８９）」や「親

子のための相談ＬＩＮＥ」等の普及、啓発に取り組み、児童虐待の早期発見につなげます。 
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【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

要保護児童対策地域協議会 
関係機関と連携し、虐待の発生予防や早期発見、早期対応

に向けた取組を実施（児童虐待等防止ネットワーク） 
こども家庭センター 

養育支援訪問事業（再掲） 
養育支援が必要であると思われる家庭に対し、居宅訪問や

養育に関する指導・助言等を実施 
保健センター 

教育カウンセリング事業 

（再掲） 

不登校、いじめ、育児不安、虐待等の諸問題の解決 

（教育相談、心の教室、ふれあいフレンド） 
学校教育課 

こども家庭センターによる

相談支援（再掲） 

全ての妊産婦、子育て世帯、こどもに対して一体的に相談

支援を実施 
こども家庭センター 

乳幼児健康診査（再掲） 
４か月児健診、１０か月児健診、１歳６か月児健診、３歳６か

月児健診、５歳児健診、２歳児歯科健診 
保健センター 
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（１） 新婚家庭への経済的支援 

若者向け調査では、将来の結婚観について、４８．２％の方が「結婚したいし、するつもりであ

る」と答えている一方で、「結婚したいが難しいと考えている」が３２．３％、「結婚したくない」が

１９．５％で、その理由として３５．６％の方が「経済的に不安だから」と答えています。 

 このため、若者の多様な価値観を尊重し、結婚・子育てへのイメージアップに取り組み、結婚

やこどもを持つことに対する経済的な不安感の解消が求められます。結婚や子育てといった

ライフステージに応じた移住・定住に関するニーズに対応するとともに、結婚に伴う新生活の

スタートアップへの支援を推進します。 

 

【施策の方向性】 

●結婚に伴う新生活を支援 

新婚家庭が安心して新生活をスタートできるよう、新生活を経済的に支援する、「結婚新生

活支援事業（家賃、引越費用等を補助）」の実施を検討します。 

 

●子育て世代の移住・定住施策の促進 

結婚や子育てといったライフステージに応じた移住・定住に関する支援施策として、三世代

ファミリー定住支援補助金や移住支援金等の施策を引き続き実施します。 

また、空き家購入者に対するリフォーム費用の補助制度の創設を検討します。 

 

【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

三世代ファミリー定住支援 
親・子・孫三世代の町内での定住に対して補助を行い、若い

世代の移住・定住を促進 
まちづくり推進課 

移住支援金 
東京圏から移住し、県内で就業または起業しようとする者

等に対し、移住支援金を支給 
まちづくり推進課 

 

  

６.  若者が将来に希望を持てるまちづくり 



98 

 

（２） 就労支援の推進 

若者向け調査のクロス集計では、正規社員に比べ、非正規・派遣社員などの方は、生活が困

難だった経験や将来への希望、結婚等においてネガティブな傾向となっています。 

このため、若者が仕事やプライベートともに安心して暮らすことができる環境づくりに取り

組むため、就職セミナーや起業、就業にかかる講座の開催やデジタルスキル習得支援など、国

や県と連携しながら多様な働き方を支援していくことが必要です。 

 

【施策の方向性】 

●就職支援 

「まっち☆ジョブ王寺」とハローワークと連携した「合同企業説明会」や「就職支援セミナー」

を開催し、若者への就職支援に取り組みます。また、王寺町女性活躍支援センターを中心に、テ

レワークを主体とした柔軟な働き方ができる環境づくりに努めます。 

さらに、奈良県と連携した「子育て女性就職相談窓口」や「働く女性応援講座」の開設を推進

し、多様な女性の働き方を支援します。 

 

●起業支援 

王寺町テレワーク施設「Ｏ－ｔｅｒｒａｃｅ」を拠点に、デジタル人材の育成やビジネスマッチング

等の情報発信に取り組みます。また、奈良県と連携した女性の起業支援プログラムによる事業

の誘致に取り組むとともに、「女性デジタル人材育成事業」を実施し、女性の就業・起業支援を

推進します。 

 

【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

「まっち☆ジョブ王寺～ハ

ローワーク～」との連携 

（再掲） 

奈良労働局と連携し、就職説明会や就職支援事業等を開催 地域交流課 

王寺町女性活躍支援 

センター（再掲） 
ＩＣＴを活用したテレワークでの働き方の場を創出 地域交流課 

一般社団法人王寺まちづ

くり 

「起業したい女性」「就職したい女性」「フリーランス、地域貢

献・まちづくりに取り組みたい女性」の働き方を実現するた

め、一般社団法人として町から独立 

地域交流課 

テレワーク施設 

「Ｏ－ｔｅｒｒａｃｅ」（再掲） 
テレワークやビジネスマッチング等ができる施設 地域交流課 

女性デジタル人材育成事

業（再掲） 
女性のデジタルスキルの習得促進を目指した講座等を実施 地域交流課 
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（３） こどもや子育て家庭との交流の促進 

 若者向け調査では、８７．５％の方が「結婚したらこどもを持った方が良いと思う」と答えてい

る一方で、１８．２％の方が「こどもはいらない」と答えています。その理由として「自分や夫婦の

生活を大切にしたい」や「育児の心理的・肉体的負担に耐えられないと思う」と答えた方はそれ

ぞれ５４．３％となっています。 

 結婚、妊娠・出産、子育ては個人の自由な意思決定に基づくものであって、多様な価値観・考

え方を尊重することを大前提としています。その上で、若い世代が、自らの主体的な選択によ

り、結婚し、こどもを産み、育てたいと望んだ場合に、社会全体で若い世代を支えていくことが

必要です。 

このため、地域の中で世代を超えた交流ができるようなイベントやサロン活動を開催し、こ

どもや若者が明るい未来を描くことができるよう取り組みます。 

 

【施策の方向性】 

●触れ合い体験 

少子化が進行し、こども・若者が普段の生活で乳幼児と触れ合う機会が減少しているとの指

摘もある中、乳幼児触れ合い体験は、こども・若者にとって、こどもを生み育てることや家族を

持つことがイメージできる貴重な機会となります。 

このため、子育て家庭との交流の場、乳幼児と触れ合う機会などを創出し、こども・若者が

自らのライフデザイン（将来設計）を描くことができるよう取り組みます。  

 

●結婚や子育てをしたいと思えるようなまちづくり 

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援等を推進し、地域全体で子育てを支える環

境を整えます。 

  また、多くの世代の交流を促す、様々な交流・体験イベントなどの定期的な実施により、地域

の魅力に触れて郷土愛を育むための取組を推進するとともに、ＳＮＳ等を活用した広報や、若

い世代が参加しやすいイベントを企画する等、世代間交流を促進します。 

さらに、こども・若者の意見を反映したイベントやサロン活動等を開催することで、集客率の

向上が見込まれることから、地域の活性化にもつなげます。 

 

【関連する事業】 

事業・活動名 内容 所管 

サロン活動（再掲） 
同世代や世代間の交流の場として、また居場所づくりとし

て開催する活動 
社会福祉協議会 

王寺ミルキーウェイ（再掲） 
「ふるさとづくりのイベント」として、世代を超えた交流、思

い出づくりの場、地域の活性化を目的に開催 
政策推進課 

  



100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 計画の推進体制 
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本計画の内容は、保健、福祉、教育のみならず、医療、住宅、生活環境、労働等多方面にわた

っており、町全体としての総合的な取組が必要であることから、庁内関係各課との連携や調 

整を図り、計画を推進します。本計画に関連する各施設等の整備については、別に定める施設

等整備計画、公共施設等総合管理計画や各施設の個別施設計画等に基づき実施します。 

 

 

 

本計画を推進するにあたっては、行政のみならず、教育・保育施設や学校、住民や地域の各

種団体、関係機関、企業や事業所等、社会の様々な構成メンバーが、それぞれの使命と役割の

もとに連携を図りながら取り組むことが必要であり、各施策や事業についての情報提供や情

報共有に努め、広く地域や社会の理解と協力を得ることにより、計画を推進します。 

また、本計画に基づく施策を推進するため、「王寺町子ども・子育て会議」において、「ＰＤＣＡ

サイクル（計画・実行・評価・改善）」の考え方に基づき、事業の実施状況を点検・評価を行い、そ

の結果に基づいて見直し、対策を実施します。 

 

 

 

地域

行政

教育・保育施設
学校等

関係機関

住民
各種団体等

企業
事業所等

子育て家庭
こども・若者

１． 庁内の推進体制 

２． 地域における推進体制 
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こども・若者や子育て当事者の視点に立った数値目標として、以下を設定します。 

目標項目 現状 目標 

「生活に満足している」と思うこどもの割合 ６８．９％ ７０．０％※１ 

「今の自分が好きだ」と思うこどもの割合 ７０．３％ ７５．０％※１ 

社会的スキルを身につけているこどもの割合 ７９．６％ ８５．０％※１ 

「自分には自分らしさというものがある」と思うこども・若者の割合 ８３．９％ ９０．０％※１ 

「社会生活や日常生活を円滑に送ることができている」と思うこども・若者

の割合 
５３．８％ ６０．０％※１ 

「こども政策に関して自身の意見が聴いてもらえている」と思うこども・若者

の割合 
４０．３％ ５０．０％※１ 

「自分の将来について明るい希望がある」と思うこども・若者の割合 ６８．１％ ８０．０％※１ 

「こどもの世話や看病について頼れる人がいる」と思う子育て当事者の割合 ８５．５％ ９０．０％※１ 

保育園入所待機児童数 ０人※２ ０人※４ 

保育サービスに関する満足度 ４５．２％ ５０．０％※４ 

すくすく広場の年間利用者数（延べ） ６，４１２人※３ １６，０００人※４ 

子育てをする上で気軽に相談できる人や場所の有無について「いない」「な

い」と答えた保護者の割合（就学前） 
８．９％ ０．０％※４ 

子育てをする上で気軽に相談できる人や場所の有無について「いない」「な

い」と答えた保護者の割合（小学生） 
１４．６％ ０．０％※４ 

王寺町で子育てをしたいと思う親の割合（４か月児） ９７．４％※３ ９８．０％※４ 

王寺町で子育てをしたいと思う親の割合（３歳６か月児） ９６．０％※３ １００．０％※４ 

夜１０時までに寝る生活リズムを持つ１歳６か月児の割合 ８５．３％※３ ９０．０％※４ 

町立幼稚園アンケートで、「こどもをこの幼稚園に通わせてよかった」と思う 

保護者の割合 
９１．４％ １００．０％※４ 

町立幼稚園アンケートで、「こどもは幼稚園で自分らしさを出し、思っている

ことが言える」と思う保護者の割合 
９３．０％ １００．０％※４ 

地域の行事に参加している小学生、中学生の割合（６年生） ６０．２％※２ １００．０％※４ 

地域の行事に参加している小学生、中学生の割合（９年生） ３４．７％※２ ９０．０％※４ 

※１ こども大綱に掲載の目標値に基づき、王寺町の現状を踏まえ設定 

※２ 王寺町総合計画より（２０２３年度数値） 

※３ 王寺町総合計画より（２０２２年度数値） 

※４ 王寺町総合計画より（２０２８年度目標値）  

３． 数値目標と指標の設定 
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第７章 資料編 
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平成２５年１２月２０日 

条例第２５号 

改正 令和６年３月２１日条例第５号 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）第７２条第１項の規

定に基づき、王寺町子ども・子育て会議（以下「会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 会議は、次に掲げる事務を所掌する。 

（１） 法第７２条第１項各号に掲げる事務を処理すること。 

（２） こども基本法（令和４年法律第７７号）第１０条第２項に規定する市町村こども計画の策

定及び推進並びにこども施策の推進に関する重要事項を調査審議すること。 

（組織） 

第３条 会議は、委員１５人以内で組織する。 

２ 会議の委員（以下「委員」という。）は、次に掲げる者のうちから、町長が委嘱し、又は任命す

る。 

（１） 学識経験を有する者 

（２） 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

（３） 児童福祉、教育等に関係する団体を代表する者 

（４） 保護者 

（５） 前各号に掲げる者のほか、町長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 会議に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、会議を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

（会議） 

第６条 会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上の者が出席しなければ、これを開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の決すると

ころによる。 

 

１． 王寺町子ども・子育て会議条例 
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（意見の聴取等） 

第７条 委員長は、会議において必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見

若しくは説明を聴き、又は関係者から必要な資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第８条 会議の庶務は、健康子育て支援部子育て支援課において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、町長が別に定め

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日以後最初に招集される会議は、第６条第１項の規定にかかわらず、町

長が招集する。 

（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年９月王寺町条

例第９号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（平成３１年条例第３号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年条例第８号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年条例第８号） 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年条例第５号） 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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職名 選 出 範 囲 氏   名 団 体 構 成 

１号 

委員 
学識経験者 

清 水  益 治 
帝塚山大学 

教育学部 こども教育学科 教授 

新 川  朋 子 太成学院大学 人間学部 教授 

２号 

委員 

子ども・子育て支援に 

関する事業に従事する者 

荒 木  篤 人 
義務教育学校校長代表 

（王寺北義務教育学校） 

辻 野  正 美 
私立保育園等園長代表 

（片岡の里こども園） 

新  真 美 子 
町立幼稚園園長代表 

（王寺南幼稚園） 

３号 

委員 

児童福祉、教育等に関係 

する団体を代表する者 

稲 本  雅 世 
主任児童委員代表 

（民生児童委員協議会） 

藤 﨑  隆 明 
私立保育園理事長代表 

（黎明保育園） 

４号 

委員 
保護者 

藤 井  歩 美 北義務教育学校後期課程ＰＴＡ会長 

岡 本  有津佐 王寺南幼稚園ＰＴＡ会長 

今 村  広 美 黎明保育園保護者代表 

５号 

委員 
町長が必要と認める者 

井 村  知 次 自治連合会長 

平 岡  秀 隆 副町長 

大 前  美希子 
奈良県障害者総合相談圏域支援事業

西和圏域マネージャー 

竹 田  荒 太 青少年指導委員会委員長 

 

  

２． 王寺町子ども・子育て会議委員名簿 
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（１）計画策定のためのニーズ調査の実施 

実施年月日 内容 

令和６年２月６日 

 ～令和６年２月２９日 

 

 

 

（２）王寺町子ども・子育て会議の開催 

実施年月日 内容 

令和６年６月１８日 

第１回 王寺町子ども・子育て会議 

  主たる議事 ： こども計画策定の目的と必要性 

  主たる議事 ： ニーズ調査結果について 

  主たる議事 ： 策定スケジュールについて 

令和６年８月２０日 

第２回 王寺町子ども・子育て会議 

  主たる議事 ： こども・若者意見聴取会について 

  主たる議事 ： 王寺町のこども・若者や子育て家庭を取り巻く現状について 

               王寺町こども計画骨子案について 

                       特定教育・保育事業の量の見込みについて 

令和６年１０月２３日 

第３回 王寺町子ども・子育て会議 

 主たる議事 ： 事業量の見込みと確保の方策 

地域子ども・子育て支援事業について 

施策の展開（施策の方向性及び具体的な施策）について 

新規事業及び検討事業内容について 

令和６年１２月２４日 
第４回 王寺町子ども・子育て会議 

  主たる議事 ： 王寺町こども計画（素案）及び概要版について 

令和７年２月１８日 
第５回 王寺町子ども・子育て会議 

  主たる議事 ： パブリックコメントの募集結果について 

 

（３）パブリックコメントの実施 

実施年月日 内容 

令和７年１月７日 

～令和７年１月３１日 
「王寺町こども計画（素案）」についてのパブリックコメントを実施 

 

３． 計画の策定経過 

地域子ども・子育て支援事業について

施策の展開（施策の方向性及び具体的な施策）について

新規事業及び検討事業内容について
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王子第３６０－１ 号 
令和６年６月１８日 

委員長 清水 益治 様 
王寺町長 平井 康之 

王寺町こども計画について（諮問） 
 

このことについて、標記計画を策定するに際し、子ども・子育て会議の意見を求めます。 

 

 

令和７年２月２６日 

王寺町長 平井 康之 様 

王寺町子ども・子育て会議 

委員長 清水 益治 

王寺町こども計画について（答申） 

 

令和６年６月１８日付王子第３６０－１号で諮問のあった王寺町こども計画について、本委員会と

して慎重に審議を行った結果、別添の王寺町こども計画（案）のとおり結論を得ましたので答申い

たします。 

本委員会においては、様々な立場の委員により多角的な視点から、５回にわたり真摯に議論を重

ねてきました。町におかれましては、審議過程で各委員から出された意見を十分踏まえ、基本理念

である「すべてのこども・若者が健やかに育ち、安心して子育てができるまち」の実現に向けて、本

計画を確実に推進されるよう要望いたします。 

なお、本委員会といたしまして、本計画の推進にあたり、留意すべき事項を次のとおり申し添え

ます。 

 

１  こども・若者を権利の主体として認識し、意見を尊重するとともに、今後、本町のこども施策を

検討・実施するにあたっては、積極的にこども・若者の意見を聴取し、施策に反映されたい。 

 

２  猛暑や天候に左右されず、こどもが安心して遊ぶことができる室内の遊び場や、身近な場所に

おけるコミュニティスペースを充実させるなど、こどもの居場所づくりに努められたい。 

 

３  子育て中の保護者や、こどもが気軽に悩みを相談できるよう、こども家庭センターの機能の充

実・強化を図り、関係機関と連携し適切な支援につなげるとともに、子育て支援事業の量の確保

と質の向上に、より一層努められたい。 

 

４  仕事と子育ての両立支援や保護者の利便性向上のため、町立幼稚園における預かり保育の充

実や、新たな病児保育施設の委託先を増やすなど、多様な保育の整備・拡充に努められたい。あ

わせて施策の積極的な周知に努められたい。 

 

５  居住地域の近くで安全に安心して出産できるよう、妊娠中から分娩・産後までのケアをワンス

トップで一体的に提供できる体制の確保に努められたい。 

４． 計画策定についての諮問書・答申書 

 （1）諮問書 

（2）答申書 
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あ行 

ＩＲＴ 

項目反応理論（Ｉｔｅｍ Ｒｅｓｐｏｎｓｅ Ｔｈｅｏｒｙ）とは、一つ一つの問題が能力を

見極めるための良問であるか、また、その問題の難易度を評価することにより、

異なるテストや異なる受験者の差を平準化し、共通のものさしとして、測定する

ことができるという理論です。 

ＩＣＴ 
情報通信技術（Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）の

略称で、近年多くの分野でＩＣＴを導入した取組が広がっています。 

インクルーシブ 

多様な背景や能力を持つ人々が共存し、一緒に活動できる社会づくりを目指

す考え方です。この理念は保育・教育現場でも重要視されており、特別支援教育

など多様性を尊重したアプローチが求められています。 

ＡＩ 

人工知能（Ａｒｔｉｆｉｃｉａｌ Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ）の略称で、人間の知的作業（学習・推

論・問題解決など）を模倣するコンピュータシステムです。この技術は医療、自動

運転車、製造業など多岐にわたり応用されています。 

オンライン 

プラットフォーム 

インターネット上でサービスや情報提供が行われる場であり、教育サービスからコ

ミュニティ活動まで多様な情報交換・交流が可能となるプラットフォームです。 

か行 

救急告示病院 
救急隊が搬送する傷病者の収容及び治療を行う医療機関のことです。救急病

院等を定める省令に基づいて知事が認定し、告示しています。 

クロス集計 

異なる変数間の関係性を分析するために、データを二次元の表形式で整理す

る手法です。特に社会調査やマーケティングリサーチでよく使用され、複数の要

因が結果に与える影響を視覚的に把握することができます。 

ゲートキーパー 

自殺予防などで危機的状況にある人々に気づき、適切な支援につなげる役割

を担う人々です。この概念は、友人や家族だけでなく、教育者や医療従事者にも

当てはまり、地域社会全体で精神的健康を支える重要な存在となっています。 

合計特殊出生率 

その年次の１５歳から４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、１

人の女性が一生の間に生むこどもの数とされています。近年の日本では減少傾

向にあり、人口減少や少子化問題の重要な指標とされています。 

こども家庭センター 

こどもとその家庭の問題に総合的に対応する相談窓口です。すべての妊産婦、

子育て世帯、こどもへ一体的に相談支援を行う機能を有し、切れ目のない相談支

援を行う機関です。 

 

５．用語集 
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こども基本条例 

各自治体で制定されている、こどもの権利を保障し、健やかな成長を促進する

ための条例です。地域の実情に合わせて、こどもの権利擁護、教育、福祉、安全な

どに関する施策を定めています。 

こども基本法 

こども施策を社会全体で総合的かつ強力に推進していくための包括的な基本

法として制定されたもので、日本国憲法および児童の権利に関する条約の精神

にのっとり、すべてのこどもが、将来にわたって幸福な生活を送ることができる

社会の実現を目指し、こども政策を総合的に推進することを目的としています。 

 こども施策の基本理念のほか、こども大綱の策定やこども等の意見の反映など

について定めています。令和４年６月に成立し、令和５年４月に施行されました。 

こども食堂 

こどもたちに無料または低価格で食事を提供する地域コミュニティ活動です。

食育だけでなく、こどもたち同士の交流促進にも寄与し、安全な居場所として機

能しています。 

こども大綱 

令和５年１２月２２日、こども基本法に基づき、こども政策を総合的に推進する

ため、政府全体のこども施策の基本的な方針等を定められました。すべてのこど

も・若者が身体的・精神的・社会的に幸せな状態（ウェルビーイング）で生活を送る

ことができる「こどもまんなか社会」の実現を目指しています。 

子どもの権利条約 

１８歳未満のすべてのこどもが持つ生存、発達、保護、参加の権利を定めた国

際的な条約です。こどもの最善の利益を最優先に考え、差別なくこどもを扱い、

意見を表明する機会を保障することなどを定めています。 

こども未来戦略 

若い世代の方の将来展望を描けない状況や、子育てをしている方の生活や子

育ての悩みを受け止めて令和５年１２月に策定されました。 

・若者・子育て世代の所得を増やす 

・社会全体の構造や意識を変える 

・すべてのこどもと子育て世帯をライフステージに応じて切れ目なく支援していく 

以上３点を戦略の基本理念として掲げ、若い世代が希望どおり結婚し、希望する

誰もがこどもを持ち、安心して子育てできる社会、こどもたちが笑顔で暮らせる

社会の実現を目指しています。 

さ行 

次世代育成支援対策 

推進法 

次代の社会を担うこどもの健全な育成を支援するため施行された法律です。

この法律に基づき、国・自治体・事業主は、次世代育成支援のための行動計画を

策定することとされています。 

重層的支援体制 
こどもとその家族を支援する際に、行政、学校、地域、医療機関などが連携し、

それぞれの役割に応じて包括的に支援を提供する体制のことです。 

小１プロブレム 

小学校入学時に直面するこどもたちの適応問題や教育環境に関する課題で

す。特に、新しい環境への不安や友達づくりの難しさなどが挙げられ、これらの

問題は学業や心理的な発達にも影響を及ぼすことがあります。 
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スクールカウンセラー 

学校内で児童生徒の心理的支援や相談対応を行う専門職で、児童生徒との面

談を通じて不安やストレスへの対処法を教えたり、問題解決へ導いたりします。

また、保護者及び教職員への相談対応なども行い、学校の教育相談体制におい

て大きな役割を果たしています。 

スクールソーシャルワー

カー 

学校内で児童生徒やその家庭の問題解決を支援する専門職です。心理的サポ

ートだけでなく、福祉サービスとの連携も行い、児童生徒が安心して学べる環境

づくりに貢献しています。 

た行 

地域子育て相談機関 

地域の子育て家庭を対象に、子育てに関する相談、情報提供、支援を行う機関

です。子育ての悩みや不安、こどもの発達に関する相談、地域の子育て支援情報

などを提供しています。 

ＤＸ 

デジタルトランスフォーメーション（Ｄｉｇｉｔａｌ Ｔｒａｎｓｆｏｒｍａｔｉｏｎ）の略称であ

り、デジタル技術によってビジネスモデルや社会構造全般を変革することです。

近年多様な分野にその変革が広まり、新しい価値創造と効率化につながってい

ます。 

デジタルスキル 

コンピュータやインターネットを活用するために必要な技術や知識のことです。

現代社会ではより重要度が増しているスキルであり、学校教育ではプログラミン

グ教育などが導入されています。 

テレワーク 
勤労形態の一種で、情報通信技術を活用し、時間や場所の制約を受けずに柔

軟に働く形態のことをいいます。 

特定事業主行動計画 

女性の活躍推進や仕事と子育ての両立支援を目的として、企業が策定する行

動計画です。女性の採用、育成、働き方の見直し、育児休業制度の整備など、具

体的な目標と取り組みを定めています。 

な行 

奈良スーパーアプリ 

役場に行かなくても、手元のスマートフォンなどで行政手続きができるウェブ

アプリです。オンラインで申請や予約ができるため、好きな場所・タイミングで手

続きをすることが可能です。また、自分で登録した興味・関心のあることや住ん

でいる地域に応じておすすめの情報が届きます。 

は行 

バリアフリー化 

障がい者等が利用しやすいよう物理的・制度的な障壁を取り除くことです。公

共施設だけでなく住宅などにも適用され、すべての人が安全かつ快適に生活で

きる環境づくりにつながります。 

フードレスキュー 
食品ロス削減と食糧支援活動を行う団体または活動です。賞味期限切れ間近

の商品など、まだ食べられる食品を集めて必要な人々へ提供します。 

不登校支援ならネット 
奈良県教育委員会が運営する、不登校の中学生を支援するためのオンライン

を中心としたネットワーク型の柔軟な教育システムのことです。 
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プレコンセプションケア 

妊娠前の女性とカップルに医学的・行動学的・社会的な保健介入を行うことと

定義され、妊娠前から健康管理や生活習慣の改善を行い、妊娠・出産に備えるた

めの医療ケアを指します。 

フレックスタイム 

労働者が始業・終業時間を自由に選択できる勤務制度で、個々のライフスタイ

ルに合わせた働き方が可能になります。この制度はワーク・ライフ・バランスの向

上にも寄与し、多様な働き方への対応として企業でも導入が進んでいます。 

ま行 

学びの芽ばえ 
王寺町の幼児教育について、教育目標や目指すこども像を掲げ、幼児教育・保

育と義務教育の円滑な接続に向けた指針です。 

メンタルヘルス 

心理的健康状態およびその維持・向上について考える概念です。この分野では

ストレス管理やメンタルヘルスケアプログラムが重要視されており、学校・職場・

地域社会での支援体制構築が求められています。 

や行 

ユニバーサルデザイン 

すべての人が利用しやすいよう設計された製品や環境のデザイン理念です。こ

の考え方は、あらゆる人々の日常生活を支援することを目指しており、公共施設

や製品開発など幅広い分野で実践されています。 

ら行 

ライフデザイン 

人生設計や生活設計について考え、自分自身の価値観や目標に基づいて実行

することです。この概念はキャリア形成だけでなく、人間関係や趣味・余暇活動な

どにも関連します。 

わ行 

ワーク・ライフ・バランス 

仕事と生活（家庭生活・プライベート）の調和を図り、どちらも充実させること

を目指す考え方です。企業側でもこのバランスを重視した制度づくりが進められ

ており、有給休暇取得促進やフレックスタイム制度などが導入されています。 
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